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高圧ジェット水を用いた油汚染土壌の洗浄プラント 濁水処理装置水噴流型混合機

● 我が国の温暖化防止対策の状況
● 油汚染土壌の新バイオパイル工法の開発
● 油や放射能汚染などの土壌洗浄・濁水処理及び混合技術
● オゾンマイクロバブルを用いた油・揮発性有機化合物含有水の高効率な浄化技術

技術報文 ● 全周波数帯域に対応したトンネル発破消音器の開発
● オンサイト除染排水処理システムの開発・実用化
● 生分解性作動油　他
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　本協会では、国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を

1950年より3年ごとに刊行し、現場技術者の工事計画の立案、積算、機械技術者

の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　本書は、専門家で構成する編集委員会の審査に基づき、良好な使用実績を示した

国産および輸入の各種建設機械、作業船、工事用機械等を選択して写真、図面等の

ほか、主要緒元、性能、特長等の技術的事項、データを網羅しております。購読者

の方々には欠かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

　2013年版日本建設機械要覧購入の方への特典として、当協会が運営するWebサ

イト（要覧クラブ）上において2001年版、2004年版、2007年版及び2010年版

日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダウンロードできます。これによって2013

年版を含めると1998年から2012年までの建設機械データが活用いただけます。

B5判、約1,320頁／写真、図面多数／表紙特製

価格は次の通りです（消費税8％含む）

一般価格　52,920円（本体49,000円）

会員価格　44,280円（本体41,000円）

（注）送料は1冊900円となります。

　　（複数冊の場合別途）
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Ұൠࣾஂ๏ਓຊ建設機械施工ڠձ　ൃߦਤॻҰཡදʢฏ �� ʣࡏݱ݄��

ᶺ 発行年݄ ਤ　　　　ॻ　　　　໊ 一般価֨
（੫込）

ձ員価֨
（੫込） ૹ料

1 H27 年 5 ݄ ྊՍ設工事のੵ算　ฏ成ڮ 27 年度൛ 9720 8262 600

 2 H27 年 5 ݄ ฏ成 27 年度൛　建設機械等損料表 7920 6787 600

 3 H26 年 6 ݄ よくわかる建設機械と損料2014 5616 4752 500

 4 H26 年 5 ݄ 大ؠܘޱ൫削工๏のੵ算　ฏ成 26 年度൛ 6048 5142 500

 5 H26 年 3 ݄ 情報化施工デジタルガイドブックʲD7D൛ʳ 2160 1944 400

 6 H25 年 6 ݄ 機械আ安全作業の手引き 972 864 250
 7 H25 年 3 ݄ 日本建設機械要ཡ　2013 年൛ 52920 44280 900
 8 H23 年 4 ݄ 建設機械施工ϋンドブック　（改గ 4൛） 6480 5502 600
 9 H22 年 9 ݄ アスフΝルトフィニッシャの変ભ　　 3240 400
10 H22 年 9 ݄ アスフΝルトフィニッシャの変ભʲCDʳ 3240 250
11 H22 年 7 ݄ 情報化施工の実 2160 1851 400
12 H21 年 11 ݄ 情報化施工ガイドブック2009 2376 2160 400
13 H21 年 9 ݄ ಓ路আઇオペレータの手引 3085 2057 500
14 H20 年 6 ݄ ࣸਅでたどる建設機械 200 年 3024 2560 500
15 H19 年 12 ݄ আઇ機械技術ϋンドブック 3086 500
16 H18 年 2 ݄ 建設機械施工安全技術指・指本จとその解આ 3456 2880 400
17 H17 年 9 ݄ 建設機械ポケットブック　（আઇ機械ฤ） 1029 250
18 H16 年 12 ݄ 2005「আઇ・防ઇϋンドブック」（আઇฤ） 5142 600
19 H15 年 7 ݄ ಓ路理施設等設計指（案）ಓ路理施設等設計要ྖ（案） 3456 500
20 H15 年 7 ݄ 建設施工における地ٿԹஆ化対ࡦの手引き　 1620 1512 400
21 H15 年 6 ݄ ಓ路機械設උԕִ操作視技術マニュアル（案） 1944 400
22 H15 年 6 ݄ 機械設උ点検整උڞ通仕様ॻ（案）・機械設උ点検整උ特記仕様ॻ作成要 （ྖ案） 1944 400
23 H15 年 6 ݄ 地ٿԹஆ化対ࡦ　省Τネ運転マニュアル 540 250
24 H13 年 2 ݄ 建設工事にう૽Իৼ動対ࡦϋンドブック（第 3൛） 6480 6048 500
25 H12 年 3 ݄ 移動式クレーンɺߌଧ機等の支持地൫ཆ生マニュアル（第 2൛） 2675 2366 400
26 H11 年 10 ݄ 機械工事施工ϋンドブック　ฏ成 11 年度൛ 8208 600
27 H11 年 5 ݄ 建設機械化の 50 年 4320 500
28 H11 年 4 ݄ 建設機械ਤؑ 2700 400
29 H10 年 3 ݄ 大型建設機械の分解༌ૹマニュアル 3888 3456 500
30 H9 年 5 ݄ 建設機械用ूޠ 2160 1944 400
31 H6 年 8 ݄ ジオスペースの開発と建設機械 8229 7714 500
32 H6 年 4 ݄ 建設作業ৼ動対ࡦマニュアル 6172 5554 500
33 H3 年 4 ݄ 最近のೈऑ地൫工๏と施工例 10079 9565 600
34 ̨ 63 年3 ݄ 新ฤ　防ઇ工ֶϋンドブックʲPOD൛ʳ 10800 9720 500

35 ̨ 60 年1 ݄ 建設工事にうਫ対ࡦϋンドブック 6480 500
36 建設機械履ྺ 411 250

37 毎݄　25 日 建設機械施工ʲH25�6 ݄߸よりਤॻ໊変更ʳ
864 777 400

定期ߪಡ料　年129　252ԁ（੫・ૹ料込）

ձHP　IttQ�//XXX�KDNanet�or�KQڠ入のおਃし込みは当ߪ の出൛ਤॻཝの「͝ߪ入方๏」の「ਤॻߪ入ਃ込ॻ」をプリン
トアトし，必要事項を記入しておਃし込みください。
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ࢴ作ॴʜʜʜʜʜʜʜʜʜ表ࡾҪࡾ᷂ 3
運༌工業᷂ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ後付ྠࡾ 5
ʲϠʳ
٢Ӭ機械᷂ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ後付 5

　地により建から࿙Ӯしたઈԑ油による土Ԛછが
生じた。これをਝ速かつ経ࡁ的にড়化するため，高圧

ジェットਫを用いてオンサイトでચড়し，ચড়ࡁみ土を
ຒめしに࠶利用する方๏が採用された。表ࣸࢴਅは，
ચড়作業中のચড়プラントおよび高圧ਫジェットચড়・
ਫॲ理装置の外؍である。 1 年間のՔಇでԚછ土
 35000 t をચড়でき，油のআڈ率 96ˋときわめて高
いચড়性能がୡ成された。

高圧ジェット水を用いた 
油汚染土壌の洗浄プラント

ࣸਅఏڙ：౦ژ電力᷂，᷂ 土ڥプロセスڀݚॴ，᷂ 間組

◇表紙写真説明◇

 89 新工法紹介ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ機関ࢽฤूҕ員ձ
 91 新機種紹介ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ機関ࢽฤूҕ員ձ
 100 統　　　計　建設工事受ֹ・建設機械受ֹの推移
  ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ機関ࢽฤूҕ員ձ

 101 行 事 一 覧（2015 年 8 ݄）
 104 編 集 後 記ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ小・本
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協 会活動のお知らせ ▲ ▲

情報化施工により東日本大震災の復興を支援

施工部ձ情報化施工ҕ員ձ（ҕ員長：
২木ກԝ　ࣛౡ建設ג式ձࣾ౦ژ建ங
支ళ機材部）は，情報化施工を通じ災
害にڧく信頼性の高い復ڵ事業を実現
できるようඃ災 の施工者や発者ݝ3
などを支援することとしました。
まずは，一般ࣾஂ๏人日本建設機械

施工ڠձのサイトに復ڵ支援のための
ϗームページを立ち上げ，情報化施工
に対するٙ問や現場でのࠔり͝とにつ
いての相ஊに応えていくこととしまし
た。次に，復ڵ事業において情報化施
工を取り入れ，自ࣾのレベルアップを
ਤΖうと考える施工者を，ඃ災 のݝ3

中からืり，業受後からॡ工まで
をトータルサポートしていくこととし
ています。
IttQ�//XXX�KDNanet�or�KQ/TeLoV/
IVLLoV/indeY�ItNl

日本建設機械施工協会「個人会員」入会のご案内

ձڠ人ձ員は，日本建設機械施工ݸ
の定に໌記されている正式なձ員
で，本ڠձの目的にࢍ同され，建設機
械・施工技術に関心のある方であれば
どなたでも入ձけます。
ձඅ：年間9000 ԁ
人ձ員の特యݸ˒
˓機関ࢽ「建設機械施工」を毎݄おಧ
け致します。

　本ࢽでは，建設機械・施工技術に
関わる最新情報やڀݚ論จ，本ڠձ
の行事案内・実施報ࠂ等のほか，新
工๏・新機種のհや౷計情報等の
๛な情報をܝ載しています。

ׂ）ձ発行の出൛ਤॻをձ員価֨ڠ˓
引価֨）でߪ入できます。

˓シンポジム，ߨ習ձ，ߨԋձ，見
ֶձ等，最新の動向に;れることが
できるڠձ行事を͝案内するととも

に，ձ員価֨でࢀ加できます。

͓͍߹Θͤɾਃࠐॻͷૹઌ
˞おਃし込みには本ࢽ差込広ࠂページ
のਃ込用ࢴを͝利用ください

一般ࣾஂ๏人日本建設機械施工ڠձ
人ձ員ݸ
TE-：03-3433-1501　
F"X：03-3432-0289
IttQ�//XXX�KDNanet�or�KQ

平成 27年度「建設施工と建設機械シンポジウム」のご案内

本ڠձでは，ʠ建設機械と施工๏ʡ
に関する技術の向上を目的に，技術開
発，ڀݚ成Ռの発表の場として，「建
設施工と建設機械シンポジム」を毎
年開࠵しております。本年度も「ら
しを支える建設施工と建設機械」を
テーマとし，①災害，防災，復旧・復ڵ，
② ICT の利活用・ロボット，③品質

確保とコスト縮減，④ڥ保全，省Τ
ネルΪー対ࡦ，ᶇ安全対ࡦ，ᶈҡ持・
理・補मの 6項目に関する論จ発表
を行うほか，ポスターセッションも行
います。
6：ݶظΈࠐՃਃ͠ࢀ ݄ 1日（݄）ࡁみ
ձظ：ฏ成 27 年 12 ݄ 1 日（Ր）～ 2

日（ਫ）

͍߹Θͤઌɿࡉৄ
一般ࣾஂ๏人日本建設機械施工ڠձ
シンポジム実行ҕ員ձ事ہ
ਫߥ・ޱ
TE-：03-3433-1501
F"X：03-3432-0289
IttQ�//XXX�KDNanet�or�KQ

「平成 27年度版 建設機械等損料表」「よくわかる建設機械と損料 2014」
改訂・発刊のお知らせ

�ɽฏ ��൛�建設機械ଛྉද
・損料算定表のॾݩཝの記載要ྖ・表
現を変更しಡみқさを改善

・「機械運転୯価表」の作成例を，現
行า掛に合わせて見直し

・関連通ୡ・ࠂ示に「౦日本大災の
ඃ災地で用する建設機械の機械損
料の補正」を追加

ฏ成：ץൃ 27 年 5 ݄
ମ#5：ࡋ， 620 ท

Ձ֨（ૹ料別）
　一般7920 ԁ（本体 7334 ԁ）
　ձ員6787 ԁ（本体 6285 ԁ）

�ɽΑ͘Θ͔Δ建設機械ͱଛྉ ����
・損料用ޠ，損料補正方๏をฏқな表
現で解આ

・各通ୡ・ࠂ示類の要ࢫを解આ
・各建設機械の分類コードの体系をਤ
示

ฏ成：ץൃ 26 年 6 ݄
ମ#5：ࡋ， 400 ท
Ձ֨（ૹ料別）
　一般5616 ԁ（本体 5200 ԁ）
　ձ員4752 ԁ（本体 4400 ԁ）
͍߹Θͤઌɿࡉৄ
一般ࣾஂ๏人日本建設機械施工ڠձ
TE-：03-3433-1501
F"X：03-3432-0289
IttQ�//XXX�KDNanet�or�KQ/
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巻頭言

建設機械施工分野における 
環境対策への期待

߂　　　ڮ　ߴ

近年，マスコミのニュースで「災害ྻౡ」という言
༿がฉかれるようになってきた。それほど，近年では
大規自વ災害が多発している。一ੲ前までは「ήリ
ラ߽Ӎ」はฉき慣れない言༿であったが，最近では一
般的な気用ޠと言っても過言ではないほどසൟに
用されるようになってきている。2014 年の߽Ӎによ
る広ౡ市での土砂災害，2011 年の෩ 12 ߸による近
地方での土砂災害などの大規災害はήリラ߽Ӎにـ
よるඃ害の代表例と言える。ήリラ߽Ӎのようなҟ常
気は，地ٿԹஆ化による気ީ変動が 1つの要Ҽであ
るとも言われている。そのため，様々な分で地ٿԹ
ஆ化対ࡦ，地ڥٿ保全に対する取り組みが進められ
ている。建設機械施工分でも同様であり，本ڠձで
も「建設施工における地ٿԹஆ化対ࡦの手引き」や「地
ܒ，省Τネ運転マニュアル」を出൛し　ࡦԹஆ化対ٿ
活動を行っていることはձ員各位͝存じの通りであ
る。また本ڠձࢽでも，ڥ関連の特ूが定期的に組
まれ，建設機械施工分におけるڥ対ࡦが重要視さ
れていることがうかがわれる。
とこΖで，建設機械施工分におけるڥ対ࡦは，
排ガス関，廃غリサイクル関，機械のৼ動・૽
Ի関，Ԛછ土対ࡦなど多ذにる。排ガス関で
は，建設機械メーカーなどがੵۃ的にΤンジン開発を
行っており，地ٿԹஆ化防止に大いに貢献しているこ
とは言うまでもない。今では大ֶのオープンキャンパ
スはしいものではなくなってきたが，ච者がॴଐし
ている౦北大ֶ工ֶ部では，20 数年以上前からこの
オープンキャンパスを行っている。始めた当時は，子
ばれ始めた時であり，理Պ離れڣたちの理Պ離れがڙ
を少しでも৯い止めようと，主として小ֶ生を対と
し，小ֶ生に৭々な不ٞࢥ体験をさせて，理Պ・Պֶっ
て面നいとײじてもらえるような力をしていた。当
時，に連れられてキャンパスに来ていた小ֶ生に
建設機械のイメージをฉくと，「ࠇいԎをもくもくと
ుいて，力ڧくಇく大きな機械」という回が多くฉ
かれた。しかし，最近では，「力ڧくಇく大きな機械」
は同じでも「ࠇいԎをもくもくとుいてಇいている」
という回は全くと言っていいほど無い。建設機械の
進าにい，建設機械に対する子ڙたちのイメージも
ঃ々に変わってきている。近年では，ϋイブリッドショ

ベルのような地ڥٿに優しい建設機械も続々と開発
され，市場に入されている。建設機械メーカーのஎ
ま͵力にܟҙを表したい。
現在のจ໌ࣾձをҡ持・発లさせるためには，資源・

ΤネルΪーの確保，インフラなどのࣾձ基൫整උはܽか
すことができないことは୭しもがೝめるとこΖであΖう。
しかし，人間が活動するとどうしてもΰミが出る。廃
。問題の1つであるڥٿ問題は避けて通れない地غ
そこで，建設機械施工分でも，施工にって排出され
る廃غをۃ力削減したり，また廃غを࠶資源化し，
有効利用して॥型ࣾձの構ஙに貢献するための力
が精力的に進められている。ච者のࣨڀݚでは，建設
Ԛటなどの未利用高含ਫ比ట土の࠶資源化に関するݚ
を進めているが，この技術は౦日本大災で発生したڀ
大量のଯੵのॲ理・࠶資源化にも多少ではある
が貢献した実を有する。上にଧち上げられた
ଯੵは時間とともに一種の天日ס૩ঢ়ଶになり，ᝲ分
けによりガレキがআڈされ，防ைఅ建設などに利用され
ている。一方，ߓやఈからᔱᕕされたଯੵ
の一部には，本ࣨڀݚで開発した࠶資源化工๏（ણҡ
質ݻ化ॲ理土工๏）が適用され，༡ਫ地のఅ防整උや
ඃ災したఅ防の補ڧ・ਹ上げなどに有効活用されている。
これは，建設機械施工分における廃غリサイクルを
目指して開発した技術が，ඃ災現場での復旧にもد༩
できることを示したものであり，国ࡦでもある国土ڧਟ
化・災害にڧい国づくりにもつながる一例と考えている。
Ѵ子ஂࡒは，「地ڥٿ問題と人類の存続に関す
るアンケート」を毎年実施し，ةڥ機時計を発表し
ているが，それによると，ةڥ機時計は 9時少し過
͗を指し，「ۃめて不安」レベルにある。世界ऴ時
計は，֩戦૪などによる人類のऴをޕ前ྵ時とし，
そのऴまでのり時間を示すものであるが，現在は
機ةڥ，前ྵ時数分前である。これと比ֱすればޕ
時計はまだましではあるが，それでも地ڥٿ問題は
待ったなしのঢ়況である。これまで進められてきてい
る建設機械施工分での地ٿԹஆ化防止対ࡦやڥ対
の改善や保全ڥٿが今後ӹ々進లし，少しでも地ࡦ
につながることを期待したい。

ᴷ͔ͨ͠　ͻΖ͠　౦େֶେֶӃڥՊֶڀݚՊᴷ
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建設業におけるバイオディーゼル燃料 
利用ガイドライン

行政情報

柳　　　雅　之

日本建設業連合ձでは「建設業のڥ自主行動計画」をࡦ定し，建設現場の用ΤネルΪー量の
70ˋをめる軽油の用量削減を進めており，「2020 年までに，CO2 排出量原୯位で 1990 年度比 20ˋ削減」
という目標のୡ成に向けて，カーボンニュートラル燃料（CO2 排出量をカントしない燃料）であるバイ
オディーゼル燃料の利用拡大が有効な手段と考えている。そのため利用実の多いձ員ا業のノϋと
利用実を取りవめた「建設業におけるバイオディーゼル燃料利用ガイドライン」を作成し，新たに導入
を検౼しているձ員ا業に利用しやすい形で情報ఏڙすることで，バイオディーゼル燃料利用の݈全な拡
大をଅ進したい。
キーワード：バイオディーゼル燃料，建設機械，地ٿԹஆ化，CO2 排出量削減，Թࣨ効Ռガス

1．  建設業界の取り組み

2013 ～ 2014 年に発表された IPCC 第 5 次報ࠂॻで
は，人類の経ࡁ活動にって，大気中のೋࢎ化ૉೱ
度は上ঢし続けており，地ٿԹஆ化が確実に進行して
いること，それらが自વ生ଶ系や気ީ変動などに大き
な影響を及΅していることが報ࠂされている。現在進
行形で進む地ٿԹஆ化に対しては，今まで以上にԹࣨ
効Ռガスの排出削減に取り組まなければならないこと
は໌らかであり，日本建設業連合ձձ員ا業において
も，事業活動を進める上で近な問題であることをे
分ೝࣝし，スピードײを持って効率的な対ࡦを行って
いかなければならないというࣾձ的をڞ有してい
る。
日本建設業連合ձでは，1990 年代後半より「建設

業のڥ自主行動計画」をࡦ定し，建設現場における
用ΤネルΪー量の 70ˋをめる軽油の用量（図
─ 1）の削減に取り組んできた。軽油用量は，施工
現場内の重機類と運ൖに関わるトラック，ダンプト
ラックにىҼするため，効率的な重機・運ൖ車両の
උによる用実の減少，省燃費運転のྭ行による軽
油用量の削減など，۩体的な対ࡦを進めている。な
かでも省燃費運転については，業界内の着実なਁಁ・
定着をめ͟し，ձ員ا業とそのઐ工事業者の方々へ
の座ֶߨ習ձ（写真─ 1），実技ߨ習ձ（写真─ 2）
を毎年定期的に開࠵している。
今後，「建設業のڥ自主行動計画第 5 ൛」の目標

「2020 年までに，CO2 排出量原୯位で 1990 年度比
20ˋ削減」のୡ成に向けて，業界全体としてܧ続して
軽油用量の削減に取り組んでいくためには，省燃費

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工
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運転のより一のྭ行に加えて，バイオディーゼル燃
料の利用拡大が有効な手段と考えている。

2．本ガイドラインの目的

২性の৯用油を精した࠶生燃料であるバイオ
ディーゼル燃料は，カーボンニュートラル燃料（CO2
排出量をカントしない燃料）（図─ 2）として着目
されているが，その利用にあたっては，
①バイオディーゼル燃料の品質にばらつきがあり，機
械や車両にダメージを༩えたとされる事例がある
量が不安定で，必要な時に必要な量の燃料が確څڙ②
保できない
③๏規制，ಧ出，੫๏等への標準的な対応が整උされ
ておらず，入ޱのϋードルが高い
などの課題があり，いまだ本֨的な普及にはࢸってい
ない。
そのため，今回，「建設業におけるバイオディーゼ
ル燃料利用ガイドライン」を作成し，前述の課題に関
する情報やその対応ࡦをू大成し，バイオディーゼル
燃料の導入を検౼しているձ員ا業に利用しやすい形
でఏڙすることにより，バイオディーゼル燃料利用の

݈全な拡大をଅ進したいと考えている。建設業界のバ
イオディーゼル燃料利用の推進は，ձ員ا業の大幅な
CO2 排出量削減に役立つだけでなく，行・省ிによ
るバイオディーゼル燃料推進の後押しという෭次的効
Ռを通じて，バイオディーゼル燃料業者や関連業
界の発లにد༩すると期待される。

3．本ガイドラインの概要

本ガイドラインは，バイオディーゼル燃料の利用者
の立場で，先述した 3項目の課題への対応として，（1）
準උ，（2）燃料の調ୡ，（3）メンテナンス，（4）取り
ѻい，（5）๏令・例について，バイオディーゼル燃
料を利用するためにཹҙすべき事項の解આを行ってい
る。
バイオディーゼル燃料を利用するにあたり，調ୡす
る燃料の品質の確ೝが最も重要と考えている。
バイオディーゼル燃料は，バイオディーゼル燃料
100ˋ（以下「#100」）と軽油とのࠞ合率を 5ˋ未ຬと
した燃料（以下「#5」）の 2種類の規֨がある。#5は，
経ࡁ産業省の定めたもので，軽油と同等品として取り
ѻわれる。#100 は，全国バイオディーゼル利用推進
ձがٞڠ ňٞڠձ定規֨ŉ を示している。ただし，
ຽ間規֨であるため๏的な߆ଋ力はない。
以下に本ガイドラインで解આしている主な事項を؆
୯にհする。

（1）  バイオディーゼル燃料の使用のための準備
（a）発者との事前ٞڠ
用者は，工事の仕様ॻを確ೝし，必要に応じて発
者と事前ٞڠを行う。
（C）ڠ力ձࣾ・リースձࣾとの事前ٞڠ
力ձࣾやリースձࣾに対し，メンテナンス項目やڠ
軽油とҟなるཹҙ事項について事前にઆ໌を行う。

ࣸਅᴷ शձߨֶ࠲　�

ࣸਅᴷ शձߨٕ࣮　�

ਤᴷ �　ΧʔϘϯχϡʔτϥϧ
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（D）֮ॻのక݁と点検記の保
のॴ在を໌確にし，トラブルを回避するため，
。力ձࣾの間で֮ॻのక݁を推するڠձࣾとݩ
֮ॻきでは，現場で用するバイオディーゼル燃料
の調ୡ先および品質，用する建設機械，日常点検の
方๏等を໌記し，バイオディーゼル燃料の用時に行
う機械の日常および定期点検項目を定め，記を保
する。
（d）ެ ಓを走る車両で#100を用するための手続き
ެಓを走る車両で#100を用する場合，自動車車
検ূの変更手続きがྃしていることを確ೝする。

（2）バイオディーゼル燃料の調達
（a）燃料調ୡ先の選定
調ୡ先の選定にあたっては，設උ（図─ 3）を

視することがましく，実，品質理，原料
の廃৯用油のऩूが適切に行われているかどうかなど
の事項について確ೝして断する。
（C）ૹ・保等
#100 は，不ࢷࢎのࢎ化により品質がྼ化す
る可能性があるため，から利用までの期間を 1ϲ
݄程度とし，現場へのૹ方๏，現場における保方
๏，建設機械へのڅ油方๏などのルールを，燃料ձ ・ࣾ
ૹձࣾとあらかじめࡦ定する。
（D）燃料品質の確ೝ
調ୡ先に分ੳ݁Ռのఏ出をґ頼し，直近の分ੳ݁Ռ
が基準に適合していることをߪ入ܖの前に確ೝする
とともに，用開始後も定期的に確ೝを行う。
（d）P-保ݥへの加入の確ೝ
燃料のձࣾに P-保ݥの保ূݥॻのコピーఏ出
をٻめ，保ݥに加入していることを確ೝする。
メーカーは，#100 用時に発生したΤンジンの不

۩合について保ূしていない。しかし，Τンジンの不
۩合は軽油用時にも発生することがある。そのた
め，バイオディーゼル燃料の用者のによらない不
۩合が発生したࡍのリスクを低減するため，P-保ݥ
に加入しているバイオディーゼル燃料ձࣾから調ୡす
る。

（3）  燃料使用のためのメンテナンス
バイオディーゼル燃料の調ୡで示した品質のバイオ
ディーゼル燃料を用することを前ఏに，用するた
めのཹҙ事項について以下に示す。特に，Τンジンオ
イルの日常点検および適切な交換が重要である。
（a）燃料用前の消品の交換
Τンジンオイル，燃料ϗース等のΰムの部品およ
び燃料フィルター等の消品のঢ়況を良く確ೝする。
バイオディーゼル燃料の用前に交換することがま
しい。
（C）燃料用直後のメンテナンス
用開始後は燃料フィルターのঢ়況にҙし，開始
後 1ϲ݄程度を目途に燃料フィルターを交換する。
（D）燃料用時のメンテナンス（日常点検，3ϲ݄

点検など）
日常点検ථや定期点検ථに，バイオディーゼル燃料
用時の点検項目を追加し，確実な点検の実施と記
を行うこと。
軽油とҟなるバイオディーゼル燃料の特性を理解
し，バイオディーゼル燃料用時の点検項目を点検ථ
に追加する必要がある。最も重要な日常点検の項目の
一つがΤンジンオイルである。バイオディーゼル燃料
は，Τンジンの機種により差ҟがあるものの，Τンジ
ンオイルにࠞ合しそれを์置した場合，Τンジンオイ
ルのྼ化がଅ進されΤンジントラブルの原Ҽとなる。

ਤᴷ �　όΠΦσΟʔθϧ೩ྉͷ工ఔͷྫ
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車両・機械の理者は，運転実施者に燃料特性をઆ໌
し，Τンジンオイルの日常点検の実施を確実にする必
要がある。

（4）  現場におけるバイオディーゼル燃料の取扱い
（a）バイオディーゼル燃料のஷ蔵
バイオディーゼル燃料を現場でஷ蔵する場合は，消
防๏に従い適正に行うこと。
400 リットル未ຬのஷ蔵・取ѻいの場合は，市ொଜ
のՐ災༧防例の規制を受けるが，ಧ出は不要であ
る。400 リットル以上 2000 リットル未ຬのஷ蔵・取
ѻいについては，少量ݥةஷ蔵ॴまたは取ѻॴとし
てॴ消防ॺへのಧ出が必要である。消防๏の指定数
量である 2000 リットル以上のஷ蔵については，事前
にॴの消防ॺに相ஊの上，指示に従う必要がある。
（C）建設機械などへのڅ油
建設機械等へのڅ油は，作業ॴにおけるஷ蔵タンク
等の設උ資や保安ಜ者が不要な，タンクローリー
からのڅ油がましい。

（5）法令・条例等
（a）バイオディーゼル燃料に関する๏令・例
#5 は「ش発油等の品質の確保等に関する๏（品
確๏）」において品質基準が定められており，軽油に
ࠞ合することができるバイオディーゼル燃料のׂ合は
5ˋが上限（#5）となっている。バイオディーゼル燃
料と軽油をࠞ合・ൢചする事業者は「軽油特定加工業
者」としての事業者ొと品質確ೝがٛ付けられて
おり，#5 を用する場合には「軽油特定加工業者」
の加工した#5であることを確ೝして用する。
#100 を用する場合は，品確๏の対外となる。
ެಓを走る場合には運ہにಧ出し，車検ূのඋ考ཝ
に「バイオディーゼル 100ˋ燃料ซ用」等のୠしॻき
を記載する必要がある。

（C）一都ݝࡾ（౦ژ，ਆಸ，࡛ۄ，ઍ༿）の
確保例ڥ

一都ݝࡾでは，例により排ガス規制がݫしくなっ
ており，例で定める 4項目の基準をຬたさない燃料
の用をې止している。したがって，用するバイオ
ディーゼル燃料の品質に特にҙが必要である。
（D）๏令・例・規定など
ڠ用者は，工事の仕様ॻを確ೝし，発者と事前
ٞを行う。
オフロード๏（特定特घ自動車排出ガスの規制等に
関する๏）は，ެಓを走行しないオフロード特घ自
動車に対する排出ガスの規制を目的に施行されてい
る。オフロード๏では，直接的に用している燃料を
規制していないが，バイオディーゼル燃料の用にお
いても，スモークࢼ験（写真─ 3）で排気ガスを測定
するなど，オフロード๏を९कすることは必ਢである。
（d）消防๏
バイオディーゼル燃料は，消防๏の第 4類第 3ੴ油
類（引Ր点 70ˆ以上 200ˆ未ຬ）に֘当する。現場で
指定数量以上のバイオディーゼル燃料をஷ蔵する場合
は，事前にॴの消防ॺに相ஊの上，指示に従う必要
がある。

4．  バイオディーゼル燃料の使用実績

建設機械などへのバイオディーゼル燃料の用実
（表─ 1）についてհする。これは，ձ員ا業への
アンケートから各実をऩूし，分類してまとめたも
のである。

（1）建設機械の種類
建設機械としては，バックϗ，クローラークレー
ン，ダンプトラック，発電機への用が，件数，用
量ともに多い。また，各機械の規֨・ॾݩをみても，

ࣸਅᴷ �　εϞʔΫݧࢼͷ࣮施ঢ়گͷྫ
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バックϗで 0�7 ～ 1�2 N3，クローラークレーンで 60
～ 150 ton，ダンプトラックで10 ton，発電機で 200 L7"
程度と，通常の中型，大型工事で用する൚用的な建
設機械への適用が進んできている。

（2）排ガス対策のレベル
レベルは，ほとん（基準値）ࡦ用機械の排ガス対
どが第 1次～ 2次基準値レベルである。第 3次基準値
レベルの機械に適用した例は数件程度である。「DPF
（ディーゼルඍཻ子補मフィルター）」や「電子制御」
等，排ガスのড়化性能を高めるための装置が軽油に特
化して進化したため，第 3 次以߱の基準値レベルで
は，燃মԹ度のҟなる #100 の制御にはまだ課題を有
することがその理༝と考えられる。

5．おわりに

バイオディーゼル燃料の利用・普及にあたっては，
利用者ଆの建設業界だけでなく，څڙ者ଆの業
界，建設機械をఏڙしてくれるメーカーやリースձ
ࣾ，利用方を示す国・行などの連ܞが不可ܽであ
る。そのために日本建設業連合ձձ員ا業に向けて本
ガイドラインを作成した。本ガイドラインを活用し
て，日本建設業連合ձから関各ॴにもಇきかけを行
い，関者全体でバイオディーゼル燃料の݈全な普及
を推し進めていけるようなڥづくりを行っていく༧
定である。օ様の͝ڠ力をおئいする。


දᴷ �　όΠΦσΟʔθϧ೩ྉͷར༻࣮

建設機械 現場数
バイオディーゼル燃料の用量の合計

（Ὑ）
1現場当りのバイオディーゼル燃料の

用量（Ὑ）
バックϗ 23 183657 7985
クローラークレーン 11 142641 12967
ブルドーザ 2 66918 33459
ৼ動ローラ 2 78548 39274
フΥークリフト 1 750 750
ダンプトラック 13 225093 17315
重ダンプ 3 152558 50853
パッカー車 1 2409 2409
ミキサー車 1 9134 9134
ユニック車 1 540 540
連བྷ車 1 760 760
発電機 23 165072 7177
˞ 2015 年 3 ݄時点のू計݁Ռ

ʦචऀհʧ
༄　雅೭（やな͗　まさΏき）
ࣛౡ建設᷂
本部ڥ
担当部長
（前・一般ࣾஂ๏人日本建設業連合ձ　ڥҕ員ձ
Թஆ化対ࡦ部ձバイオディーゼル燃料普及検౼8Gҕ員）
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我が国の温暖化防止対策の状況

村　上　　　誠・友　延　弘　輝

国連気ީ変動に関する間パネル（IPCC）は 1988 年に設立された組৫で，5年～ 6年毎に気ީ変動
に関する評価報ࠂॻをެ表している。日本国内では 2014 年 12 省よりڥ݄ IPCCの 5 次報ࠂが発表され
た。その中でʰೋࢎ化ૉのྦྷੵ૯排出量と世界ฏ均気Թの応は，ほ΅比例関にあるʱとの新見解が
発表された。そして，ೋࢎ化ૉ排出量増大が現在のまま進んでいけば，気Թ上ঢが༧測され，それに
う数々の気ީ変動を含むリスクが合わせて༧されている。Թࣨ効Ռガスの削減こそがۓ٤の課題であり，
その解決こそが次世代にඒしい地ٿをバトンタッチしていく為に必要な事ではないだΖうか。
キーワード：Թࣨ効Ռガス，ೋࢎ化ૉ，COP21，IPCC

1．地球温暖化の原因と仕組み

（1）温室効果ガスと温暖化
地ٿはଠཅからのޫによってஆめられ，ஆめられた
地ٿ表面から外線が์ࣹされる。その外線をԹࣨ
効Ռガスがٵऩし大気がஆめられる。もしԹࣨ効Ռガ
スが存在しなければ，地ٿ表面から์ࣹされたは，
地ٿの大気内にはཹまらず，地ٿのฏ均Թ度はʵ19ˆ
になる。現在の地ٿのฏ均気Թはおおよそ 14ˆ，これ
はԹࣨ効Ռガスのおかげである。しかし，Թࣨ効Ռガ
スの量が増え大気中のೱ度が高まりのٵऩが増えた
݁Ռ，気Թが上ঢし始める。これが地ٿԹஆ化である。
図─ 1はԹࣨ効Ռガスと地ٿԹஆ化メカニズムを

示したものである。左ଆのਤは 200 年前の地ٿ，右ଆ

のਤが現在の地ٿである。産業革໋以߱，ೋࢎ化ૉ，
メタン等のԹࣨ効Ռガスが大量に排出されೱ度が上
がった。その݁Ռ，のٵऩが増え気Թが上ঢしてい
る。1880 年～ 2012 年で全世界のฏ均気Թは 0�85ˆ上
ঢと言われている。

（2）温暖ガス種類と発生量
Թࣨ効Ռガスは，ژ都ٞ定ॻにおいて排出量削減対
となり，ڥ省において年間排出量が把握されてい
る。現在Թࣨ効Ռガスには，ೋࢎ化ૉ（CO2），メ
タン（CH4），一ࢎ化ૉ（N2O），ϋイドロフルオロカー
ボン類（HFCT），パーフルオロカーボン類（PFCT），
;っ化ེԫ（SF6）の 6 種類及び 2015 年 4 ݄より
新たに対になったࡾ;っ化ૉ（NF3）を加えて 7
種類がある。
図─ 2が日本にԙける 2013 年度のԹࣨ効Ռガスの
排出量のׂ合で，૯排出量は 14 ԯ 700 ສトンで前年
度 13 ԯ 9000 ສトンからみて 1�2ˋ増加している。Թ
ࣨ効Ռガスの 93ˋがೋࢎ化ૉで，Թஆ化にはೋࢎ
化ૉの影響が最も大きい。
ϋイドロフルオロカーボン類（HFCT），パーフル
オロカーボン類（PFCT），;っ化ེԫ（SF6），ࡾ;っ
化ૉ（NF3）は数量的には 3ˋ（CO2 換算）とඇ
常に少ないが，地ٿԹஆ化数ˎ1 で 1430 ～ 22800
ഒ（ೋࢎ化ૉを 1とした）のඇ常に高いレベルのԹ
ஆ化能力を持っている。従って，Թࣨ効Ռガス削減対
化ૉが中心であるが，ϋイドロフルオロࢎはೋࡦ
カーボン類（HFCT），パーフルオロカーボン類

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工

ਤᴷ �　ԹࣨޮՌΨεͱٿԹஆԽϝΧχζϜ
ग़యʣ��શࠃٿԹஆԽ׆ࢭಈηϯλʔΣϒαΠτʢIUUQ��XXX�KDDDB�

PSH�ʣΑΓ
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（PFCT），;っ化ེԫ（SF6），ࡾ;っ化ૉ（NF3）
等のガス削減対ࡦも進めて行かなければならない。
ˎ 1：地ٿԹஆ化数とは，ೋࢎ化ૉを基準にして，

ଞのԹࣨ効ՌガスがどれだけԹஆ化する能力が
あるかをあらわした数ࣈ

（a）全世界で༧されるリスク
ICCP5 次8G1 の評価報ࠂॻでは 20 世ل半ば以߱
のԹஆ化の主な要Ҽは，人ِ的な可能性がۃめて高い
（確度 95ˋ以上）と報ࠂされている。そして，Թࣨ効
Ռガスの排出増加量の 78ˋは化ੴ燃料の燃মと工業
プロセスにおけるೋࢎ化ૉがめている。ଈち，化
ੴ燃料の用によりԹஆ化をটき，全世界ではԹஆ化
による 8つのリスクが༧されている（図─ 3）。
①ւ面上ঢにより，低地・小ౡ等のԊ؛での高ை・ߑ
ਫඃ害
②内ߑਫによる大都市部へඃ害
な気現による電気・ਫ・ガス等のインフラۃ③
の機能ఀ止
④による，外労ಇ者のۃなॵ期間における
や࣬පࢮ
ᶇ気Թ上ঢ，ׯばつ等による৯料安全保োがڴかされ
る
ᶈਫ資源不足と業生産減少によるଜ部の生計及び
ॴ得損ࣦ
ᶉԊ؛ւ域における生計に༩えるւ༸生ଶ系，機能及

びサービスを損ࣦ
ᶊ域における生計に༩える生ଶ系商品，機能及び
サービスを損ࣦ
種々のリスクの中で，近年，ඇ常に問題視されてい
るのが・ׯばつ・ߑਫ，෩，山Ր事等のҟ常気
である。ҟ常気とは，世界気機関において「ฏ
均気Թや߱ਫ量がฏ年よりஶしく偏り，その偏差が
25 年以上に 1回しかىこらない程度の大きさの現」
と定ٛされている。しかし，最近，ҟ常気がසൟに
きるため従来の基準が合わなくなっているのではなى
かΖうか。
最近，世界でىきたҟ常気事例としては，2013
年に，インドシナ半ౡ，ロシアアムール流域，中国
中部からே半ౡ，インド，ヨーロッパの広い範囲で
߱Ӎがඇ常に多くなり，大ߑਫのඃ害が発生してい
る。一方中国ೆ部ではׯばつの影響によるҿ料用ਫの
不足や作へのඃ害が発生している。同じく米国カ
リフΥルニア州では 2013 年の年間߱ਫ量が 1895 年以
߱最も少なく，ׯばつは現在も続いておりҿ用ਫや
業用ਫが不足するとともに大規なྛՐ災も発生し
ている。
2015 年に入り 5 ݄下०のインド中部ではによ
り 2200 人以上がࢮ，また，タイでは 2014 年から続
く大ׯばつで業等に大きなඃ害が出ている。その
ଞ，最近のニュースでは，中国・ミャンマーの大Ӎに
よる大ߑਫ等がある。

ਤᴷ �　���� ԹࣨޮՌΨεഉग़ׂ߹
ग़యʣԹࣨޮՌΨεΠϯϕϯτϦΦϑΟε
　　　��શࠃٿԹஆԽ׆ࢭಈηϯλʔΣϒαΠτʢIUUQ��XXX�KDDDB�

PSH�ʣΑΓ

ਤᴷ �　ෳͷҬʹٴͿओཁϦεΫ
ग़యʣ*1$$ୈ ॻࠂධՁใ࣍�
　　　��શࠃٿԹஆԽ׆ࢭಈਪਐηϯλʔΣϒαΠτʢIUUQ���XXX�

KDDDB�PSH�ʣΑΓ
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（C）日本国内で༧されるリスク
2100 年，日本ではԹࣨ効Ռガスのೱ度上ঢが最ѱ
シナリオの場合，気Թが 3�5 ～ 6�4ˆ上ঢ，߱ਫ量が 9
～ 16ˋ上ঢ，ւਫ面が 60 ～ 63 DN上ঢするとされて
いる。Թஆ化によるզが国のリスクは以下が定され
ている。
ਫが多発ߑ①
②ւਫ面の上ঢによりׁׯの 12ˋ消ࣦ
③Տ流量が 1�1 ～ 1�2 ഒになる事によるԊ؛地域で
のඃ害
④中によるࢮ者数の増加及びٹ急ൖૹ車数がഒ
増
ᶇԹஆ化による作の変化
ᶈգの分域の変化
図─ 4は最近発表された 2100 年のਅՆ日の༧で
ある。北ւಓの北日本ւଆ：現在 8日˰ 48 日，౦日
本ଠฏ༸ଆで現在 49 日˰ 105 日，ԭೄ・Ԅඒは年間
の半分がਅՆ日となり，全国でਅՆ日の日数が 2ഒ～
6ഒに増える༧である。本年も 8݄現在，日本では
ॵ日連続日数更新，܈അݝ・ౡݝでは気Թ 39ˆ
ӽえ，日本؍測地点 19 ケॴで最高気Թを更新してい
る。
図─ 5は日߱ਫ量が 400 NNをえるӍの߱った
回数の変化で毎年着実に回数が増えている。2014 年
都の山では，݄間Ӎ量のژ 2�5 ഒにもなる
300 NN以上のӍが 24 時間以内で߱るہ地的な߽Ӎ
でՏが൙ཞし大ߑਫとなった。同年長࡚ޒݝౡྻౡ

では 1時間 110 NNという 50 年に一度の大Ӎが߱り
土砂災害を引きىこしている。また，広ౡݝ安ࠤ地۠
では 1時間 87 NNのӍが߱り続け 144 ケॴで土砂่
れをىこし，74 ໊がくなる大災害となった。
ήリラ߽Ӎやཽרの多発，෩発生の位置変化と෩
力のڧさ，そして，本年 8݄には関౦地۠のւ؛でシュ
モクザメが大量確ೝされ༡ӭې止になった。これらは
全て地ٿԹஆ化の影響とࢥわれる。

2．各国の温室効果ガス削減への取組

（1）各国の温室効果ガスの発生量
全世界のԹࣨ効Ռガスの排出量は経ࡁ発లと人ޱ増
加にい年々増え続けている。1750 年～ 1970 年まで
の 220 年のྦྷੵ排出量と 1970 年～ 2010 年まで 40 年
間のྦྷੵ排出量は同量だと言われている。ଈち，୯७
計算すると 1970 年～ 2010 年の 40 年間は過ڈの 220
年間に比べてԹࣨ効Ռガスの排出量が年ฏ均 5ɽ5 ഒ
増えている。
図─ 6は 2012 年世界の CO2 の૯排出量である。૯
排出量は 326 ԯトン。中国とアメリカのೋ大国が全
体の 43ˋをめている。排出量トップの中国は 2000
年から 2012 年の 12 年間で 33�5 ԯトンから 82�5 ԯト
ンへと 2�46 ഒに大幅に増加している。第 2位のアメ
リカは 57 ԯトンから 50�7 ԯトンと 12ˋ削減してい
る。その中で，զが国の排出量は 3�7ˋで 5位であり，
人ޱ一人当たりでは米国・ロシア・ؖ国に次いで 4位

ਤᴷ �　���� ຊͷਅՆ༧
ग़యʣڥ��লɾؾிʮຊࠃʹ͓͚Δީؾมಈ༧ͷෆ࣮֬ੑΛྀߟ

ͨ݁͠Ռʹ͍ͭͯʯશࠃٿԹஆԽ׆ࢭಈਪਐηϯλʔΣϒα
ΠτʢIUUQ���XXX�KDDDB�PSH�ʣΑΓ

ਤᴷ �　ຊͷେӍʢ߱ਫྔ ��� NNҎ্ʣؒ؍ଌճ
ग़యʣؾ��ிʮީؾมಈࢹϨϙʔτ ����ʯશࠃٿԹஆԽ׆ࢭಈਪ

ਐηϯλʔΣϒαΠτʢIUUQ���XXX�KDDDB�PSH�ʣΑΓ
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となっている。2000 年から 2012 年の変化では，原子
力発電がఀ止し 90ˋをՐ力に頼っているにも関わ
らず，12�7 ԯトンから 12�9 ԯトンとඍ増にཹまって
いる。これは，ژ都ٞ定ॻを൷।しຽ一体となって
取り組んだ省Τネ・新Τネ・ΤネルΪー転換等の成Ռ
だと考えられる。
ICCP5 次では，h CO2 のྦྷੵ排出量と気Թの上ঢは
比例しているʱと報ࠂされている。そして，今後全く
対ࡦがされない場合，CO2 ೱ度は現在の 430 QQN か
ら 2100 年には 750 QQN ～ 1300 QQN に増加すると༧
され，2100 年にԙける世界気Թが，産業革໋以前
のਫ準と比べて 3�7 ～ 4�8ˆ上ঢするとされている。
現在，このԹ度上ঢをえ，世界のリスクを最低限に
える為のڐ容されるԹ度上ঢは 2ˆとされ，目標と
されている。
2100 年気Թ上ঢを 2ˆにえるための CO2 のೱ度

450 QQN：ྦྷੵ排出量は 2 ஹ 9000 ԯトンと算出され
ている。2011 年までに人類が排出した CO2 のྦྷ計排
出量は 1ஹ 8900 ԯトン，差引き，今後ڐ容される排
出量は 1 ஹ 100 ԯトンである。図─ 6で分る様に，
2013 年の全世界の CO2 排出量は 326 ԯトン。୯७計
算すると今後 30 年でڐ容される排出量 1ஹ 100 ԯ
トンのをえてしまう事になる。
今後Թஆ化は避けられないが，リスクを最低限にす
る為には，世界全体で出来るだけૣく CO2 削減対ࡦ
を実施し，2050 年には 2010 年比 40 ～ 70ˋ削減する

とڞに 2100 年にはゼロまたはマイナスにし，気Թの
上ঢを 2ˆ未ຬにえる必要がある。

（2）全世界での温室効果ガス削減の歴史
くはݹ 1827 年フーリΤ（フランスの数ֶ者）が初
めてԹࣨ効Ռガス効Ռを指ఠ，その後，ೋࢎ化ૉの
外線์ࣹのٵऩ効Ռ，ೋࢎ化ૉと気Թ上ঢの関
等多くのֶ者がڀݚしてきた。
近年になりԹஆ化のڀݚは全世界的・組৫的な動き
に変わってきている。1988 年 8 ݄，世界気機関
（8MO）と国連ڥ計画（UNEP）のڞ同で気ީ変動
に関する間パネルIPCC（IntergovernNental
PanelonCliNateCIange）が設立された。1990 年 8
݄，IPCC は第 1次評価報ࠂॻにて，21 世لまでに
地ٿのฏ均気Թが 3ˆ，ւ面が 65DN上ঢすると
の۩体的༧測を発表した。1995 年気ީ変動組
国ձٞ（COP1）がドイツのベルリンで開࠵され地ٿ
Թஆ化に対する全世界レベルでの国ࡍձٞがスタート
した。1997 年ژ都で開࠵された COP3 ではژ都ٞ定
ॻが採択された。ژ都ٞ定ॻのポイントは以下の通り。
①先進国のԹࣨ効Ռガス排出量の削減目標値設定
②国ڠࡍ調による目標ୡ成の為の仕組みの（排出量取
引等）導入
③途上国に対しては，数値目標のٛなし
1990 年を基準年として，2008 年～ 2012 年先進国全
体で 5ˋの削減（日本は 6ˋ削減）を目指したもので
あった。しかし，発ల途上国（中国等）の自主ࢀ加が
見ૹられ，米国・ロシア連も受け入れを見ૹった。
55 ケ国以上の国々がక݁したが，Թࣨ効Ռガス排出
大国（中国・米国）が抜けた為，効Ռはそれなりにあっ
たものの限定的とみられている。その後 COP17 にお
いて，ポストژ都ٞ定ॻ（2012 年以߱）の合ҙがさ
れたが，途上国の不ࢀ加等ެฏ性の面から日本，ロシ
ア，カナダはࢀ加していない。そして，2015 年 12 ݄
にフランスのパリ開࠵༧定の COP21 にԙいて 2020
年以߱の新しいԹஆ化対ࡦの新しい組みに全世界が
合ҙしようとしている。

（3）COP21に向けての各国の状況
COP21 は全世界の 200 ケ国がࢀ加し，本年フラ
ンスのパリで開࠵される。COP21 に向け，ࢀ加各国
は国連気ީ変動組事ہに 2025 年または 2030
年時点での新たなԹஆ化対ࡦ目標案をఏ出しつつあ
る。表─ 1は各国のఏ出ঢ়況の一部をまとめたもの
である。特චされるのは，ژ都ٞ定ॻでは目標値を持っ
ていなかった中国，ࢀ加を見ૹった米国が目標値を

ਤᴷ �　ੈքͷೋࢎԽૉഉग़ྔ
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ૣ々と表໌したことである。
日本は本年 7݄ 17 日ʰ2030 年度のԹࣨ効Ռガ
ス削減目標を 2013 年度比 26ˋ減ʱを決定し，国連気
ީ変動組事ہにఏ出した。ୠし，電源構成（ベ
ストミックス）が༧定通りୡ成された場合である。そ
して，本年 7݄，米国オバマ大౷ྖがՐ力発電ॴから
の CO2 排出ガス削減を 2030 年までに 32ˋ（従来
30ˋ）に拡大するࢫの発表を行った。今年度に開࠵
される COP21 は 2100 年までの方向性が決まる重要
なձٞとなる。

（4）主要国の削減対策
2013 年度，全世界の CO2 排出量にめる日本のׂ
合は 3�7ˋ。米国と中国は合わせて 43ˋをえる CO2
排出大国である。日本が排出量を 0ˋにしてもԹஆ化
に༩える影響は小さい。しかしながら，日本は世界 3
位の経ࡁ大国でありCO2削減技術に優れている。米国・
中国と比べると小さいが，日本国内において CO2 削
減する事はもとより，発ల途上国への技術支援等，ੋ
ඇとも取り組まなければならない課題である。図─ 7

は世界の CO2 排出見通しである。世界の CO2 排出量

දᴷ �　$01�� ඪࡦͷԹஆԽରࠃ֤͚ͨʹ

各国
2012 年度排出
量シェアーˋ

都ٞ定ॻژ COP21 に向けた各国の目標値
基準 削減率ˋ 基準年 目標年 削減率

中国 27�8

1990年を基準とし
2008年～2012 年
先進国全体で 5ˋ
以上の削減を目指
す

目標値無 2005 年 2030 年

2005 年度比で GDP あたりの CO2 排出量
を 60 ～ 65ˋ削減する
一次ΤネルΪー消費にめるඇ化ੴ燃料の
ׂ合を 20ˋに増やす
2005 年度比ྛストック容量を 45 ԯ
N3 増加させる

米国 15�8 ൷।せず 2005 年 2025 年 26 ～ 28ˋ削減，50 年 80ˋ削減
インド 6 目標値無 未ఏ出
ロシア 5�4 0 1990 年 2030 年 20 ～ 25ˋ削減
日本 3�7 6 2013 年 2030 年 26ˋ削減
ドイツ 2�2 21 1990 年 2030 年 EU全体：40ˋ削減，50 年 80 ～ 95ˋ削減
ؖ国 1�8 目標値無 #"U比 2030 年 37ˋ削減
カナダ 1�4 6 2005 年 2030 年 30ˋ削減
イΪリス 1�4 12�5 1990 年 2030 年 未確ೝ
メキシコ 1�4 8 #"U比 2030 年 25ˋ削減，ୠし支援等により 40ˋ削減

ਤᴷ �　ੈքͷ$0� ഉग़ྔͷݟ௨͠
ग़యʣ*&"　8&0����
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は，2030 年に 1�2 ഒに増加，ඇ OECD 国の排出量
が増加し全世界の 70ˋとなる見込みである。ඇ
OECDの排出量の削減は今後の大きな課題である。
ここで，主要国の CO2 削減に向けたΤネルΪー
。を見てみると以下となるࡦ
①中国（2012 年度 CO2 排出量　90�7 ԯトン　27�8ˋ）
・ΤネルΪー効率の向上
・原子力の推進
・ੴՐ力のґ存低減等ΤネルΪー構成の最適化
②米国（2012 年度 CO2 排出量　51�4 ԯトン　15�8ˋ）
・天વガスや࠶生可能ΤネルΪーの利用拡大
・原子力の利用拡大
・ΤネルΪー効率向上
・ੴՐ力の規制ڧ化
④インド（2012 年度 CO2 排出量　19�6 ԯトン　6ˋ）
・ΤネルΪー効率向上　
・原子力の利用拡大と電力څڙ確保
生可能ΤネルΪー利用拡大࠶・
③EU
生Τネ・省Τネの推進࠶・
・原子力は各国で選択断
　（EU 全体としてバランスの取れたΤネルΪー・
電源構成）

3．日本の取組

（1）日本の 26％削減設定
日本は，2008 年～ 2012 年ژ都ٞ定ॻで൷।した 6ˋ
の削減をୡ成する為に，ຽ一体となり各種対ࡦを進
めてきた。5ケ年ฏ均の૯排出量は 12 ԯ 7800 ສトン
で，基準年度比 1�4ˋの増加となった。しかし，ྛ
等ٵऩ源及びژ都メカニズムクレジットを加味し，
8�4ˋ減となり，国ެࡍであるژ都ٞ定ॻの目標（基
準年比 6ˋ減）をୡ成した。そして，本年 7݄ 17 日
COP21 に向け各国の目標値にଝ৭ないҙཉ的な数値
目標ʰ2030 年度のԹࣨ効Ռガス削減目標を 2013 年度
比 26ˋ減ʱを決定し，国連気ީ変動組事ہ
にఏ出した。26ˋ削減のカΪとなるのは，発電での
CO2 削減である。CO2 の発生のຆど無い原子力発電・
生可能ΤネルΪーのׂ合をԿにした電源構成にす࠶
るかであり，今回の表໌に合わせて電源構成（ベスト
ミックス）が決定された。
日本がఏ出したଋ案の֓要は以下の通り。
①国内の排出削減・ٵऩ量の確保により，2030 年度
に 2013 年度比 26ˋ減（2005 年度比 25�4ˋ減）のਫ
準（ 10 ԯ 4200 ສトン）以下にする

②本ଋ案は，ΤネルΪーミックスと整合的なもの
となるように，技術的制，コスト面の課題などを
े分に考ྀしたཪ付けのある対ࡦ・施ࡦや技術のੵ
み上げによる実現可能な削減目標である

（2）各業界の温室効果ガス（CO2）発生量
図─ 8，9は日本の部別CO2 の排出量を直接排出

量，間接排出量から見たものである。
直接排出量は各部が生産ଆから見たもので，間接
排出量は用者から見たものである。直接排出量で見
ると排出量のトップはΤネルΪー転換部，ଈち，発
電ॴ等が 41ˋで最も大きなΤイトをめる。CO2
削減対ࡦの重点が発電部にある事が分かる。これを
間接排出量で見ると図─ 9となる。間接排出量のCO2

ਤᴷ �　ຊͷ෦ผೋࢎԽૉഉग़ྔͷׂ߹ʢഉग़ྔʣ
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削減対ࡦは省電力対ࡦが主体になり，目標は 17ˋで
ある。部別では，業そのଞ部・Ոఉ部のCO2
排出量が年々増える向にある。用ΤネルΪーは電
力，ੴ油，ガス，ੴ等が有るが電力のΤイトが高
い。その電力の消費を減らせれば直接排出量で最大の
ΤネルΪー転換部（発電ॴ等）の CO2 削減に貢献
する事になる。

（3）電源構成（ベストミックス）の設定
日本の 2030 年 26ˋの CO2 削減目標は，図─ 10に
示すように，2030 年までの年間成長率を 1�7ˋ／年に
定し，電力構成については，安全性，安定څڙ，経
目標を同時にୡ成ࡦ適合に関するڥ効率性及びࡁ
する中で，①పఈした省電力（17ˋ）を推進する　②
生Τネの最大限の導入　③Ր力発電の効率化等を進࠶
めつつ　④原子力発電ґ存度を可能な限り低減するこ
とを基本方として決定されている。
電源構成としては原子力 20 ～ 生Τネ࠶，ˋ22 22
～ 24ˋ，-NG27ˋ，ੴは 26ˋ，ੴ油 3ˋを定し
た削減目標である。ঘ，࠶生Τネの内༁はଠཅޫ7ˋ，
෩力 1�7ˋ，バイオマス 3�7 ～ 4�6ˋ，地 1�0 ～ 1�1ˋ，
ਫ力 8�8 ～ 9�2ˋである。しかしながら，զが国のベー
スロード電源と位置付けられている原子力発電は，8
݄ 11 日࠶Քಇを開始した州電力の内原子力発電
をআきՔಇఀ止中である。
今後，ਃ中である原子力発電の࠶Քಇの進ঢ়
況，省ΤネルΪー進ల۩合，࠶生可能ΤネルΪー導入
ঢ়況，新ΤネルΪーの開発ঢ়況等により電源構成も変

わってくると考えられる。
では今後 3年毎のΤネルΪー基本計画の検౼に
合わせて，必要に応じて電源構成を見直すとしている。

4．CO2削減対策の現状と課題

（1）部門別排出量削減対策と 26％削減目標
新たに CO226ˋ削減，省電力 17ˋ，電源構成（ベ
ストミックス）が決まり，ژ都ٞ定ॻ൷।以来各部
が従来から進めている削減対ࡦに，ΤネルΪー変換部
の対ࡦが໌確になった。これにより各部ڞ通対ࡦ
として省電力 17ˋも新たな目標となった。従来の削
減対ࡦを見直し，あらたな取り組みが始まると考えら
れる。

（2）部門別削減対策の概要
各部の主要な CO2 排出削減対ࡦとして取り組ん

でいる事項に，今回CO226ˋ削減目標で新たな削減対
の内容をりやすくするࡦも加えてまとめた。対ࡦ
為，直接対ࡦと間接対ࡦに分類した。
（a）ΤネルΪー転換部主要対ࡦ　（CO2 排出量の

ׂ合 41ˋ）
ʪ間接削減対ࡦʫ
省電力　-ED化，高効率設උ機器の適用
等
ʪ直接削減対ࡦʫ
電力業界は 2030 年までに 35ˋ削減目標を表໌，関
連ا業 35 ࣾがࢀ加

ਤᴷ ��　���� ͷిྗͷधߏڅͱిߏݯʢϕετϛοΫεʣ
ग़యʣۀ࢈ࡁܦল　ظΤωϧΪʔधݟڅ௨͠
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ˎ CO2 を出さない原発࠶Քಇ，ՔಇԆ長等で
 20 ～ 22ˋを確保
生可能ΤネルΪーの拡大࠶ˎ 22 ～ 24ˋに拡大
存Ր力の効率アップ　-NGطˎ Ր力の効率アッ
プ，ੴՐ力効率を -NGガス発電並に効率アッ
プで化ੴ燃料削減でCO2 削減

　ʨUSC（ੴՐ力高効率ඍคՐ力発電技術），"ʵ
USC（700ˆڃ先進々ྟ界圧発電，IGCC（ੴ
Ր力ෳ合発電）等で効率アップʩ

　効率アップ技術開発に国からの補助制度の制定
ˎは建設計画が進んでいるੴՐ力の CO2 排
出量を規制する方向に進んでいる

ˎ CO2 回ऩ，ஷཹ方式（CCS）の適用による CO2
ガスのॲ理の実用化

（C）産業部の主要対ࡦ　（CO2 排出量のׂ合　
27ˋ）

ʪ間接削減対ࡦʫ
ˎ省電力　-ED化，高効率設උ機器の適用，コゼ
ネレーションシステムの導入

　等　省電力 17ˋ削減の一ཌྷを担う　
ʪ直接削減対ࡦʫ
ˎ化ੴ燃料用削減，ΤネルΪー転換
の効率的実施によるࡦ省「先進対ڥˎ CO2 排出
量大幅削減事業」（"SSET事業）で削減ଅ進

ˎ CO2 回ऩ，ஷཹ方式（CCS）の適用による CO2
ガスのॲ理の実用化

　等　省電力で発電ॴの૯発電量削減で CO2 削減
が大きなΤイトをめる

（D）運༌部の主要対ࡦ（CO2 排出量のׂ合　
16ˋ）

ʪ間接削減対ࡦʫ
ˎ省電力　-ED化のଅ進，高効率設උ機器の適用
　等　省電力 17ˋ削減の一ཌྷを担う　
ʪ直接削減対ࡦʫ
ˎΤンジンの燃費アップ
ˎ次世代自動車の普及ଅ進
　バイオ燃料車，天વガス車，クリーンディーゼル
車，ϋイブリッド車，プラグインϋイブリッド車，
電気自動車，燃料電車，ਫૉ自動車等の普及拡
大

ˎ ITS（高度ಓ路交通システム）普及で事ނ，ौ
を減らし効率的な走行でCO2 削減

ˎ低ૉインフラロードマップ（信߸制御，ޫビー
Τン，自動運転）

　等　次世代自動車の普及という大きな手段を持つ

（d）業そのଞ部　（CO2 排出量のׂ合　5ˋ）
ʪ間接削減対ࡦʫ
ˎ省電力　-ED化のଅ進，高効率設උ機器の導入，
コジェネレーション適用の拡大
ˎ૯省主導の「地域ΤネルΪーシステム」や「分
型ΤネルΪーインフラプロジェクト」等で効率ࢄ
アップのΤネルΪーڅڙシステム　
　等　省電力 17ˋ削減の一ཌྷを担う
ʪ直接削減対ࡦʫ
の効率的実施によるࡦ省「先進対ڥˎ CO2 排出
量大幅削減事業」（"SSET事業）で削減ଅ進
　等　૯省主導のシステム開発や，プロジェクト
で間接削減が主体となる

（e）Ոఉ部　（CO2 排出量のׂ合　4ˋ）
ʪ間接削減対ࡦʫ
ˎ省電力　ϗームΤネルΪー理システム（HEMS）
適用による効率的な電力用，ΤネフΝーム採用
拡大，-ED化のଅ進，高効率Ո電品普及ଅ進
　等　省電力 17ˋ削減の一ཌྷを担う
ˎ౦ژ都の「スマートΤネルΪー都市」の実現
ˎଠཅޫ発電適用で電力の自څ，電気自動車へڅ電
ˎ低ૉロードマップ（省Τネ基準適合ٛ化，ଅ
進とする ;E#／ ;EH）
・;E#：ゼロΤネルΪービル
・;EH：ゼロΤネルΪーॅ
ˎ新ஙॅにおける省Τネ基準適合のଅ進
等
そのଞ工業プロセス部は 4ˋあるが，産業部や
業部とڞ通するとこΖが多いと考えられる。
廃غ部 2ˋはモーダルシフト（ધഫやమಓを活
用），ϋイブリッド化，省Τネ設උ導入等があげられる。
部ԣ断的施ࡦとして，+ᴷクレジット制度（Թࣨ
効Ռガスの排出減量，ٵऩ量をೝূする制度でクレ
ジットは৭々な活動に利用できる）のଅ進，先的
。業支援事業等があるا技術を有する地域ڥ
間接として各部の省電力は電力用量 17ˋ削減
目標に向けてల開される事なり，ڞ通的に取り組む中
心的な課題となる。

（3）CO2削減の展望
大手電力 10 ࣾ，電源開発，日本原子力発電及び特
定規電気事業者（新電力）23ࣾは 2015年 7݄ 17日，
2030 年度のൢച電力量 1 L8当りの CO2 排出量（排
出数）を，2013 年度比で 35ˋ削減となる自主目
標を発表した。ࢀ加事業者は 35 ࣾで「電気事業にお
けるૉࣾձ実行計画」をࡦ定した。
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2013 年比 35ˋは全体では 10ˋ程度の貢献となると
言われている。各部ともに目標を໌確にして۩体的
にల開されることが期待される。
「省電力 17ˋ」，「;E# ／ ;EHの適用拡大」，「発電
部の 35ˋ CO2 削減」，「次世代自動車普及拡大」な
どが確実に実施されればCO226ˋ削減も見えてくるの
ではないか。

（4）エネルギー転換部門の現状と課題
（a）原子力発電࠶Քಇ，ՔಇԆ長ਃঢ়況
ʪ保有原発の発電能力ʫ
廃ط決定のౡ第一発電はআき，27 年 2 ݄に 5
基の廃が決定し，保有૯基数は工事中の新設 3基を
含め 46 基となる。
廃前の૯基数 48 基　4426�4 ສ L8
廃決定 5 基　221�6 ສ L8
廃炉後現在の基数 43基　4204.8万 kW

新設工事中 3 基　414�3 ສ L8
新設込૯発電基数 46 基　4619�1 ສ L8
（C）40 年ण໋を基本とした 2030 年Քಇ推定
Քಇ，ՔಇԆ長ਃঢ়況࠶①
現時点で࠶Քಇਃࡁみ基が全て৹ࠪに合֨し࠶Ք
ಇが実現（ՔಇԆ長は含まず），40 年ण໋を前ఏに
2020，2030，2040 年にՔಇ容量がどの様になるか，
また発電量比率がどの様になるか検౼した。
Քಇਃ　15࠶ 発電ॴ　25 基
৹ࠪ合֨　5基，　৹ࠪऴྃ　4基，৹ࠪ中　8基，
৹ࠪং൫ຢは中止そのଞ　8基（2015 年 7 ݄現在）

電内発電ॴは 8݄に࠶Քಇ 1߸となった。৹ࠪ合֨
に発電ॴ࠶Քಇにみが付くとの期待もあるが，難題
が多く難しい面もある。
②Քಇ推定
表─ 2は 40 年ण໋を基本とした 2030 年の原発発

電量比率と発電設උ容量の推定を示す。

（5）原発 22％確保する上での課題   

表─ 2から໌する事は，2030 年 22ˋを確保する
為には，୯७化するため 1 基 100 ສ L8とすると，
合計で 40 基のՔಇが必要である。40 年ण໋を基準
にすると࠶Քಇܧ続基は 18 基となるので 22 基の࠶Ք
ಇ追加ਃ及びՔಇԆ長ਃが必要となる。新設中の
大間原発を入れ保有 44 基がすべてՔಇした場合の比
率は 24�06ˋでこれが最大と考えられる。22ˋを確
保するには 44 基中 40 基（ 91ˋ）のՔಇが必要で
あり，ण໋基準 40 年をݫ密に適用するとՔಇには次
のような大きな課題がある。
の実施ࡦՔಇ৹ࠪの為の安全৹ࠪ，安全対࠶①
② 40 年ण໋にୡした原発のՔಇԆ長ਃ，検ࠪ，改，
補म等
③地域ॅຽの同ҙ
④増え続ける用ࡁみ֩燃料のॲ分方๏
等　
最近では新たな活断のٙいの出た発電ॴ，また地
域ॅຽが࠶Քಇ差し止めԾॲ分をਃし立て，Ҫ地ࡋ
が運転をೝめない決定をした等の問題が出ている。
これ等の課題をクリアーして࠶Քಇ，ՔಇԆ長して

දᴷ �　���� ͷྔిൃൃݪൺͱൃి設උ༰ྔ
���� ిۀࣄؾ࿈߹ձࢿྉɼຊڠۀ࢈ྗࢠݪձࢿྉࢀর

2015 年 2020 年 2030年 2040 年
設定のベストミックス
原発発電量比率

20～ 22％

25 基࠶Քಇਃ
（40 年ण໋適用）
（新設大間原発含む）

25 基Քಇ
2505�8

（ਃ基全Քಇの場合）

24 基Քಇ
2395�6

（40 年ण໋クリアー基）

18基稼働
1851.8

（40年寿命クリアー基）

5 基Քಇ
542�4

（40 年ण໋クリアー基）
発電量比率 13�7ˋ 13ˋ 10.86％ 3�2ˋ
省電力 17ˋ見込後の
原発発電量比率

20～ 22％

発電量比率 22ˋ時の
原発発電容量

3971.2

約 40基に相当
保有原発全Քಇ時の
発電容量
（新設大間原発含む）

4343.3

44基

発電量比率 24.06％
 1）2030，2040 年は 17ˋ省Τネ後で算定。2015，2020 年は現ঢ়発電量とした。
 2）建設中であるが安全৹ࠪਃࡁみの大間原発 1基は含めた。
 3）原発Քಇ比率は最大値の 22ˋとした。
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も，最大 20 年Ԇ長となるので，費用対効Ռ，ध要Ո
への安定څڙなど৻重に検౼され，Քಇの定を
してΏく事になるだΖう。

（6）課題解決の想定される方向性
発電部では原子力発電Քಇの可൱が削減対ࡦの大
きなΤイトをめている。前述の࠶Քಇ，ՔಇԆ長
のࠔ難さを踏まえ並行して৭々な対ࡦが進んでいる。
建設機械施工のࡢ年 10 ݄߸，今年 2݄߸報จでも
述べたが，զが国のΤネルΪーࡦ上の問題は大きく
次のような点がある。
ˎΤネルΪーの自څ率が 6ˋとۃに低く（OECD
加ໍ国 34 カ国中 33 位），ΤネルΪー安全保ো上
に大きな問題を有する。特に経ࡁ面では大きなリ
スクを抱えている。

ˎ一次ΤネルΪーのなかで化ੴ燃料ґ存率は原発ఀ
止で 93�1ˋと高く調ୡ先が情不安定等のリスク
があり，ΤネルΪー安全保ো上の問題がある。

ˎ地ٿԹஆ化ガス CO2 排出の削減が出来ず，増え
る向にある。

　これ等を解消する対ࡦとして，これから༧され
る対ࡦも含め期待がかかるのは

　1つ目は省電力である。技術開発も進んでおり，
17ˋ削減目標に向け各部ڞ通で取組が加速する
と༧測出来，省電力˰省化ੴ燃料˰ CO2 削減と
つながる。

　世界的にも先行している日本の省Τネ，省電力技
術はこの目標設定で更に技術力を高め，日本はも
とよりւ外への貢献も期待出来る。

　2つ目として࠶生可能ΤネルΪー開発の拡大であ
る。特に世界第 3位のポテンシャルを持つ安定電
源である地発電開発のଅ進，そして๛かなྛ
資源を生かしたバイオマス発電があげられる。不
安定電源とされている෩力発電（上，大型༸上）
のଅ進や先行しているଠཅޫ発電を制する事な
く，電源としての༨電力は，ۃڀのクリーンΤ
ネルΪーとޫ٭をཋびているਫૉにৼり向
け，ਫૉでஷ蔵，自動車や大型発電に活用する。

　今のとこΖバッテリーでは大容量，長期ஷ蔵がࠔ
難であるが，ਫૉは長期に大量のஷ蔵が可能であ
る。

　この特৭を生かし不安定な電力をうまく活用する
事がまれる。しかし日র率に左右されるଠཅޫ
発電は設උ利用率 12ˋ，෩速に左右される෩力
発電は上 20ˋ，༸上 30ˋと利用率が低いので
原子力発電 1基分のਫૉをするには大な設

උを要する。
　従って過度な期待は出来ないが，電源構成（ベス
トミックス）の࠶生可能ΤネルΪー 22ˋ～ 24ˋ
分をえて開発出来た電力はਫૉに変換，活用
で，CO2 削減や自څ率向上に貢献できると考えら
れる。
　ଠཅޫ発電建設費もかなりの速度で低下してお
り，ւ外勢の日本市場進出もあって，ڝ૪が激化
しており，価֨低下は一加速するものと༧で
きる。
　来年は電力自༝化が実施されるが，ങい取り価֨
制度も段֊的に価֨低下し，最ऴ的には自༝ڝ૪
で取引がされ，新電力からは，自༝化した࠶生可
能電力をങいूめ，ਫૉメーカーと連ܞして
。力なਫૉ生産体制が生まれる事が期待出来るڧ
　3つ目は当面は化ੴ燃料ґ存度が高いので，ੴ
Ր力の効率を -NGՐ力並に効率アップ，-NGՐ
力は更に効率をアップし，燃料費の削減，Τネル
Ϊー転換，引いてはCO2 削減。
　ʨUSC（ੴՐ力高効率ඍคՐ力発電技術），"ʵ
USC（700ˆڃ先進々ྟ界圧発電，IGCC（ੴ
Ր力ෳ合発電）等で効率アップʩ等で効率アップ。
　国は電力ձࣾや関連メーカーの高効率のՐ力発電
技術開発へ支援する。補助ۚなどを設け，25 年
に今の一般的なੴՐ力よりࠒ 4ׂほど高い設උ
の実用化にめどを付ける計画も進んでいる。
　また削減し切れない CO2 は CCS（CO2 回ऩ，ஷ
ཹ方式）の実用化，適用。
　ΤネルΪー転換（燃料転換）では，安価なシェー
ルガスがੴやੴ油になり変ってՐ力発電を担う
ようになれば，経ࡁ面はもとより CO2 削減に大
きな力になる。
　4つ目は大量のਫૉ，調ୡ体制の確立があ
る。ਫૉの調ୡには 3段֊有ると言われている。
ˎ第一ステップは国内調ୡ
　మ߯，化ֶ工場等で෭産として発生するਫૉを
活用，加えてط存設උの༨活用ɽ2030 年
近くまでは，ΤネフΝームや燃料電車等ヘのڙ
。量は確保できるといわれているڅ
ˎ第ೋステップはւ外調ୡ
　燃料電車（FC7）の普及拡大，大型ਫૉՐ力
発電が始まりਫૉの用量が増大すると第一ス
テップの国内産ではڅڙし切れなくなり༌入が始
まる，2030 年ࠒからと言われている。等現
在不用の低レベル化ੴ燃料を変質してਫૉを
し༌入，変質時に CO2 が発生するが༌出ଆで
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回ऩॲ分すれば，日本はਫૉ༌入でクリーンなΤ
ネルΪー確保となる。生産国の CO2 回ऩ・ஷཹ
には CCS の適用などਫૉの価֨にөされる可
能性はある。

　アメリカやオーストラリアは多くの不用の低レ
ベルの化ੴ燃料ຒ蔵を持つ。これを利用したਫૉ
のӷ化プラントやஷ蔵設උ，༌ૹ体制，受け入れ
ஷ蔵体制，保設උなどサプライチェーンの整උ
が整いつつある。技術面でࠔ難だったӷ化ਫૉの
ガス技術が開発され，ਫૉを燃料とした大型 9ສ
L8発電ॴの実ূプラントが 2017 年中にՔಇ開
始する計画で進んでいる。

　またਫૉ，-NG ࠞ合燃料のタービンの開発，ਫ
ૉ୯ಠ燃料としたタービンの開発等ਫૉࣾձへの
インフラ整උが着々と進んでいる。

　普及面では౦ژ都が౦ྠޒژ・パラリンピックで
「選手ଜをਫૉタン」をࢤ向し，燃料電車の
普及ଅ進や（FC7を都内でߪ入に 1  101 ສԁ
補助），インフラ整උにも補助を付けている。

　7 ݄には燃料電ૹܴバスの運行テストも始まっ
た。

　この実現は国内外のモデルとなり，大きなએ効
Ռをもたらし，国内外のਫૉࣾձଅ進に一役ങう
事となると༧される。

　国も FC7ߪ入に当って 1当たり 202 ສԁの補
助ۚを付け一般車並の価֨レベルにして普及ଅ進
を支援している。都内でߪ入する場合は 303 ສԁ
の補助を受けられる事になる。

　燃料電車 3 ࣾ，ਫૉガスձࣾがڞ同
で，ਫૉステーション建設への支援，ステーショ
ン理運Ӧ費の補助などを実施して燃料電車の
普及拡大に力を入れている。

　オーストラリアには日本の消費量で 250 年相当の
ຒ蔵量が有り，これをਫૉに用できてない
変換して༌入。

　もう一つのڅڙ源と期待出来るのは，電力に༨
を持つロシアや，これから日র率の高い国でのଠ
ཅޫ発電や，安定෩力を得やすい国での෩力発電
を大規開発し༨電力を利用してされたਫ
ૉを日本に༌入などが考えられる。ϗルムズւڦ
を経༝しないΤネルΪー調ୡで情安定国からの
調ୡ体制が整えば，ΤネルΪー安全保ো上も有利
になる。

ˎ第ࡾステップ
　制する事なく開発をଅ進し目標の 24ˋを過
させた「༨࠶生可能ΤネルΪーでਫૉの」，

日本近ւに多くຒ蔵量されていると言われている
（日本の消費量の 100 年分のຒ蔵量）「メタンϋイ
ドレートの商業化を実現し，ਫૉへの変換」，「不
足分を情安定国からのւ外調ୡ」で，ਫૉࣾձ
の実現に大きなステップとなる。
　1 つ目～ 4つ目の対ࡦが進み「ਫૉࣾձ実現」へ
と進లすると「自څ率も 23ˋ以上に向上」，「化
ੴ燃料用量も大幅低減」，「CO2 削減も 26ˋを
上回り」，「日本のΤルΪー安全保ো」などが解決
され，զが国のΤネルΪーࡦ上の問題点は解決
されてΏく事が期待される。
当面は化ੴ燃料ґ存度が高く，従来からの৭々なリ
スクを抱え͟るを得ないと考える。原子力発電ఀ止
で，代替えとして燃料費の安いੴՐ力の建設計画が
進んでいる。ੴՐ力は -NGՐ力の 2ഒの CO2 ガ
スを排出すると言われている。世界的にはアメリカ，
中国をච಄にੴՐ力を制する方向に動いていてい
る。日本は原子力発電ॴఀ止以߱，ੴՐ力建設計画
がんになっている。
ઍ༿，Ѫの，ޱ省は山ڥ で新建設にҟٞをݝ3
表໌している。またڥアセスメント๏の適用範囲を
下げ現在適用外の小型機（11 ສ L8以下）にも適用
する方向となった。
アメリカでは 1963 年大気ড়化๏改正๏（通শマス
キー๏）が制定され一ࢎ化ૉ（CO）化ਫૉ（HC）
排出量を 1/10 にした。1976 年には自動車の排気ガス
中のૉࢎ化（NOX）を 1970 年～ 1971 年型車の
1/10 として排ガスを規制した。これにԊって日本の
自動車メーカーは技術開発で 1978 年全ୡ成しアメ
リカへの༌出を有利に導いた。
日本の発電部でもՐ力発電で -NG，特にੴ油，
ੴՐ力の新設，ط設を含めԿらかの形で CO2 排出
規制๏が制定される事も必要ではないかと考えられ
る。
ˎそのଞ
ଠཅޫ発電は開発制に向っているが，開発ଅ進の
1つのアイデアとして，全国に張り८らされた高速
ಓ路の防Իนや，日র率の高い大なۭ間を持つಓ
路上に，ଆ面からࠜを張り出し，これ等にଠཅޫ
パネルを設置，得られた電力はਫૉに変換し，サー
ビスΤリア毎にਫૉステーションをඋ，FC7へ
する。ਫૉ燃料でΤネフΝーム等小型発電機をڅڙ
設置で，高速ಓ路電力の自څ自足，またਫૉを燃
料とする電源車が開発されれば，災害時ಓ路ネッ
トを生かした，ਫૉの融通，電力のڅڙなどが考え
られる。建設では施工上の問題，建設コストの問題，



20 建設機械施工 Vol.67　No.10　October　2015

メンテナンスの問題等৭々な課題はあると考える
が，実現すれば「ਫૉࣾձ実現」の一を担い，多
くの利点が考えられる。
ଠཅޫパネルのॊೈ性やಁ໌性等の技術開発が進ん
でいる。࠶生可能ΤネルΪーからਫૉへの変換，ஷ
蔵技術開発も急速に進んでおり，実現への可能性は
めるのではないか。

5．おわりに

本報จではԹࣨ効Ռガスの影響力の大きい CO2 を
中心に地ٿԹஆ化防止対ࡦと電源構成（ベストミック
ス）について述べてきた。Թࣨ効Ռガスの削減は全世
界レベルで取り組まなければならない最重要課題であ
る。経ࡁ発లと人ޱ増加でCO2の自વ増がある中で，
全世界で CO2 の排出量を削減していかなければなら
ない。
国は 2013 年ʰڥΤネルΪー技術革新計画ʱの基
本計画改గを発表した。内容としては 2050 年までに
Թࣨ効Ռガス排出量を 8ׂ削減する。そして，CO2 削
減の為の革新的技術の着実な開発と全世界への普及の
۩体化をਤるため，①短中期・中長期に開発を進める
べき革新的技術（37 技術）を特定，②技術開発を推
進するための施ࡦのڧ化，③革新的技術の国ࡍల開・
普及に必要な方ࡦについてまとめたもので，今後，革
新的な技術により世界の CO2 削減に貢献するという
ものである。
本年 8݄ 11 日州電力の内原子力発電ՔಇがՔ
ಇ開始し，8݄ 14 日からૹ電が開始された。これで，
国内でʰ原子力発電のՔಇゼロʱのঢ়ଶが無くなり，
ベースロード電源の一つとなる原子力発電のՔಇがス
タートした。今後，現在ٳ止中の原子力発電の࠶Քಇ
の検౼がをおびてくるだΖう。Թࣨ効Ռガス CO2
を発生させず，日本のΤネルΪー自څ率（6ˋ）を改
善し，発電コストが安い原子力発電の価値は高い。し
かし，2011 年 3 ݄ 11 日のౡ原子力発電ॴ事ނを目
の当たりにした日本国ຽとしては，࠶Քಇ৹ࠪの為の
安全৹ࠪ，安全対ࡦの実施，地域ॅຽの同ҙ，増え続
ける用ࡁみ֩燃料のॲ分方๏など今後解決すべき課
題も多い。国が前面に立ち一つ一つ丁ೡに解決してཉ
しい。
4ষで述べたが，原子力発電の࠶ՔಇはCO2 削減に
重要であるが，合わせて進めて行かなければならない
のは「࠶生可能ΤネルΪーの拡大」，「シェールガス༌
入，ΤネルΪー転換」，「ਫૉの活用拡大，調ୡ体制構

ங」，「メタϋイドレートの開発」，「ΤネルΪーに関す
る革新的技術開発」と「省Τネ」である。ほとんどは
国・地方自࣏体・ا業が一体となって取り組むべき課
題である。
զ々が主にݸ人レベルで CO2 削減に貢献できるの

はՈఉ部である。図─ 9で示すようにՈఉ部の
CO2の排出量は全体の15ˋをめ2ԯ 100ສトン。
1990 年から 2013 年で 53�2ˋ増加している。一世帯あ
たりにすると年間 5�37 トン排出している。র໌・電
気器۩ 36�2ˋ，自動車 23�7ˋ，ஆྫྷ 16�9ˋである。
省Τネ機器や省燃費自動車へのങい変えは省Τネ・省
電に効Ռがあるが，電気品の用時間短縮・ྫྷஆ
の設定Թ度の変更でかなりの排出量が減らせる。ま
た，ビデオ・テレビ等の待機電力を無くすだけで，Ո
ఉで用する電力の 7ˋが削減できる。国ຽ一人一人
が省Τネ・省電力に取り組み，地域での活動に広げて
いく地ಓな活動が必要である。また，国が進めるカー
ボンオフセットの取り組みを理解し，カーボンオフ
セット商品・サービスのߪ入（年լঢ়，৯品，ཱྀ行，
保ݥ等）も重要である。
NPO๏人新Τネڀݚձ౦日本では，CO2 を削減し

地ٿԹஆ化防止に貢献する為，今後もΤネルΪー全般
をڀݚするとともに，省Τネ（特に省電力）普及への
地ಓな活動を続けていきたい。
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油汚染土壌の新バイオパイル工法の開発
ちゅらパイル工法

門　倉　伸　行・佐々木　静　郎・久　保　　　幹

ԭೄݝには 37 施設の米܉基地があり，今後，これら米܉基地がฦؐされれば，基地内で用されてい
た燃料系油分（ジェット燃料，ガソリン，軽油）や機械油（५滑油系，重油）によるԚછ土がݦ在化さ
れることが考えられ，ฦؐされた土地においてԚછ土のড়化が必要であると考えられる。
そこで，ԭೄݝでは将来の基地移転にう土Ԛછড়化技術の開発をテーマにしたެื事業を開始した。

このようなԚછ土に対して，敷地内でバイオレメディΤーションによりড়化を行えば低コストによりড়
化が可能となる。本工๏開発はその一で実施した実ূ実験である。本報では，ԭೄݝ内の೪土質の現地
土を用い，ੴ油分解ە༩のオーグメンテーションとӫཆࡎのみをఴ加するスティミュレーションの両
者を行い，燃料系油や५滑油などのҟなる油種を用いて分解性能の比ֱを行った݁Ռやড়化土を用いた
২ҭ成実験݁Ռについて報ࠂする。
キーワード：土Ԛછ，油Ԛછ，バイオレメディΤーション，Ҩ子解ੳ，ੴ油分解ە，ԭೄ

1．実験方法

（1）バイオパイルによる油分浄化実験
本実験では，実Ԛછ土の入手ができなかったた
め，土に油をఴ加して作成したٖԚછ土形成
後，土を土（パイル）ঢ়にੵみ上げてバイオパイ
ルを作成してড়化を進めた（図─ 1）。バイオパイル
の設置ࣸਅを写真─ 1に示す。

実施した 4 つの実験件を表─ 1に示す。ٖԚ
છ土に用した土と油種は，STEP1 が現地の砂
土と"重油，STEP2 では米܉基地周辺の土と
してླྀٿੴփؠの෩化土である「ౡ৲マージ」を用
い，油は基地跡地で最も多く確ೝされているジェット
燃料を用いた。STEP3 では同様にౡ৲マージと生分
解性の低いと言われている५滑油の基油となる「ベー
スオイル」を用いた。STEP4 では，土中のC/N（

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工
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入する分解ەやӫཆࡎ，有機資材のૉ量（C）と
ૉ量（N）との比率）を調整して STEP3 と同様の
件で実施した。ԭೄݻ有の೪土質土である「ౡ৲マー
ジ」と種々のఴ加材とのࠞ練りを行うࡍには，そのま
までは適度なਫ分のために大մが発生してしまったた
め，それを解消するために「もみがら」をࠞ入するこ
とで解決することができた。また，ଯංなどの有機資
材のఴ加は，本工๏が୯なるԚછ土のড়化に止まら
ず，ড়化した土が২の生ҭなどにも適した良質の
土を作り出すことを目的とした。そこで，これらの
種々の資材をࠞ合したバイオパイルによるড়化手๏と
して，ԭೄのことばを用いて「ちΎらパイル」工๏と
໊付けた。
各 STEPとも，パイル"が比ֱのためのコントロー
ル，パイル #がӫཆԘと有機資材をఴ加するスティ
ミュレーション，パイル Cは油分解ەと有機資材を
入するオーグメンテーションである。ੴ油分解ە
は，立໋ؗ大ֶが保有する，直ঢ়化ਫૉや長

ঢ়アルカンを།一のૉ源として生ҭするੴ油分解ە
┖┬┳┨┳┧┳┧┧┹┷ⓤⓤ┷┴�ND,,6 。を用いたג
本ەは，立໋ؗ大ֶと᷂۽୩組，日工᷂とで国にਃ
し，「バイオレメディΤーション利用指」に適合
し大ਉ確ೝを取得した 1）。分解ەのモニタリングに
は，立໋ؗ大ֶが開発したҨ子解ੳ手๏により，土
ە数はڥ -DN"๏ 2），油分解ەは3ealtiNePC3
๏ 3）により解ੳした。オーグメンテーション時の初
期分解ەೱ度は，2ʷ 107DellT/g-Toil に設定した。
実験場ॴは，ԭೄݝӜఴ市のೆ༸土建᷂資材置場で
実施した。土のࠞ練は，ࠞ練り装置に重量を༧め定
量した土を入れ，ӫཆԘや有機資材，ඍ生と大մ
発生防止の為の「もみがら」などを入して一定時間
ࠞ練りした。なお，その後の実験により，೪性土の
ࠞ連には，Ԛછ土対ࡦでༀࡎをఴ加・ࠞ連するのに
一般的に用される土質改良機を用することで大մ
を発生することなくࠞ連することがわかり，「もみが
ら」の入を省略することができてコスト低減につな

දᴷ �　όΠΦύΠϧ࣮ݧ݅

STEP
No�˞ 1 パイル໊

༩・ఴ加資材件˞2 ٖԚછ土件
උ　考

ੴ油分解ە ӫཆԘ 有機資材˞3 土質 油種˞4

STEP1
パイル" ʷ ʷ ʷ

砂土 "重油
コントロール

パイル# ʷ ˓ ˓ スティミュレーション
パイルC ˓ ˓ ˓ オーグメンテーション

STEP2
パイル"

同上 ೪土質土
（ౡ৲マージ˞5） ジェット燃料 同上パイル#

パイル C

STEP3
パイル"

同上 ೪土質土
（ౡ৲マージ˞5）

ベースオイルʴ
ジェット燃料 同上パイル#

パイル C

STEP4
パイル"

同上（C/N調整 C/N�8 ～ 15） ೪土質土
（ౡ৲マージ˞5）

ベースオイルʴ
ジェット燃料 同上パイル#

パイル C
˞ 1　STEP1：2012 年 4 ݄～同 10 ݄実施，STEP2：2012 年 11 ݄～ 2013 年 2 ݄実施

STEP3：2013 年 5 ݄～ 2013 年 11 ݄，STEP4：2013 年 11 ݄～実験ܧ続中
˞ 2　˓：༩・ఴ加あり　　ʷ：༩・ఴ加なし
˞ 3　STEP1 ではܲฅଯං，STEP2 ～ 4 ではڇฅଯංをそれͧれס૩土重量比で 10ˋఴ加
˞ 4　初期油分ೱ度は 5000 Ng/LgdrZ-Toil に設定
˞ の෩化土とされるؠੴփٿླྀ　5

ࣸਅᴷ �　όΠΦύΠϧࣸਅʢࣸਅԞ͔ΒύΠϧ"ɼύΠϧ#ɼύΠϧ$ʣ



2�建設機械施工 Vol.67　No.10　October　2015

がった。ࠞ練後，排出された土をパイル（土）ঢ়
にཆ生し，パイル上部には，ӍਫによるԚછਫ発生防
止とष気の拡ࢄ防止のため，ಁ気性のある防ਫシート
で෴った。好気性ඍ生保持のためのΤアーڅڙは，
パイル内に༧め設置した有を通してۭ気をٵ引す
ることでパイル内に周囲のۭ気を取り込むٵ気方式で
実施した。ٵ引後の排気は，活性をॆరした脱ष装
置を通して油षの拡ࢄ防止を行った。また，パイル内
には，土中ࢎૉೱ度やԹ度を計測するためのࢎૉセ
ンサーやԹ度センサー・ਫ分センサーをຒめ込み，連
続計測を行った。パイルへのࢄਫは，土表面や内部
のঢ়況およびਫ分データをみながら，1ि間に 1～ 2
回程度適ٓ行った。
バイオパイルの下には，油ࠞじりのӍਫの土ਁಁ防

止のためమ板を敷き٧め，パイルに߱ったӍਫをమ板周
囲に設置したଆߔにूਫし，ਫॲ理装置によって油ਫ
分離や఼ॲ理を行った後，Տ์流した。ॲ理ਫは
定期的に排ਫ分ੳを行い，基準値以下を確ೝしている。

（2）植物育成実験
STEP2 のড়化実験後の土を用いて，ԭೄを代表
する২であるླྀٿアサガオとΰーϠを২し，২
がॱ調に生ҭできるか検ূを行った。ࢼڙ土はパイ
ル"，#，Cのড়化後の土，また分解ەを入した
パイル Cのড়化土に施ංしたケース，比ֱのため
にݩのౡ৲マージ（原土）及びٖ油Ԛછ土とし，
土と২の組み合わせで計ࢼڙ 11 系ྻの実験を
行った。表─ 2に実験件を示す。ฏの事ॴ建
の外นࡍの地上部（ೆೆに面する）にプランター
を 1系ྻに 設置し，プランターあたりݸ1 の২ג2
を২えた。各プランターから上（高さ 3�4 N）にか
けてネットを張りし，自動ਫ装置を全系ྻに設置
した。図─ 2に実験の֓略ਤを示す。
২生モニタリングは，期間中外気Թ࣪度をモニタリ
ングし，両২のツルの౸ୡ高さをശईで計測した。
また，ΰーϠについてはΰーϠ中の油分ೱ度を分ੳす
ることで土中の油分の影響の有無を調べた。

දᴷ �　২ੜ࣮ݧ݅

系ྻ
No� 土ࢼڙ

২ࢼڙ
（ア）ླྀٿアサガオ （イ）ΰーϠ

① ٖ油Ԛછ土 ˓ ʵ
②
③ 原土（ౡ৲マージ）

ʵ ˓
˓ ʵ

④
ᶇ

ড়化実験後土
（パイル"：コントロール）

ʵ ˓
˓ ʵ

ᶈ
ᶉ

ড়化実験後土
（パイル#：スティミュレーション）

ʵ ˓
˓ ʵ

ᶊ
ᶋ

ড়化実験後土
（パイルC：オーグメンテーション）

ʵ ˓
˓ ʵ

ᶌ
ᶍ

ড়化実験後土
（パイルC：オーグメンテーション）ʴං料

ʵ ˓
˓ ʵ

˞ 1　25 - 容プランターにླྀٿアサガオ  ΰーϠともに 。した২ג2
˞ ਫはேと༦方の　2 2回毎日実施。
˞ 3　2013 年 5 ݄ 24 日২6݄。 21 日ᶌᶍに追ං  全系ྻఠ心。8݄ 6日全系ྻ追ං。
˞ 4　ネット：幅 80 DN，目合 10 DN

ਤᴷ �　২ੜུ࣮֓ݧਤʢཱ໘ਤʣ
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2．実験結果

（1）油分浄化結果
表─ 3に，STEP1 ～ STEP4 のড়化݁Ռのまとめ
として，各 STEPの油分ೱ度，油ບ・油ष݁Ռを示す。
また，図─ 3～ 5に STEP1，2，4 に対する油分ೱ度
の経時変化，図─ 6，7に STEP1 と STEP4 のੴ油分
解ەおよび土着のੴ油分解にد༩するە（土中のੴ
油分解にد༩するҨ子 ┥┰┯┆ を保有するە）の経時
変化を示す。
その݁Ռ，油種が"重油やジェット燃料等の燃料
系の油では，ش発の影響が大きく，オーグメンテーショ
ン，スティミュレーションにかかわらず油分ೱ度の低
減もૣく，それに応じて油ບ・油षもなくなっていた。
一方，५滑油の基油となるベースオイルのケースで
は，図─ 5を見るとバラツキはあるものの，油分ೱ
度の低減はく，パイル#およびパイルCにおいて，
6ि～ 8 ि目あたりからঃ々にTPHが低減する向
が見られ，17 िになってパイル Cにおいて，ڥ省
の「油Ԛછ対ࡦガイドライン」に規定された目標であ
る「油ບ・油षがないレベル」がୡ成された。
油分ೱ度の低減とੴ油分解ەおよびੴ油分解د༩ە
のܧ時変化を比ֱすると，STEP1 では図─ 6より，
༩した分解ەは 4िまでの初期のうちにە数は低減
し，それ以߱はほ΅定量下限値（1 ʷ 106DellT/
g-Toil）以下で推移した。一方，ੴ油分解د༩ە数は
特にスティミュレーションのパイル#およびオーΪュ
メンテーションのパイル Cとも 2 ि目以߱でە数が
高く，これらのことから油分の低減は初期では分解ە
の影響が高く，それ以߱は土中のੴ油分解د༩ەの
効Ռで分解が進んだものと考えられる。STEP4では，

ਤᴷ �　༉ೱͷ࣌ܦมԽʢ45&1�ʣ

ਤᴷ �　༉ೱͷ࣌ܦมԽʢ45&1�ʣ

ਤᴷ �　༉ೱͷ࣌ܦมԽʢ45&1�ʣ
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図─ 7より分解ە数は STEP1 のような急激な低減を
示すことなく，13 ि程度まで比ֱ的高いە数を保持
していた。ੴ油分解د༩ە数は，特にパイル#，Cに
おいて高いە数保持が示されていた。STEP4 では，
ベースオイルという比ֱ的生分解性の低い油を用し
たため，油分ೱ度の低減も"重油やジェット燃料の
ように短いড়化期間での油分分解は進まなかったが，
図─ 5を見る限りではスティミュレーションよりは
分解ە༩したオーΪュメンテーションの方がよりૣ
く，より高いড়化性能を示しており，५滑油等のより
高点成分の多い重油Ԛછに対しては，やはりӫཆࡎ
༩だけのスティミュレーションよりオーΪュメン
テーションの効Ռが発شされると考えられる。

（2）植物育成実験結果
図─ 8に全系ྻの২生実験途中での২生長推移

ࣸਅを示す。なお，実験期間中の外気Թはおおむね
20 ～ 37ˆ，相対࣪度は 40 ～ 100ˋの範囲で推移し高
Թ多࣪ڥであった。
図─ 9に২の生長高さ，表─ 4にはΰーϠ中の

油分ೱ度分ੳ݁Ռをまとめた。২の生長は，ླྀٿア

サガオでは，油Ԛછ土の生長が最もく，次いで
い方からॱに，原土，パイル"，パイルC（ං料あ
り），パイルC，パイル#のॱであった（図─ 9左）。
ΰーϠでは，原土とパイル"の生長がく，২
付け後のૣい段֊からパイル#，Cの成長がஶしく良
かった（図─ 9右）。表─ 4より，ΰーϠの実の油分
ೱ度は市ൢ品でも油分ೱ度に大きなばらつきがあり，
ড়化土で生長したΰーϠは市ൢ品やౡ৲マージだけ
の原土と比ֱしても২中の油分がۃに高い値を
示すことはなく，同程度の値であった。

3．まとめおよび今後の方針

以上，ԭೄの現地土に燃料系の"重油やジェッ
ト燃料のほか，生分解性の低いといわれるベースオイ
ルをఴ加したٖ油Ԛછ土により，バイオパイル工
๏で油分のড়化実験を行った݁Ռ，下記のことが໌
した。
①燃料系の油によるٖԚછ土では，ش発効Ռと
ともに，油分のඍ生分解により初期から油分ೱ
度の低下が確ೝされ，8िから 12 ि程度で油ບ・

ਤᴷ �　ੴ༉ղ͓ەΑͼੴ༉ղد༩ە࣌ܦมԽʢ45&1�ʣ

ਤᴷ �　ੴ༉ղ͓ەΑͼੴ༉ղد༩ە࣌ܦมԽʢ45&1�ʣ
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油षのないレベルまでのড়化がなされていた。
②生分解性が低いと言われる५滑油の基油となる
ベースオイルఴ加のケースでは，STEP3 でのড়
化性能が当初の༧よりも時間がかかったため，
土中の C/N を調整して࠶実験を行った。その
݁Ռ 17 िで油分ೱ度 1500 Ng/Lg 程度までの低
減がୡ成され，油ບ・油षなしのレベルまでのড়
化がୡ成された。

③また，これらのড়化が入したੴ油分解ەや土着
のੴ油分解د༩ەの効Ռであることもەの解ੳな
どから໌らかとなった。

④ジェット燃料Ԛછ土をড়化した土を用いて，ড়
化土が২生の基൫土として問題が生じないか
ٿླྀ，験を進めた݁Ռ，「ΰーϠ」の実もなりࢼ
アサガオの生長もॱ調であった。

以上，これまでの実験により，基地跡地で定され
る油Ԛછに関しては，燃料系油や५滑油等，油種がҟ
なってもੴ油分解ەの入や土着のੴ油分解د༩ەな
どを活性化させることでඍ生分解ができることがূ
໌された。また，ড়化後の土を用い，২などのҭ
成に対しても問題を༩えないことも検ূされた。
今後は，今回実施してきたようなٖ的な土では
なく，実Ԛછ土を用いたড়化の確ೝや実サイトでの
ড়化効Ռなどを実施していきたいと考えている。
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දᴷ �　ΰʔϠதͷ༉ೱੳ݁Ռ

料　ࢼ 料採取日˞1ࢼ 油分ೱ度˞2

（Ng/Lg-Xet ΰーϠ）

ਗ਼ড়土
市ൢ品のΰーϠ 8 ݄ 15 日

10 ݄ 18 日
240

470 ～ 580
原土でҭてたΰーϠ 9 ݄ 23 日 210，520

ড়化土

パイル"でҭてたΰーϠ 9 ݄ 23 日 300

パイル #でҭてたΰーϠ 8 ݄ 29 日
 9 ݄ 23 日

700
370

パイル C˞3 でҭてたΰーϠ
8 ݄ 15 日
 8 ݄ 29 日
 9 ݄ 23 日

210 ～ 320
220 ～ 350
690

˞ 1　2013 年
˞ 2　実をคࡅ後，༹ഔ（HO3I#"H997）ந出し，油分ೱ度計（I3๏）で計測した
˞ 3　パイルC+ං料も含めた

（く΅　もとき）װ　保ٱ
立໋ؗ大ֶ
生໋Պֶ部෭ֶ部長
生໋Պֶ部生工ֶՊ　ڭत

々木　静（ささき　しずお）ࠤ
୩組۽᷂
技術ڀݚॴ
地ڀݚڥٿグループ部長

ʦචऀհʧ
　৳行（かどくら　のぶΏき）
୩組۽᷂
技術ڀݚॴ
技術部長
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油や放射能汚染などの土壌洗浄・濁水処理 
及び混合技術
混合器として水噴流型混合器を利用した土壌洗浄及び濁水処理

藤　井　忠　広

Ԛછ土のԚછ質は，油・有機や೪土のようなඍཻࡉ子等がある。そのড়化方๏としてਫを用し
た土ચড়とそのࡍ発生するਫॲ理の֓೦をઆ໌する。
その֓೦を実現する基װ技術である土とਫຢはਫとࡎूڽのࠞ合技術としてのਫ流型ࠞ合器を解

આする。更には土ચড়やਫॲ理の実内容をհする。
キーワード：土ચড়，ਫॲ理，ࠞ合，์ࣹ能Ԛછ土，油Ԛછ土，フッૉԚછ土，೪土Ԛછ地，

大ەԚછ砂，ࠞࡎूڽ合

1．はじめに

最近でも，工場跡地や地などでԚછ土が存在し
ている。Ԛછ質は，油・有機質・フッૉ・೪土の
ようなඍཻࡉ子や์ࣹ能質を含むඍཻࡉ子など多ذ
にわたる。
その土ড়化工๏は，掘削廃غ・ༀӷ入ॲ理・
分解ॲ理及びਫによる土ચড়などがあり，Ԛછঢ়ଶ
や施工ڥ件に適した工๏が採択されている。
今回は，油・ඍཻࡉ子や์ࣹ能質などのԚછ土
ড়化に実のあるਫによる土ચড়の֓೦とਫॲ
理・それらにڞ通するࠞ合機能のあるਫ流型ࠞ合技
術及び実施例の֓要を記述する。

2．土壌洗浄と濁水処理

土ચড়では土とਫのࠞ合操作・ࠞ合からચড়
土を得るための分ڃ操作が必要である。その分ڃ操
作でਫが発生するので，ਫॲ理ではਫとࡎूڽ
のࠞ合・発生フロックの分ڃ操作を行う。この֓೦を
図─ 1でઆ໌する。

（1）名称の説明
図─ 1で用する໊শの内容を表─ 1に記載する。

（2）土壌洗浄 1）

Ԛછ土の組成は，ؠੴのཻ子܈・Ԛછ質及び含
有ਫから成り立っている。
Ԛછ質の形ଶは，油・有機のようなӷ体であっ

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工
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たり，์ࣹ能質のようにඍཻࡉ子と݁合している場
合もある。
Ԛછ土は，ݻ体として存在している。その土を
ચড়するためには，土とચড়ਫをࠞ合して，ૈ ཻ子・
シルト及び೪土等がそれͧれのཻ子レベルで分離した
ঢ়ଶでਫに分ࢄしたスラリーをする。Ԛછ質の
大部分は，そのスラリーを߱分ڃして発生するਫ
中にرऍされたঢ়ଶで存在する。このスラリーから
߱土を回ऩすれば，そこに含まれる含有ਫ中のԚછ
質ೱ度が低減していることにより，土中のԚછ
質量が低減する。ଈち土ચড়が成立する。この土
ચড়では，Ԛછ土をચড়ਫに土ཻ子レベルまでਫ
に分ࢄさせるࠞ合装置が必ਢになる。

（3）濁水処理
スラリーからચড়土を回ऩしたあとのਫをড়化
するために，ࡎूڽをࠞ合してԚછ質をフロック化
してআڈする。
ਫにคのࡎूڽをਫ量の 50 QQN から 200

QQN程度ࠞ入する必要がある。
ここでもࠞ合装置が必ਢである。

3．水噴流型混合技術

2（2）土ચড়及び 2（3）ਫॲ理においてࠞ合
装置が必ਢである。

それは，土をચড়ਫに均一に分ࢄする性能を有す
る事及び大量のਫにඍ量のࡎूڽを均一にࠞ合する性
能を有する事である。
これらを実現するࠞ合装置としてਫ流型ࠞ合器を
開発して，土ચড়やਫॲ理の実をੵんできた内
容をઆ໌する。

（1）構造 2）

ਫ流型ࠞ合器は，ਫ流を利用したࠞ合器であ
り，回転体が無いࠞ合器である。構を図─ 2でઆ
໌する。

高圧ਫ③をノズルをհして流とし，同時にԚછ土
①とચড়ਫ②を受入૧ᶇに流下させると，それらは
流のせん断力により高速流動し，ॠ時にࠞ合してࠞ
合ᶈに流入して，土スラリーᶉを形成する。

දᴷ �　໊শͷઆ໌

Ԛછ土 土ચড়の対であり，土ཻ子 ŋԚછ資及び含有ਫから構成されている。
Ԛછ質として，油・有機・೪土のようなඍཻࡉ子土や์ࣹ能質等がある。
砂場の大ەを含む砂も一種のԚછ土である。

ચড়ਫ Ԛછ土とࠞ合させて，土スラリーを作るためのਫである。
ਫ量はԚછ土重量と同程度を用するケースが多いが，目標とするચড়件から設定する。

ࡎूڽ 土スラリーからચড়土を分離する。そのࡍ発生するਫをूڽॲ理するためのࡎूڽである。
用しており，ఴ加量はਫ量のをࡎूڽはคの無機系ࡎूڽ
50 QQNから 200 QQN程度である。

ࠞ合操作① Ԛછ土をચড়ਫとࠞ合して，土のཻ子がਫに分ࢄしたঢ়ଶの土スラリーを作る操作である。
土中のԚછ質もスラリーとしてਫに分ࢄされる。

߱分ڃ操① 土スラリーを߱分ڃ操作して，ચড়土とਫに分ける。
߱をચড়土として回ऩする。Ԛછ質はચড়ਫ量に逆比例してرऍされる。

ચড়土 ߱分ڃ操作①の߱分離した土である。
ચড়土含有ਫのԚછ質ೱ度はرऍされているので，土中のԚછ質量は減少している。

ਫ ߱分ڃ操①で土スラリーから分離したਫである。
೪土などを含む大部分のԚછ質がਫに含まれる。

ࠞ合操作② ਫとคの無機系ࡎूڽをࠞ合する。
߱分ڃ操作② ࠞ合操作②で生成したूڽフロックਫを߱分ڃして，ਗ਼ਫとूڽフロックに分離する。
ਗ਼ਫ Ԛછ質をআڈしたਫである。

ୠしूڽしないԚછ質はここに含まれる。
フロックूڽ Ԛછ質の大部分がूڽフロックになるケースが多い。

ਤʔ �　ਫྲྀث߹ࠞܕͷߏ
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ଈちԚછ土①のԚછ質は，土スラリーᶉに分
。したঢ়ଶになるࢄ
ਫとࡎूڽをࠞ合する場合，土①とચড়ਫ②の
代わりに，ਫとࡎूڽを入すれば，ॠ時にࠞ合が
。応後にフロックを形成するूڽ，こりى

（2）水噴流型混合器の仕様
実のあるਫ流型ࠞ合器の֓略仕様を表─ 2，図
─ 3に記載する。

4．実施例

（1）土壌洗浄
（a）油Ԛછ土ચড়
ઈԑ油が 0�5 ～ 1�5ˋ含有したԚછ土をਫ流型
ࠞ合器を利用して，
2段֊ચড়を行った。回ऩしたચড়土の油含有量
は 250 QQN 以下であった。আછされたઈԑ油は　ඍ
土としてॲ分されغॲ理し廃ूڽ着されٵ子にཻࡉ
た。土ॲ理能力は，15 トン /Ir（1 系ྻ当たり）で
ある。
フローシート（図─ 4），ચড়プラント（写真─ 1）

及びਫࣹ型ࠞ合器（写真─ 2）をܝ載する。
（C）地ચড়
໐ۚ時Ҷの地は砂地であるが，経年ྼ化により
೪土等のඍཻࡉ子が増大する。Ҷ品質ҡ持のために，
そのඍཻࡉ子を土ચড়によりআڈした。
地ચড়システム（図─ 5）及び地ચড়現場ࣸਅ

（写真─ 3）をܝ載する。
地ચড়の݁Ռは，ચড়前後のཻܘ加ੵ曲線で評価
した。

දᴷ �　ਫྲྀࠞ߹༷ث

土ॲ理能力
Lg/Ir

ચড়ਫ
Lg/Ir

ࠞ合ܘ　D
NN

ࠞ合器長　-
NN

  600   600 20  600
 3000  3000 40  700
15000 15000 80 2000

ਤᴷ �　ਫྲྀࠞ߹ੇث๏ਤ

ਤᴷ �　༉ԚછϒϩοΫϑϩʔγʔτ

ࣸਅᴷ �　ચড়ϓϥϯτ

ࣸਅᴷ �　ਫྲྀث߹ࠞܕ

ਤᴷ �　ચড়γεςϜ
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දᴷ �　ͦͷଞͷચড়

์ࣹ能Ԛછ土
（写真─ 4）

省ڥ」 26 年度আછ技術実ূ事業の採択技
術」である「์ࣹ性質にԚછされた土
のચড়実験及びચড়後の土の࠶利用に向
けた検ূ」で用された。
土ॲ理能力は 3 ton/Ir，ਫॲ理能力
10 N3/Ir である。

フッૉԚછ土
（写真─ 5）

土ચড়及び土のフッૉআڈༀӷのすす
͗ચড়に用された。
土ॲ理能力は 15 ton/Ir である。
フッૉ༹出量を 1/10 に削減できた。

大ەԚછ土
（写真─ 6）

砂場の大ەԚછ砂をચড়した。
土ॲ理能力は 2 ton/Ir である。
大܈ە数（ݸ /gr）は，ચড়前 15000 が
ચড়後（50 から 800）になった。

ࣸਅᴷ �　ચড়ݱࣸਅ

ਤᴷ �　ཻܘՃੵۂઢʢચড়લʣ

ਤᴷ �　ཻܘՃੵۂઢʢચড়ޙʣ

土ཻܘ加ੵ曲線（ચড়前，図─ 6）及び土ཻܘ
加ੵ曲線（ચড়後，図─ 7）をܝ載する。ચড়前後で
シルト及び೪土が減少している。
（D）そのଞ
ਫ流型ࠞ合器を用した土ચড়の実を表─ 3

で؆୯にઆ໌する。

ࣸਅᴷ̐　์ࣹԚછચড়ஔ

ࣸਅᴷ̑　ϑοૉԚછચড়ஔ

ࣸਅᴷ̒　େەԚછચড়ஔ
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（2）濁水処理 3）

（a）ूڽプロセス
ਫとࡎूڽのࠞ合にਫ流型ࠞ合器を用した。
ਫは，ਫࣹ型ࠞ合器の上部から入する。ただ
しਫ中のཻ子が小さい場合には，ノズルからの流
ਫをਫにすることも可能である。
ฆ体定量フィーダーを用して，入ਫの流入面上
にࡎूڽをམ下させる。ਫ流型ࠞ合器でਫとूڽ
応させूڽ応を通してूڽ，がࠞ合したあとࡎ
る。そこでフロックが発生する。フロックを含むਫを
߱分ڃして，フロックਫとਗ਼ਫをえる。
そのプロセスを図─ 8に記載する。

（C）実
ਫॲ理能力10 N3/Ir及び20 N3/Irの実がある。
100 N3/Ir の基本設計作成はྃしている。
20 N3/Ir のਫໄ型ࠞ合器・ࡎूڽフィーダー及
びスラリー૧を写真─ 7にܝ載する。

5．おわりに

ਫ流型ࠞ合器を開発し， 10 年かけて土ચড়
及びਫॲ理での実用化に戦してきた。
発లの༨地のある技術であるので，今後更なる技術
改良や多くの実を作ることに戦を続けるॴ存であ
る。

謝　辞
その間にಙౡݝ立業ڀݚॴ・౦ژ電力᷂・間組 ・᷂
アステック౦᷂ژ・দ建設᷂・前田建設᷂や日立機
械᷂などの多くの関者の͝ڠ力により，実をੵみ
今日にࢸっていることにँࣙをਃし上げます。


ʬߟࢀจݙʭ
 1）特ڐ൪߸第 3737099「Ԛછ土ચড়方๏」
2）特ڐ൪߸第 4990326　「高圧ਫを用いた土とਫのࠞ合の装置」
3）特ڐ൪߸第 5738115　「Ԛ排ਫにࡎूڽをఴ加する新規連続Ԛ排

ਫॲ理装置及び方๏」

ࣸਅᴷ �　ਫॲཧͷਫྲྀࠞ߹ث

ਤᴷ �　ਫॲཧϓϩηε
ʦචऀհʧ
౻Ҫ　広（;じい　ただひΖ）
᷂土ڥプロセスڀݚॴ
代表取క役
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オゾンマイクロバブルを用いた 
油・揮発性有機化合物含有水の高効率な浄化技術

小　河　篤　史・三　吉　純　男・長　　　千　佳

本技術は，ش発性有機化合や油を含んだԚછਫのড়化技術である。ড়化にはࢎ化分解効Ռの高いオκ
ンマイクロバブルを利用したことで，これまで分解がࠔ難とされていた重油・機械油・५滑油などの油種
やΤタン系のॲ理も可能となることをࣨ内実験により確ೝした。また，国内の事業ॴの C重油含有ਫの
ॲ理に本技術をఏڙし，その有効性を確ೝした。
キーワード：オκン，マイクロバブル，ࢎ化分解，油，7OC

1．はじめに

事業活動にともなって油やش発性有機化合（以
下，7OC）による地下ਫや工場排ਫのԚછが生じる
ケースがある。このようなԚછਫは，適用される๏令
に基づいて，地下ਫ基準や排ਫ基準等をຬ足するよ
う，適正なਫ質まで改善されている。これまで，ਫ質
改善の方๏としては，7OCԚછਫに対してはༀࡎを
用いたࢎ化分解，油含有ਫに対しては油ਫ分離後に産
業廃غとしてॲ分することが一般的であった。しか
し，7OCのࢎ化分解はༀ品を用するため，ༀ品費
が高くなることや，ༀ品༝来のԚటが発生するためড়
化の過程で産業廃غが発生し，そのॲ分費用も発生
することが問題とされてきた。一方，油含有ਫは油が
Τマルジョン化したものであるが，これについてはガ
ソリン等のૉ数が少ないものはࢎ化分解やش発によ
るড়化が可能であるものの，重油のようなૉ数の大
きい油はش発しないだけでなく，ࢎ化分解のために大
量のༀ品を必要とすることからオンサイトでのড়化ॲ
理がされず，産業廃غとして場外ॲ分されているの
が実情である。このようなഎܠから，油や7OCでԚ
છされたਫを安価で確実にড়化できる技術の開発が課
題となっている。
近年，7OCにԚછされた地下ਫԚછの対ࡦ技術と
してオκンマイクロバブル（以下，OM#）を用いた
手๏が目されている。オκンを用いた有機化合の
分解は，ਫॲ理の分ではられており，分解の過程
や最ऴ段֊でも有害質が生成・ཹしないことが特
徴である。طԟのڀݚではオκンマイクロバブルを用
いて7OCԚછ地下ਫをড়化した事例が報ࠂされてお

り，7OCの種類によってড়化性能に差が見られたこ
とが記されている 1）。ච者らは，油および7OCの
ٖԚછਫを用いたࣨ内実験でオκンマイクロバブルに
よる分解性能を確ೝし，実ࡍの油含有ਫのড়化工事に
オκンマイクロバブルを用いたড়化プラントを適用し
たので，本ߘでその݁Ռについて報ࠂする。

2．OMBによる有機化合物の酸化分解

OM#による有機化合の分解には，活性ࢎૉの一
種であるώドロキシルラジカル（以下，OHラジカル）
を利用する。従来より，土Ԛછ対ࡦの分では，
OHラジカルを用いた7OCのড়化技術としてフェン
トン๏がられている 2）。この方๏は，地中に過ࢎ化
ਫૉਫと৮ഔとなるమを入して接৮させ，フェント
ン応により OH ラジカルを発生させるもので，
7OCは OHラジカルに݁合を切断されて最ऴ的には
ਫ，ೋࢎ化ૉ，Ԙૉに分解される。一方，OM#に
よる有機化合のࢎ化分解は，OHラジカルの発生機
構がフェントン๏とはҟなっており，オκンガスがマ

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工
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イクロバブルに変化してਫ中で自ݾ圧௵するࡍのΤネ
ルΪーによってOHラジカルが生成されるといわれて
いる 3）。したがって，OHラジカルを発生させるため
に過ࢎ化ਫૉやమ৮ഔのようなༀ品を必要とせず，ༀ
品費やༀ品ى源のԚటが発生しないことがOM#を用
いたࢎ化分解の特徴といえる。OM#による 7OCの
─化分解の式ਤを図ࢎ 1に示す。

3．OMBによる VOCの分解実験

OM#による分解効Ռを確ೝするため，各種の7OC
ༀをもちいたٖԚછਫを作成し，ࣨ内分解実験をࢼ
実施した。実験装置を写真─ 1，2に示す。

（1）使用材料
実験に用した7OCࢼༀはベンゼン，トリクロロ
Τチレン，テトラクロロΤチレン，シス -12- ジクロ
ロΤチレン，111- トリクロロΤタン，12- ジクロロ
Τタン，ジクロロメタン，࢛Ԙ化ૉの 8項目である。
また，QH調整ࡎには性ソーダまたはࢎེرを
用した。

（2）実験方法
実験は以下の手ॱで実施した。
①図─ 2に示す実験装置の応૧に 60 - のਫಓਫ
を入する。

② QH調整ࡎを入して֧፩する。

③応૧に7OCࢼༀを入し，1分間֧፩ࠞ合し
てٖԚછਫを作する。
④ٖԚછਫをポンプで॥させながらオκンガス
をਧき込み，OM#にする（ࢎૉు出量 4 -/Nin，
オκン発生量 25 g/Ir）。
ᶇॴ定時間経過後にٖԚછਫをೋ次ॲ理૧に移し
たのちにサンプリングし，ӷ中のԚછ質のೱ度
を測定する。
なお，QHのҧいによる分解の可൱を確ೝするため，
性（QHʹ3�0），中性（QHʹ7�0），アルカリ性（QHࢎ
ʹ10�0）の 3パターンで実験を行った。

（3）実験結果
（a）ベンゼンの実験݁Ռ
ベンゼンの分解確ೝ実験݁Ռを図─ 3に示す。初期
ೱ度が地下ਫ基準（0�01 Ng/-）の数ഒ程度のٖԚ
છਫは，QHに関わらず，分解開始 1分後に 1/10 以下
に分解され，地下ਫ基準をຬ足する݁Ռが得られた。

（C）トリクロロΤチレン
トリクロロΤチレンの分解確ೝ実験݁Ռを図─ 4に
示す。トリクロロΤチレンは地下ਫ基準（0�03 Ng/-）
の数ഒ程度のٖԚછਫであれば，ࢎ性および中性で
は分解開始 1分後に，アルカリ性では分解開始 5分後
には初期ೱ度の 1/10 以下まで分解され，地下ਫ基準
をຬ足した。

ࣸਅᴷ ܠஔશݧ࣮　�

ࣸਅᴷ ஔʢϥΠϯϛΩαʔʣݧ࣮　�

ਤᴷ �　ࣨղ࣮ݧͷࣜਤ

ਤᴷ �　ϕϯθϯͷ࣮݁ݧՌ
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（D）テトラクロロΤチレン
テトラクロロΤチレンの分解確ೝ実験݁Ռを図─ 5

に示す。テトラクロロΤチレンは，地下ਫ基準（0�01 Ng/
-）の数ഒから数ेഒ程度のٖԚછਫであれば，中
性では分解開始 1分後に初期ೱ度の 1/10 以下まで分
解され，地下ਫ基準をຬ足した。

（d）シス 12- ジクロロΤチレン
トリクロロΤチレンおよびテトラクロロΤチレンの
実験݁Ռをもとに，シス -12- ジクロロΤチレンを用
いて，中性の件で分解の可൱を確ೝした。݁Ռを図
─ 6に示す。実験の݁Ռ，シス -12- ジクロロΤチレ
ンは中性では分解開始 1分後には初期ೱ度の 1/10 以
下まで分解され，地下ਫ基準の数ഒ程度のԚછਫであ
れば地下ਫ基準をຬ足できることを確ೝした。　
（e）111- トリクロロΤタン
111- トリクロロΤタンでは，ࢎ性で分解時間を 60
分として，分解確ೝ実験を実施した。݁Ռを図─ 7に
示す。実験の݁Ռ，111- トリクロロΤタンでは，地
下ਫ基準（1 Ng/-）の 5 ഒのٖԚછਫが，ࢎ性で
は分解開始 30 分後にڥ基準をຬ足し，さらに分解
開始 40 分後には初期ೱ度の 1/10 程度となった。

（G）12- ジクロロΤタン
12- ジクロロΤタンでは，中性で分解時間を 40 分
として，分解確ೝ実験を実施した。݁Ռを図─ 8に
示す。実験の݁Ռ，12- ジクロロΤタンでは，下ਫಓ
排ਫ基準（0�04 Ng/-）の 13 ഒのٖԚછਫであれ
ば，中性件では分解開始 40 分後には 1/10 以下まで
分解され，排ਫ基準をຬ足する݁Ռが得られた。
（g）メタン系の分解確ೝ
ジクロロメタンの分解確ೝ実験݁Ռを図─ 9に示

す。ジクロロメタンはࢎ性ではほとんど分解が進ま
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ず，分解できないことを確ೝした。また，中性および
アルカリ性では，初期ೱ度は地下ਫ基準（0�02 Ng/-）
の 30 ഒ程度のٖԚછਫは，分解開始後 10 分で半
分となったが，分解時間経過とともにॲ理効率は໌ら
かに低下していることもあり，OM#を用いたジクロ
ロメタンの分解は難しいことがわかった。
（I）࢛Ԙ化ૉの分解確ೝ
─Ԙ化ૉの分解確ೝ実験݁Ռを図࢛ 10に示す。
Ԙ化ૉは全てのケースにおいて，分解時間࢛ 10 分
経過後も初期ೱ度と同程度であり，ೱ度の低減は確ೝ
されなかった。したがって，OM#を用いた࢛Ԙ化
ૉの分解はできないことが分かった。

4．OMB水処理設備を用いた油含有水分解

国内の事業ॴで C重油タンクのચড়をしたࡍに発
生した油含有ਫをOM#を用いたਫॲ理プラントでড়
化した。従来，タンクચড়ਫのॲ理は，ු上分離等の
方๏で行われており，ॲ理期間は 1か݄を要してい
た。

（1）水処理プラントの概要
油含有ਫのॲ理プラントを写真─ 3に示す。ॲ理
プラントは QH調整૧，応૧，ࠞूڽ૧，加圧ු
上૧，ༀ品入設උ，オκン発生器，マイクロバブル
発生器で構成される。プラントの運転件は，通ਫ量
6�7 -/Nin，オκン発生量 25 g/I とした。

（2）浄化の手順
油含有ਫのড়化は，次の手ॱで実施した。
①原ਫ૧にてු上油をআڈする。
② QH 調整૧で C重油含有ਫの QHを 3程度に調整
し，応助ࡎとしてེࢎ第一మをమೱ度が 20
Ng/- となるよう入する。

③ OM#を発生させ，応૧で油含有ਫとOM#を
7分間応させる。

④ࠞ ूڽ૧で高分子ࡎूڽと P"C をఴ加しフ
ロックをूڽさせる。
ᶇ加圧ු上૧でूڽさせたフロックをআڈする。

（3）浄化結果
C重油含有ਫのড়化݁Ռを表─ 1に示す。原ਫのノ
ルマルヘキサンந出質は 140 Ng/- であったが，オ

ਤᴷ �　δΫϩϩϝλϯͷ࣮݁ݧՌ

ਤᴷ Ռ݁ݧԘԽૉͷ࣮࢛　��

ࣸਅᴷ �　0.#Λ༻͍ͨ༉ؚ༗ਫॲཧϓϥϯτ
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κンڅڙ量とమఴ加量を変化させたいずれのケースで
もॲ理ਫのノルマルヘキサンந出質は 1/10 以下ま
で分解され，C"SE1 および C"SE2 では，下ਫಓ排
ਫ基準（5 Ng/-）以下となり，C"SE3 でも下ਫಓ排
ਫ基準と同程度まで油分が分解できた。
写真─ 4は①ચড়に用いた工業用ਫ，②油含有ਫ，

③ॲ理ਫ，④ॲ理ਫ（P"Cॲ理）の外؍の比ֱである。
通常の分解ॲ理でॲ理ਫの外؍は，C重油タンクのચ
ড়に用いた工業用ਫと同程度の外؍まで改善されたが
एׯのりが見られるため，P"C（10ˋ༹ӷ）を 0�05
ˋఴ加した݁Ռ，ほとんどಁ໌なঢ়ଶまで外؍が改善
された。

5．おわりに

ٖ7OCԚછਫおよび C重油含有ਫをOM#でࢎ
化分解した݁Ռ，次のことが໌らかとなった。
①ベンゼン，トリクロロΤチレン，テトラクロロΤ
チレン，シス -12- ジクロロΤチレンのٖԚછ
ਫは，比ֱ的短時間（1～ 3 分程度）で初期ೱ度
の 1/10 以下までの分解が可能である。

② 111- トリクロロΤタンおよび 12- ジクロロΤタ
ンのٖԚછਫは，短時間での分解は難しいが，
30 ～ 40 分程度で初期ೱ度の 1/10 程度まで分解
が可能である。

③ C 重油含有ਫのノルマルヘキサンந出質は，7
分間のॲ理時間で初期ೱ度の 1/10 未ຬに分解で
きた。

以上より，OM#を利用することでਫ中に含まれる
特定の7OCや C重油を効Ռ的に分解できることが໌
らかとなった。特に C重油含有ਫのড়化実では，
ු上分離後に廃油（産業廃غ）としてॲ理する方๏
と比ֱして， 75ˋまでコストが低減されたことも
あり，今後，油や7OCでԚછされたਫを安価で確実
にড়化できる技術として適用範囲を広げていきたい。
なお，本技術は，᷂日本ւਫ，᷂ナΰϠ大ౡ機械と
。同で開発したものであるڞ


ʬߟࢀจݙʭ
 1）高木一成（2012）：オκンマイクロバブルによる地下ਫড়化工๏の適

用事例，第 18 回地下ਫ・土Ԛછとその防止に関するूڀݚձߨԋ
ू，QQ�297 ～ 300�

 2）中間ࢤଞ（2005）：フェントン応ࡎによるガソリンスタンドのベ
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 3）高ڮ正好（2007）：マイクロバブル・ナノバブルの基ૅと工ֶ的応用
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�ձձ報7ol�14，No�4，QQ68-74ڀ
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項目
オκンڅڙ量
（g/I）

మఴ加量
（Ng/-）

ノルマルヘキサン
ந出質（Ng/-）

原ਫ ʵ ʵ 140�0
C"SE1 25 30 5�0
C"SE2 10 20 ʻ5�0
C"SE3 7�5 30 6�0
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全周波数帯域に対応したトンネル発破消音器の開発

伊　藤　　　哲・本　田　泰　大・木　梨　秀　雄

トンネルの発破Իは，広い周数帯域にわたり，িܸ的でඇ常に大きなΤネルΪーを発生する特徴があ
る。とくに低周Իは，૭やサッシなどの建۩ががたつく的ۤ情や不շײやࣖ໐りなどが生じる心に
かかわるۤ情の原Ҽとなることがある。従来はその対ࡦとして，コンクリートॆర式や砂ॆర式の重ްな
防Ի൶が用いられてきたが，低周Իの低減効Ռは小さかった。そこで，防Ի൶に替わる新技術としてԻ
響を用いた消Ի器とฏ行ٵԻ板を用いた消Ի器をซ用した，全周数帯域に対応する山ַトンネル発破
消Ի器を開発した。山ַトンネル現場でその効Ռを検ূしたとこΖ，16 H[ ～ 4 LH[ オクターブバンドで
防Ի൶を上回る 10 ～ 25 d# の低減効Ռが得られた。
キーワード：消Ի器，Ի響ٵ，Ի材，低周Ի，૽Ի，発破，山ַトンネル

1．はじめに

トンネルの発破は広い周数帯域にわたりඇ常に大
きなΤネルΪーをॠ間的に発生するため，発破Իは周辺
に大きな影響をおよ΅す。とくに低周Ի（100ڥ H[
以下のԻ）は，500 N以上離れたຽՈでも૭やサッシ
など建۩のがたつきが発生する的ۤ情や不շײ，ࣖ
໐りなどが発生する心にかかわるۤ情の原Ҽとなる
ことがあるが，低周Իは 100 H[ のԻに比べて
内で減ਰしにくいため 1），掘削期間中は常時周辺ڥ
に対するྀが必要となる。従来の発破Ի対ࡦは，コ
ンクリートॆర式や砂ॆర式の重ްな防Ի൶が用いら
れてきたが，طԟのจ献 2）やஶ者らがトンネル現場
で実施した測定݁Ռによれば，防Ի൶による低周Ի
の低減効Ռは小さく，必ずしも有効な対ࡦとは言えな
かった。
ஶ者らは，従来の防Ի൶に替わる低周Իを低減す

る新技術として，Ի響を用いた消Ի器を開発した3）。
この方式は，自動車のマフラーなどの定常的な૽Իに
対して利用されるもので，発破Իのようなিܸ性のԻ
に対しては本技術が初めての適用である。しかし，ト
ンネルで発破の低周Իを低減するには，Ի響をඇ
常に大きくする必要があるため，その置や構を工
した。それに加え，100 H[ の発破Իを低減でき
るฏ行ٵԻ板式消Ի器を設置して，全周数帯域に対
応した山ַトンネル発破消Ի器を開発した。本論จで
は，システムの֓要と，縮ई型実験による消Ի器の

開発，および山ַトンネル現場での適用事例について
述べる。

2．トンネル発破消音器の概要

トンネルの発破Իは低周Իから 100 H[ のԻま
で広範囲に及ぶため，本発破消Իシステムは，低周
Իに対してはԻ響を用いた消Ի器，100 H[ のԻ
に対してはฏ行ٵԻ板式消Ի器を用いた 2種類の消Ի
器による構成とした。以下に各消Ի器の֓要を示す。

（1）低周波音対策（音響管式消音器）
低周Իを低減するためにԻ響を用いた消Ի器

（以下Ի響式消Ի器と記す）を開発した 3）。その消
Ի原理を図─ 1に示す。ยଆをดじたԻ響にԻ
が入ࣹすると，部でࣹが生じる。の長さを
長の 1/4 とすると，開ޱ部付近の入ࣹ（図─ 1の
実線）とࣹ（図─ 1の線）が逆位相となり，
相ޓにଧち消し合うことで低減効Ռが得られる。一方
で，発破の低周Իは 100 H[ 以下の周数帯域の૽

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工

ਤᴷ �　ԻࣜڹফԻثͷফԻݪཧ
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Իである。୯体のԻ響では特定の周数でしか低減
効Ռが得られないため，長さのҟなるෳ数のԻ響を
組み合わせる構成とした。
写真─ 1にԻ響式消Ի器の設置ঢ়況，図─ 2に

その֓要を示す。トンネル施工中に重機，車両が走行
するトンネル中ԝ部と換気用෩部分は開ޱしてお
り，発破Իはここを通過する。この開ޱにԻ響を設
置することで，発破Իを低減する。一方，低周Իは
長が長く，Ի響の長さは，18 H[ で 5 Nとなる
ため，図─ 2のようにԻ響をトンネル断面にऩま
るようにトンネル中ԝ部の開ޱ部から断面内でંり曲
げた形ঢ়として置した。なお，ં曲げても低減効Ռ
の損ࣦはない。Ի響 1本あたりは幅 1 Nʷ高さ 1 N
であり，同様のԻ響をトンネル縦断方向の 6 Nの
範囲に置して消Ի器を構成する。Ի響の種類は，
表─ 1のように 16 ～ 63 H[ 帯域の各周数（1/3 オ
クターブバンド）で低減効Ռが得られるように設定し
た。

（2）100 Hz超の発破音対策（平行吸音板式消音器）
100 H[ の発破Իの対ࡦとして，ダクトの内ଆにٵ
Ի材をషり付けたฏ行ٵԻ板式消Ի器を開発した 4）。
この消Ի器は，Ի響式消Ի器のޱଆのトンネル中
ԝ部に設置する。幅 4 Nʷ高さ 4 Nと断面ੵが小さ
く設置・撤ڈが容қである。写真─ 2，3にฏ行ٵԻ
板式消Ի器の設置ঢ়況を示す。幅 2 Nʷ高さ 4 Nʷ
Ԟ行き 1�8 N のശ形消Ի器 2つから成る。幅 0�3 N ʷ
高さ 0�8 N ʷ長さ 1�8 N のダクトを 60 本重ねた内ଆ
に，ްさ 100 NNのٵԻ材をష付けた構とした。部
材は߯板（t ʹ 2�3 NN）とアングル（40 NN ʷ 40
NNʷ 5NN）の組み合わせである。図─ 3にฏ行ٵ
Ի板式消Ի器の消Ի原理を示す。100H[ の発破Ի
が消Ի器を通過するࡍ，น面のٵԻ材（グラスール）
にٵԻされ，૽Իが低減する。従来の防Ի൶はトンネ
ルの全断面を࠹いでԻを෧じ込めるため，発破のര෩

ࣸਅᴷ �　ԻࣜڹফԻثͷ設ஔঢ়گ

ਤᴷ �　ԻࣜڹফԻثͷ֓ཁ

දᴷ ຊڹ໐पͱԻڞ　�

トンネル中ԝ部 換気用෩部
໐周数ڞ
（H[）

63 40 36 28 25 20 18 63 45 30 18

Ի響本数
（本）

4 2 2 3 5 4 4 2 1 2 1

ࣸਅᴷ �　ฏٵߦԻ൘ࣜফԻث

ࣸਅᴷ �　ฏٵߦԻ൘ࣜফԻثʢยଆʣ

ਤᴷ �　ฏٵߦԻ൘ࣜফԻثͷফԻݪཧ



�0 建設機械施工 Vol.67　No.10　October　2015

が൶をΏらしてೋ次的な૽Իが生じる問題があった。
しかし，本消Ի器はര෩を外に通しながら૽Իを低
減できることから，この問題が解消する。また，Ի響
式消Ի器の開ޱ部分は全断面の 25ˋであり，小
さい面ੵの対ࡦで効Ռが得られる。なお，本消Ի器 1
の重量はグラスールを含めてݸ 3 t と軽量で，現場
での主な設置作業はクレーンでの༲重作業のみであ
る。本消Ի器は，発破時以外はレールにより左右に開
์するため，掘削作業のげとならない。消Ի器の開
ดは人力で行うことができる。

3．音響管式消音器の縮尺模型実験

Ի響式消Ի器の設計にࡍし，発破Իに対する低減
効Ռを確ೝするため，発破Իをしたিܸ性のԻ源を
用いた 1/32 縮ईのԻ響型実験を実施した。設計は
以下の 3つの手ॱで行った。
①各Ի響のڞ໐周数の確ೝ
ંり曲げたԻ響の縮ई型とスピーカーおよびマ
イクロフΥンを用いて，Ի響の長さに対するڞ໐周
数を確ೝする。
②Ի響ྻの設計
16 ～ 63H[ 帯域（1/3 オクターブ中心周数）で

低減効Ռを得られるよう，ڞ໐周数のҟなる様々な
長さのԻ響を組み合わせたྻケースを検౼する。
写真─ 4にԻ響式消Ի器の縮ई型を示す。

③縮ई型による低減効Ռの確ೝ
写真─ 5に示すトンネルの縮ई型に，Ի響式

消Ի器の縮ई型をૠ入し，低減効Ռが最大となるԻ
響の長さと置の最適化をਤる。実験には，発破を
したԻ響型用Ի源 5）を用いた（写真─ 6）。
図─ 4に型実験の低減効Ռの測定݁Ռを示す。

縮ई型実験では対周数である 16 ～ 63H[ 帯域
で 5～ 13d# の低減量が得られた。

4．山岳トンネル現場での適用

全周数帯域消Իシステムを採用した事例の低減効
Ռの検ূ݁Ռを示す。消Ի器はトンネルޱより 8N
の地点に設置した。写真─ 7，8に消Իシステムの設
置ঢ়況を示す。

ࣸਅᴷ �　τϯωϧͷॖईࣸܕਅ

ࣸਅᴷ �　Իڹܕ༻Իݯ

ਤᴷ �　ԻࣜڹফԻثͷޮݮՌʢॖईܕʣ

ࣸਅᴷ گ෦ͷঢ়ޱ　�

ࣸਅᴷ �　ԻࣜڹফԻثࣸܕਅ
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（1）測定条件
低減効Ռは，消Իシステムの設置前後の૽Ի測定値
を比ֱすることにより検ূした。Ի源は実ࡍの発破Ի
と，発破Իをした広帯域িܸ性Ի源 6）～ 8）（写真─ 9）
の 2 種類で行った。表─ 2に૽Ի測定時の発破ॾݩ
を示す。切Ӌのঢ়況により各発破のՐༀ量，発破件
がҟなる。測定݁Ռのばらつきの影響を排আするた
め，消Իシステムの設置前後で計 4回測定した。図─
5に૽Ի測定時の切Ӌと消ԻシステムおよびԻ源と૽
Ի測定点の位置関を示す。૽Ի測定点 P1 は，ޱ
から 30Nの外の地点とした。

（2）測定結果
低周Իは実発破の測定݁Ռをもとに算出し，100

H[ 以上の૽Իは，҉૽Իの影響を受けていたため広
帯域িܸ性Ի源の測定݁Ռをもとに算出した。全周
数帯域の測定データに対しては，一般的な૽Ի対ࡦな
どで用いられるオクターブ分ੳを，低周Իに対して
はڥ省の低周Իの測定マニュアル 9）に準じて，
1/3 オクターブ分ੳによりৄࡉに行った。図─ 6に低
周数帯域における消Իシステムの低減効Ռを，図─
7に 100 H[ の૽Իを含む全周数帯域の低減効Ռ
を示す。
Ի響式消Ի器の低減効Ռは，対周数である
16 ～ 63H[ 帯域において， 10 ～ 25d# であった。
次に，全周数帯域を見ると，Ի響式消Ի器によ

ਤᴷ �　૽Իଌఆ࣌ͷӋɼফԻγεςϜ͓ΑͼԻݯͱ૽ԻଌఆͷҐஔؔ

දᴷ �　૽Իଌఆ࣌ͷൃഁॾݩ

切Ӌ位置 ڃ൫等ؠ ཕ 全装ༀ量
消Ի器
設置前

～ޱ
 330N

Dᶗ
DS

電気ཕ
 6 Lg
 5 Lg

消Ի器
設置後

～ޱ
 330N

Dᶗ
DS

電気ཕ
 7 Lg
 7 Lg

ࣸਅᴷ ݯଳҬিܸੑԻ　�

ਤᴷ �　τϯωϧൃഁԻফԻثʹΑΔपҬͷޮݮՌଌఆ݁Ռ
ʢ��� ΦΫλʔϒੳ݁Ռʣ

ਤᴷ �　τϯωϧൃഁԻফԻثʹΑΔޮݮՌଌఆ݁Ռ
ʢΦΫλʔϒੳ݁Ռʣ

ࣸਅᴷ �　ফԻγεςϜ設ஔঢ়گ
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り 16 ～ 63H[ 帯域は 10 ～ 25d# の低減効Ռが，
ฏ行ٵԻ板式消Ի器により 125～4 LH[ 帯域は 15
～ 25d# の低減効Ռが得られていた。比ֱとして一
般的な防Ի൶（グラスールॆరの߯板 tʹ 100NN
ʴਧ付コンクリート tʹ 100NN）の低減効Ռ 2）をซ
せて示す。本システムは防Ի൶のૠ入損ࣦ測定݁Ռと
比べると，100H[ の૽Իに対する低減効Ռは同等
以上であり，低周Իに対する低減効Ռは 16 ～ 63
H[ 帯域で 5～ 20d# 大きい。

5．おわりに

トンネル発破Ի対ࡦの新技術として，全周数帯域
に対応した山ַトンネル発破消Իシステムを開発し
た。発破૽Իは広帯域に及ぶため，限定的な周数の
みの対ࡦでは不े分であるが，本システムを用いるこ
とで発破Իを全周帯域で制することが可能となっ
た。発破で掘削しているトンネル現場に本システムを
適用し，低周Իで10～ 25d#（16～ 63H[帯域），
100H[ の૽Իで 15 ～ 25d#（125 ～ 4 LH[ 帯域）
の低減効Ռを確ೝした。
本消Իシステムでは，低周ԻはԻ響のڞ໐現
により発破Ի自体のΤネルΪーをって消Իされ，
100H[ の૽ԻはٵԻ材のٵԻ効Ռにより低減され
るため，動力は不要でありڥ負荷が一切無い。また，
ブロック構で設置・撤ڈが容қかつ転用が可能なた
め，コストダンが可能となる。
本消Ի器はこれまで 5現場で設置実がある。今後
も多数の山ַトンネル工事における有効な技術とし
て，多くの現場へ普及してڥ負荷の低減に貢献する
とともに更なる技術の発లをしていきたい。
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低炭素施工システムの構築
“TO-MINICA”Web システム

周　　　　　潔・樋　口　正一郎

施工中の現場で発生するCO2 排出量の削減を可能にする低ૉ施工システム（TO-MINIC"）（以下「本
システム」という）をェブ上でՔಇできるように改良し，TO-MINIC"8eC システム（以下「本XeC
システム」という）を開発した。低ૉ施工システム（TO-MINIC"：TodaMiniNVNCarConConTtrVDtion）
とは，施工段֊におけるCO2 排出量の把握及び削減するための手๏である。EXCE-シートを基にしたプ
ログラムを8eC 上でՔಇするシステムに変更することで，現場の作業負担を減少し，ڠ力ձࣾを含めて
関者全員で情報ڞ有できるようになった。8eC システムは 2015 年 4 ݄に運用を開始している。本ߘで
は本8eC システムで実現できること及び8eC システムの利点について述べる。
キーワード：8eC，CO2 排出原୯位，CO2 排出量の推移，施工経過率，削減活動

1．Webシステム構築の経緯

本システムとは，施工段֊における CO2 排出量の
把握及び削減するための手๏である。本取組を通じて
ʠ施工高 1ԯԁあたりのCO2 排出量（原୯位）を 2020
年に 1990 年比 40ˋ削減ʡすることを目指している。
開発当初は，EXCE- シートを活用したプログラム
で，当֘現場のॾ件及び燃料用量等を定期的に入
力することで，施工段֊における CO2 排出量（標準
排出量）の算定を行っていた。燃料用量のऩूに当
たっては，ڠ力ձࣾに FaY や電で問い合わせ，そ
の݁Ռを作業ॴで入力する等のൟࡶさが課題であっ
た。また，削減目標ୡ成への PDC"アプローチがし
にくい等のऑ点もあった。それを解決するため，本

8eC システムを開発し，EXCE- シートから8eC 上
でՔಇするシステムに変更することで，現場の作業負
担を減少し，ڠ力ձࣾを含めて関者全員で情報ڞ有
できるようになった。8eC システムは 2015 年 4 ݄に
運用を開始している（図─ 1）。

2．本Webシステムの概要

本8eC システムの֓要は図─ 2に示す。ڠ力ձࣾ
からもデータの入力を行うために，インターネット上
にサーバーを設け，外部からもゼネコンଆからもアク
セスが可能なڥを設けた。また，セキュリティ確保
のためにDM;（؇িκーン）を設けてサーバーへの
৵入を防いでいる。

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工

ਤᴷ �　ຊ8FC γεςϜͷΠϝʔδ ਤᴷ �　γεςϜ֓೦ਤͱηΩϡϦςΟͷΈ
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3．  本Webシステムで実現できること

（1）工期中の CO2排出量予測算定
着工前に，削減活動を行わずに一般的に施工した場
合の CO2 排出量の༧測値を算定する。本8eC システ
ムでは，工事価֨，全体工期，Ԇচ面ੵ，構を入力
することで着工からॡ工までの CO2 排出量༧測値を
時系ྻで算出できる。
༧測量の算定については 2010 年からੵしたデー
タを分ੳし，着工からॡ工までの CO2 排出量༧測の
理論式を導き出し，本8eCシステムにөしている。
施工段֊のCO2排出量は様々な要ૉが関連している。
過ڈにੵしたデータから，CO2 排出に関が深い 4
つの基本要ૉ（地下の有無，構，用途，施工支ళ）
を選定した。算定は以下の流れにより行う。
・工事進におけるCO2 排出量༧測
ʹ全体 CO2 ༧測排出量ʦt-CO2ʧ̫ 施工経過率におけ
るCO2 排出量の推移ʦ0～ 100ˋʧ
・全体CO2 ༧測排出量ʦt-CO2ʧ
ʹԆচ面ੵʦN2ʧ̫ 全体ฏ均排出原୯位ʦt-CO2/N2ʧ
ʷ各種数（用途ʷ支ళʷ構ʷ地下の有無ʷ補正
（数
・CO2 排出量の推移ʦ0～ 100ˋʧ
ʹ10�73 ʷ経過率ʦˋʧ?6 ʴ 39�79 ʷ経過率ʦˋʧ?5ʴ
56�29 ʷ経過率ʦˋʧ?4 ʵ 37�61 ʷ経過率ʦˋʧ?3ʴ
11�25 ʷ経過率ʦˋʧ?2 ʴ 0�13 ʷ経過率ʦˋʧ
（ਤ 3 に示すฏ均値曲線 6次関数の近ࣅ式の各数
をCO2 排出量の推移算定式の数として用いる。）

・経過率ʹ 1／工期ʦ日ʧ̫ 経過日数ʦ日ʧ
2010 年からの実施事例として，全国 11 支ళ，合計
104 現場の CO2 排出量データを分ੳし，施工経過率に
Ԋった CO2 排出量推移を算出し，図─ 3に示すグラ
フにプロットした。グラフには CO2 排出量推移のฏ
均値，最大値・最小値，標準偏差が表されている。全
データの 68ˋがฏ均値ʶ標準偏差ʷ 1に入っている
ことからこの理論式のଥ当性が確ೝできた。

（2）CO2削減計画の立案
CO2 排出量削減に向け，41 項目の削減メニューか

ら，自作業ॴで実施する項目を選択する。これにより
削減される CO2 量が算定され，同時に削減可能なコ
ストも表示される（図─ 4）。
例として，事ॴのর໌点౮時間を短縮すると，短
縮 1 時間で 0�8 t の CO2 削減と 3586 ԁのコスト削減
が可能である。

（3）燃料使用量の入力
工事段֊で発生するCO2排出量を算定するために，

工事で用する燃料（軽油，電力等の 8項目）の用
量を把握する。燃料用量は，ڠ力ձࣾが用する燃
料（主に軽油）と作業ॴから支څする燃料（主に電力）
があり，本8eC システムへの入力方๏は以下のとお
りとなる（図─ 5）。
（a）ڠ力ձࣾ
力ձࣾの担当者に，データ入力ґ頼のメールが毎ڠ
݄ಧく。そこに記載されたアドレスを開くことで，本
8eC システムの燃料用量入力画面にࢸる。メール
を利用することで，入力のれを防͙効Ռを期待して
いる。
（C）作業ॴ
力ձࣾと同様にデータ入力ґ頼メールからシステڠ

ਤᴷ �　γεςϜ֓೦ਤͱηΩϡϦςΟͷΈ
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ムの入力画面をひらき，燃料用量を入力する。

（4）CO2排出量の実績確認
（a）実確ೝ画面
実確ೝ画面では，ॡ工までのCO2 排出༧測線と，

燃料用量から算定されるCO2排出量ྦྷ計の実線，
施工原୯位実線が表示される。作業ॴはこれらの݁
Ռを見て目標排出༧測量以下にえられるように理
を行う（図─ 6）。
༧測定線は，3（1）でઆ໌した理論式に基づいて表
示される。
（C）༧測値を用いた過ڈデータの評価
実ࡍの現場において実施した CO2 排出量の༧測曲
線及び実曲線との検ূを以下に示す。
検ূ例 1　事ॴビル（工事֓要）
・建設地：౦ژ都　建用途：事ॴビル
・֊数地上：20 ֊，地下：2֊，構：S
・建ங面ੵ：1610 N2，Ԇচ面ੵ：28499 N2

・工期：31 ϲ݄
検ূ例 最先テナントビル（工事֓要）ڥ　2

・建設地：౦ژ都　建用途：事ॴビル
・֊数地上：8֊，地下：0֊，構：S
・建ங面ੵ：472 N2，Ԇচ面ੵ：3755 N2

・工期：10 ϲ݄
図─ 7は CO2 ༧測排出量と CO2 排出実との比ֱ

をࢼみたグラフである。検ূ例 1 を見ると，ೋつの
CO2 排出カーブは近ࣅしており，今回の分ੳに相応の
ଥ当性があることを検ূできた。

ਤᴷ �　೩ྉ༻ྔͷೖྗ

ਤᴷ �　࣮֬ೝ

ਤᴷ �　༧ଌۂઢͷূݕ
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検ূ例 2の検ূ対は 2011 年ॡ工したڥ最先
テナントビルである。施工段֊で掘削計画，༲重計画
の変更による効率的な施工，廃غ・ൖ出土の削減
および建設Ԛటの場内࠶生利用による用燃料の削
減，土ॲ分時のॲ分場の変更による距離の短縮，バ
イオディーゼル燃料（#DF）の用による軽油の削
減等様々なCO2排出量削減ࡦを実施した。その݁Ռ，
CO2 排出量の実曲線は༧測曲線より大幅に下がるこ
とが検ূできた。

4．本Webシステムによる利点

（1）入力項目の簡略化
CO2 排出量༧測に必要な情報を大幅に減らし，さら

に，建の基本情報を「建データベース」（TIP：
TodaInGorNationoGProdVDt）から自動取込とするこ
とで入力作業を大幅に削減した。

（2）入力方法の多様化
8eC をったシステムとしたことで，パソコンに
限らずにスマートフΥンやタブレットからも入力
が可能となった。ڠ力ձࣾにとっても，時と場ॴを選
ばず入力ができ，利ศ性が向上している。

（3）PDCAが容易に
関者に݄毎にメールが自動信されることが可能
となり，データの入れれを防止できる。また，CO2
排出量データは適時確ೝできるので，目標にୡしてい
ない場合には新たな削減手段をߨじることができる。

（4）データ信頼度の向上
本8eC システム実施対作業ॴが報ࠂしてきた
データは支ళ୯位でవめられた上で，本ࣾに一ׅ的に
ूめられる。
これまでは，3ϲ݄から半年に 1回であったू計作
業が，毎݄行うことができるようになり，データの精
度確保と排出量理に役立っている。

（5）省 CO2意識を高める
，力ձࣾからもシステム上で数値を入力するのでڠ
ゼネコンだけでなくڠ力ձࣾを含めた省 CO2 ҙࣝの
高༲にܨがる。2014 年度の CO2 排出原୯位は 20�3
CO2-t/ ԯԁで基準年比˛ 29ˋであり，目標の˛ 40ˋ
まであと一ଉである。

5．おわりに 

本システムの活用により，作業ॴ・ڠ力ձࣾにおけ
る入力作業を軽減するとڞに，CO2 排出量データの精
度向上にܨげ，さらなる省 CO2 活動の推進にめて
いく。


ඉޱ　正一（ひ͙ちしよういちΖう）
田建設᷂ށ
技術開発センター　
෭センター長

ʦචऀհʧ
周　ܿ（しΎう　きよ）
田建設᷂ށ
価値推進ࣨ　価値戦略ユニット
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オンサイト除染排水処理システムの開発・実用化

久保田　　　洋・繁　泉　恒　河・野　口　俊太郎

আછ作業で発生する排ਫ中の์ࣹ性セシムは೪土等の懸質をআڈすることにより，大幅に低減で
きることが確ೝされている。ච者らはআછ現場での排ਫॲ理をさらに進め，ॅຽの方により「安心」して
もらえるআછ排ਫॲ理を目指し，1 t 車クラスに搭載可能なコンパクトな排ਫॲ理装置に度計とਫ中์
ࣹ線量計をซ用設置した「ਫ質視型オンサイトআછ排ਫॲ理装置」の開発を行った。本装置に用した
モニタリングシステムの検ূおよび実排ਫॲ理の݁Ռについてհする。
キーワード：আછ排ਫ，オンサイト，度，ਫ中์ࣹ線量

1．はじめに

ౡ第一原子力発電ॴの事ނに༝来する์ࣹ性質
によりԚછされた地域をআછするために，ฏ成 23 年
8 ݄ 30 日にެされた์ࣹ性質Ԛછ対ॲ特ા๏（以
下，特ા๏）に基づき，ڥ省によりআછのガイドラ
イン 1）がࡦ定された。以߱，国直のআછ特別地域
や市ொଜが中心となるআછ実施۠域においてআછが進
められている。আછ作業において発生するআછ排ਫは
現在，技術指 2）にԊって排ਫ中の懸質（SS）
を߱আڈするॲ理が行われている。আછ作業にう
排ਫのॲ理基準としては，特ા๏第 33 に定められ
ている同一人が 0～ 70 まで，そのೱ度のਫをҿ用ࡀ
した場合の年間์ࣹ能量 1 NSv に相当する，セシ
ム 137 の値を 90 でআした値とセシム 134 を 60 でআ
した値のが 1以下という，廃غॲ理施設周辺のެ
ਫ域のਫ中のೱ度限度ڞ 3）が基準として用いられる
ことが多い（以下，「ެڞਫ域限度」という）。
আછ作業で発生する排ਫ中の์ࣹ性セシムは೪土

等のSS分にڧくٵ着されていることが分かっており4），
このআڈ方๏として，ࡎूڽをఴ加し SS 分を߱আ
఼ॲ理は排ਫ中の์ࣹ能ೱ度低減においूڽするڈ
て大変有効である。ूڽ఼ॲ理方๏として，排ਫを
回ऩし特定の場ॴに設置した大型排ਫॲ理装置を用い
てॲ理するूॲ理か，排ਫॲ理装置を現地に持ち込
みॲ理するオンサイトॲ理がある。์ࣹ性質を含む
排ਫを移ૹするリスクや敷地の確保等の؍点からオン
サイトでॲ理できる方がより好ましいと考えられる。
実ࡍ，オンサイトॲ理装置は①ドラム؈やバケツ等を

現地に持ち込み手作業でॲ理する方๏，② 4 t 車など
にूڽ఼ॲ理装置一式を搭載し現地で車上ॲ理する
方๏がطに行われている 5）。ただし一方で，①の方๏
については手作業での移動や設置が必要でありॲ理能
力が低いこと，②の方๏についてはಓ路幅が大きい現
場では良いが，ॅが密ूしているΤリアやڱい路地
等では 4 t 車の進入がࠔ難な場合やॅຽの通行ো害と
なる等その適用範囲が限られるという課題がそれͧれ
あった。加えてআછ排ਫをॲ理したॲ理ਫの์ࣹ能ೱ
度を測定する場合，正確な測定はήルマニム半導体
検出器等による分ੳࣨ内での測定が必要であり，費用
と時間を要する。また現地測定๏としてఏ案されてい
る؆қ๏でも分ੳ用ࢼ料を別途採取する必要があり，
測定にあたっては外部の์ࣹ線の影響を減ਰさせるた
めのԖശなどのःณ体を用いることが多い 6）。
ච者らはౡݝ内のॅআછ業において，低線量
Τリア，ڱい路地，部分আછ，スポット的に発生する
আછ排ਫといったঢ়況に対応するため，新たにオンサ
イトॲ理装置の開発を行った。開発にあたりこれまで
のオンサイトॲ理の課題をؑみ，従来よりもコンパク
トで軽量な構の排ਫॲ理装置とすることで機動性を
高くし，かつॲ理ਫ์ࣹ能ೱ度が理基準以下である
ことをリアルタイムで推定できるモニタリング機能を
搭載した「ਫ質視型オンサイトআછ排ਫॲ理装置」
（以下，「本装置」という）を作し，実排ਫॲ理に適
用した。

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工
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2．水質監視型オンサイト除染排水処理装置

（1）排水処理フロー
本装置のॲ理フローを図─ 1に，装置外؍を写真
─ 1に示す。ॲ理フローとしては排ਫॲ理を行う部
分とਫ質モニタリングを行う部分の 2つに分けられ
る。排ਫॲ理装置としては，座，原ਫ૧，ूڽ఼
૧，Ζ過૧，ॲ理ਫ૧（モニタリング૧），制御൫等
から構成される。ूڽ఼૧には᷂アステック౦ࣾژ
の「キュイーンシステム」をΖ過ਫ૧には同ࣾの「ロ

カッキー」をそれͧれ導入 7）し，それらが 1 ～ 1�5 t
トラックに搭載可能となるようにコンパクトかつ作業
性が確保できる置とした。装置のॲ理能力は 400
-／時間である。原ਫ૧・ॲ理ਫ૧は軽量化の؍点か
らथࢷタンクを用いた。各૧間の移ૹ用ポンプの
ON-OFF スイッチ，度計の指示計を制御൫で操作
できるようにし，また各૧間のバルブも作業者が操作
しやすいように作業スペースへूさせた。また装置
の車両への搭載が行いやすいように装置は߯の座
の上に設置し，ユニット化することにより移動式ク
レーン等を用いて一ׅでੵみ替えが可能な構とし
た。

（2）モニタリング用計測器
本装置にはモニタリング用計測器として，これまで
ਫ中の์ࣹ能ೱ度の理として用いられている度
計 8）（オプテックスࣾ，TC-100）に加えて，ਫ中์
ࣹ線量計もॲ理ਫ૧（ポリΤチレン 200 -，600 ʷ
600 ʷ 750 NNH）にそれͧれ設置した（写真─ 2）。
ਫ中์ࣹ線量計には᷂ງ場作ॴの「P"-11008」9）

を用いた。両測定器とも上部よりるしてݻ定し，ਫ
中์ࣹ線量計は測定部が૧中ԝになるように調整し

ਤᴷ �　ഉਫॲཧϑϩʔ

ࣸਅᴷ �　ຊஔ֎؍

ࣸਅᴷ �　ϞχλϦϯά༻ܭଌث



�9建設機械施工 Vol.67　No.10　October　2015

た。それͧれの測定値について度計は制御൫の表示
器に，์ࣹ線量計はタブレット型 PCに接続すること
で外部にリアルタイムの数値を表示し，現場で作業者
が確ೝすることができるようにした。

3．モニタリングシステムの検証

（1）モニタリング装置の検証試験
モニタリングに用いる度計，ਫ中์ࣹ線量計の性
能を検ূする目的で，現地にて検ূࢼ験を行った。ࢼ
験はআછ作業আڈを材料として，初期Ԛછਫを作
し，ॲ理ਫ૧（200 -）内にて 10 ～ 11 回に分けてਗ਼
ਫでرऍしながら度，ਫ中์ࣹ線量の計測値とرऍ
Ԛછਫのήルマニム半導体検出器での分ੳ値の関
を検ূした。ࢼ験はۭ間線量率のҟなる 2ϲॴで行っ
た。ࢼ験件を表─ 1に示す。表中のバックグラ
ンドਫ中์ࣹ線量とはॲ理ਫ૧内をرऍ用のਗ਼ਫのみ
でຬたしたࡍの値である。ۭ間線量率と比ֱして，サ
イト"，#それͧれ 28ˋ，35ˋまで低減されており，
200 - ਫ૧により外部の์ࣹ線量を 70ˋ程度ःณでき
ることが確ೝされた。

（2）水中放射線量と放射能濃度
図─ 2にモニタリング検ূࢼ験におけるਫ中์ࣹ

線量と์ࣹ能ೱ度の関を示す。ਫ中์ࣹ線量は์ࣹ
能ೱ度に対して決定数でサイト"，#ڞに 0�99 と
高い相関関を示した。回ؼ直線のきはサイト"
では 1800 なのに対してサイト #では 1700 とその差
は 6ˋ程度であり，排ਫ中の懸のҧいによる影響
をほとんど受けないことが示ࠦされた。図─ 2より
両サイトのਫ中์ࣹ線量はެڞਫ域限度である
134CT/60 ʴ 137CT/90 の値が 1（75 #R/- 相当）以下の
ೱ度域であっても定量性が得られることが໌らかに
なった。ਫ中์ࣹ線量の定量下限値としては，サイト
"では 30 #R/- 程度，サイト #では 50 #R/- 程度で
あることが推定された。これらのことからਫ中์ࣹ線
量はオンサイトにおいて์ࣹ能ೱ度をモニタリングす
る指標として有効であり，ެڞਫ域限度相当の75 #R/-
であれば適用可能であることが໌らかになった。ただ

しサイト"よりも #において定量下限が高くなった
理༝としてバックグランド線量が影響していると考
えられ，高線量地域で用する場合にはさらに定量下
限が上ঢする可能性が考えられた。

（3）濁度と放射能濃度
図─ 3にモニタリング検ূࢼ験における度と์
ࣹ能ೱ度の関を示す。度は測定器（TC-100）の
測定範囲が最大 99�9 であるため，それ以下の値につ
いて์ࣹ能ೱ度との相関関を調べた。์ࣹ能ೱ度と
の関ではサイト"で決定数 0�97，サイト #で 0�99
とڞに高い相関関にあることが໌らかになった。
本݁Ռから度は์ࣹ能ೱ度がެڞਫ域限度相当の
75 #R/- 以下と低いೱ度ྖ域においても高い直線性を
有しており，ਫಓਫの理目標値である 10 #R/- に

දᴷ �　ϞχλϦϯάஔݧࢼূݕ݅

験地ࢼ ॴ在地
ۭ間線量率

バックグランド
ਫ中์ࣹ線量 Ԛછਫ材料

初期Ԛછਫೱ度

ЖSv/I ЖSv/I #R/-
サイト" ౡݝ内 0�09 0�025 Ӎਫᐩ等ଯੵ 1140
サイト # ౡݝ内 0�40 0�14 排ਫॲ理Ԛట 295

ਤᴷ �　ਫத์ࣹઢྔͱ์ࣹೱͷؔ

ਤᴷ �　ͱ์ࣹೱͷؔ
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ついても理基準として適用することが可能であるこ
とが示ࠦされた。ただし度についてはサイト"，#
の回ؼ直線のきは大きくҟなっており，排ਫ中の
質分と์ࣹ能ೱ度との関式を排ਫの種類毎に作成し
ておく必要があることも໌らかになった。

（4）モニタリング装置の特徴
本装置で用いた度計，ਫ中์ࣹ線量計のそれͧれ
の特徴を表─ 2にまとめる。

4．除染排水処理

表─ 3に実排ਫॲ理の݁Ռの一例を示す。3種類の
排ਫは原ਫが 59 ～ 172 #R/- であったが，本装置で
ॲ理したあとのॲ理ਫは 10 #R/- 以下まで低下して
おり，低減率は最大 99ˋ以上であった。このことか
ら本装置が実排ਫのॲ理においても有効であることが
確ೝされた。
モニタリングデータはサイト"で行ったࢼ験では
度およびਫ中์ࣹ線量とも低い値を示しており，実
測の์ࣹ能ೱ度にԊう݁Ռとなった。一方，サイト#
で行った実排ਫࢼ験ではਫ中์ࣹ線量がバックグラ
ンドよりも 0�1ЖSv/I 以上高い値を示した。しかし
度は 25 であり，図─ 3の関式（サイト #）からも
์ࣹ能ೱ度は低いことが推定された。݁Ռ的には，サ

イト #の実排ਫॲ理を行った場ॴの近にあったフ
レコンからの線量のःณ有無が݁Ռに影響しているこ
とが໌し，実測の์ࣹ能ೱ度は度が示すとおり低
い値であった。このことからਫ中์ࣹ線量計の測定時
には周辺ڥを確ೝし，線量が安定している場ॴを選
ぶ必要があることが確ೝされた。
本装置は開発後，আછ現場にて 70 バッチ以上の排
ਫのॲ理を行ったが，定期的な์ࣹ能ೱ度測定および
モニタリング装置の指標からॲ理ਫが 10 #R/- 以下
であったことが確ೝされている。

5．おわりに

本装置は 1 t 車に搭載可能な容ੵ ŋ重量にऩまるよ
う設計したことにより，ॲ理量は多くないが大型のト
ラックが入れないॅ֗やڱいಓ路の先にあるআછ現
場にも対応することができる装置となった。また本装
置はユニット化されていることから，ੵみ下Ζし作業
は一ׅで短時間のうちに行うことができ，必要時にの
み車両に搭載して用することも特長のひとつであ
る。さらに従来のオンサイト排ਫॲ理では行われてい
ない度計およびਫ中์ࣹ線量計を用い測定値をリア
ルタイムで表示することにより，ॲ理ਫ質を「見える
化」し，より安心なআછ排ਫの理を実施することが
可能となった。

දᴷ �　֤ϞχλϦϯάஔͷಛ

度計 ਫ中์ࣹ線量計
測定範囲 10 #R/- 以下でも推定可能

度計の上限までしか測定できず
30 #R/- が定量下限（200 - ૧）
高ೱ度の測定可能

測定時間 10 ඵ程度 3～ 5分
外部์ࣹ線の影響 受けない 受ける

定量下限が上ঢするため，高線量域ではःณが必要
質の影響 受ける

懸質の์ࣹ能ೱ度により変換数が大きく変化
ほとんど受けない

༹解性CT への対応 対応不可 対応可能

දᴷ �　࣮ഉਫॲཧ݁Ռ

ॲ理
場ॴ

排ਫ種類
์ࣹ能ೱ度 ॲ理ਫ૧モニタリングデータ

134CT 137CT 134CTʴ137CT 134CT
60
ʴ

137CT
90

度 ਫ中์ࣹ線量
#R/- #R/- #R/- 度 Ж Sv/I

"
Ӎਫᐩ等ચড়排ਫ 15 44 59 0�74 ʵ ʵ

ॲ理ਫ ʻ 0�73 ʻ 0�89 ʻ 1�6 ʻ 0�02 0�3 0�038（0�03-0�04）

"
ඉ等ચড়排ਫ 40 132 172 2�1 ʵ ʵ
ॲ理ਫ ʻ 0�5 0�71 0�71 ʻ 0�02 11 0�049（0�04-0�05）

#
路面ચড়排ਫ 40 130 170 2�1 ʵ ʵ
ॲ理ਫ ʻ 0�8 1�7 1�7 ʻ 0�03 25 0�42（0�28-0�30）
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本装置で適用した度計とਫ中์ࣹ線量計を用いた
モニタリングは，それͧれが์ࣹ能ೱ度と高い相関関
を示すことが確ೝされたが，両測定器をซ用するこ
とにより，それͧれの特長を生かし，より精度の高い
モニタリングが可能であることが示ࠦされた。ซ用方
式を用いることで質の影響を受けにくいਫ中線量計
を用いて度計をֱ正することも可能と考えられ，
様々な種類の土を取りѻうআછ現場だけでなく，分
などの中間ॲ理にともなう排ਫॲ理のਫ質理におڃ
いても有効な手๏となることが考えられ，今後のআછ
関連業での活用が期待される。
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ൟઘ߃Տ：؆қ線量率計を用いたਫ中の์ࣹ性セシム؆қスクリー
ニング๏ɽࣹ์ڥ能আછֶձࢽ 7ol3No�2QQ83-88（2015）

ޱ　ढ़ଠ（の͙ち　しΎんたΖう）
᷂フジタ
建設本部　ڥΤンジニアリングセンター
土ڥ部
部長

ൟઘ　߃Տ（しげいずみ　こうが）
᷂フジタ
建設本部　ڥΤンジニアリングセンター
土ڥ部

ʦචऀհʧ
保田　༸（く΅た　ひΖし）ٱ
᷂フジタ
建設本部　ڥΤンジニアリングセンター
土ڥ部



�2 建設機械施工 Vol.67　No.10　October　2015

地下空洞充填におけるシールド泥水の有効利用

平　間　昭　信・川　端　康　夫

౦ւ地۠にࢄ在するѥ廃のؕ対ࡦは，౦ೆւトラフ地などの特定災害における国土ᯰڧ化，防
災・減災の取組み対となっている。現在，実施されているѥ廃のؕ対ࡦには，ࡅੴ工場で生ずる
෭産の脱ਫケーキを主材とし，セメント系ݻ化材，ਫをࠞ合した流動性の高いॆర材によるॆర工๏が
適用されている。ここでは，シールド工事で生じる༨టਫを不要地下ۭಎのॆర材として有効活用する
ことを目的とし，大型ॆర用型を用いた実験を行い，ॆర材として良好な品質を有することを確ೝした
ことを報ࠂする。
キーワード：地下ۭಎ，ॆర材，టਫ式シールド，Ԛਫ，流動性，圧縮ڧ度

1．はじめに

自વ災害が多発する日本において，国土ڧਟ化（ナ
ショナル・レジリΤンス）基本๏がฏ成 25 年 12 ݄に
ਟ化に向けた取り組みが行われていڧ定され，国土ࡦ
る。過ڈの負のҨ産として全国に分するѥ廃や
地下採ੴ場跡，地下防ۭߺ跡߭などの不要地下ۭಎ
は，長期的な地൫のΏるみでؕ事ނがىきるように
なり，ࣾձ的リスクとなっている。特に，図─ 1に
示す，౦ւ地۠にࢄ在するѥ廃のؕ対ࡦは，౦
ೆւトラフ地などの特定災害における国土ᯰڧ化，
防災・減災の取組み対となっている。
現在まで，ѥ廃をはじめとする不要地下ۭಎに
対するॆర技術の開発，施工実をੵみ重ね，過ڈ 20
年間に40ສN3のۭಎをॆరした実を有している。

現在，実施されているѥ廃のؕ対ࡦには，ࡅੴ
工場で生ずる෭産の脱ਫケーキ（೪土キラ，砂キラ）
を主材とし，セメント系ݻ化材，ਫをࠞ合した流動性
の高いスラリー材によるॆర工๏が適用されている。
一方，これまでにフライアッシュ，下ਫಓԚటম٫փ，
༹融スラグ，ペーパスラッジম٫փなどのリサイクル
材の合を検౼し，良好な適用性を確ೝしてきた 2）。
本報ࠂでは，シールド工事で生じる༨టਫを不要地

下ۭಎのॆర材として有効活用することを目的とし，大型
ॆర用型を用いた実ূ実験の݁Ռについて報ࠂする3）。
టਫ式シールド工๏は，掘削中の切Ӌを安定させるた
めに，掘削土中の೪土を取り込んだటਫをシールドマ
シーンのチャンバー内にॆຬさせ切Ӌを安定させたঢ়
ଶで掘削を行っている。掘削土はటਫとともに地上部に
流体༌ૹされ，一次ॲ理装置により0�075 NN以上の砂・
分と，0�075 NN未ຬのシルト・೪土分を含んだ༨
టਫに分離される。砂・分は土ॲ分や有効利用さ
れているが，༨టਫはೋ次ॲ理装置により脱ਫケー
キとしてॲ理したのち，廃غとして最ऴॲ分場でॲ
理されている。シールド工事では，この廃غとなる༨
టਫが大量に生じることから，その有効な࠶利用方
๏として༨టਫを主材としたॆర材の検౼を行った。

2．空洞充填工法とは

地下ۭಎॆర工๏は，ݻ化材をࠞ練したスラリーを地
上からボーリングを通じて地下ۭಎに入し，ด࠹す
ることで地൫の安定化をਤる工๏である。流動型ॆర工

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工
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๏および限定ॆర工๏の2つのॆర工๏に分類される。
流動型ॆర工๏とは，安全性の確ೝされた೪土・シ
ルトঢ়の脱ਫケーキなどの産業෭産をॆర材の材
としてリサイクル利用し，これにݻ化ࡎとਫを加えて
ࠞ練したものを用いる一般的な工๏である。
限定ॆర工๏は，図─ 2に示すように，流動性制を

目的に特घਫガラスまたは急ߗ材をఴ加することで，広
いۭಎの対ࡦ範囲を限定するためのִนを形成する。そ
のִน内部に流動性の高い中٧ॆర材をॆరすることで
対範囲外へのॆర材の࿙Ӯを防止し，効率的なۭಎ対
，を可能とする工๏である。地下ۭಎの件（ۭಎ高さࡦ
ۭಎ深度，地下ਫの有無，ۭಎఈ面のࣼなど）に応じ
て，図─ 3に示すように，各種材料をい分けることが
でき，多様な地下ۭಎに対応したॆర材を選定できる。

3．シールド泥水を用いた検証実験概要

（1）使用材料
ॆర材主材のటਫは，టਫ式シールド工๏が適用さ
れている現場のటਫを用した。用したॆర材主材

の理ࢼ験݁Ռを表─ 1に，ॆర材主材のཻ度分
を図─ 4に示す。

（2）充填材の要求性能および配合
ॆర材の要ٻ性能を表─ 2に示す。この要ٻ性能
をຬ足する合をࣨ内実験でٻめた。ٻめた合を表
─ 3に示す。

（3）検証実験方法および測定項目
検ূ実験は，図─ 5に示すো害をした型（長
さ 10 N ʷ高さ 0�3 N ʷ幅 0�6 N）に，流下速度60Ὑ
／分，流下時間10 分，流下量 620Ὑの件でॆర

දᴷ �　ॆరࡐͷཁੑٻ

୯位容ੵ
質量

P ロート
流下時間

ブリーディング
率

圧縮ڧ度

1�3～1�5 t/N3 9 ～ 14 ඵ 3ˋ以下
50 LN/N2

以上

ਤᴷ ఆॆర工๏֓ཁਤݶ　�

空洞高さ

ਤᴷ ྫ༺ͷదࡐλΠϓ෦ॆరߗٸ　�

දᴷ �　ॆరࡐओࡐͷཧ݁ݧࢼՌ

項　目 ೪土キラ 砂キラ టਫ（ס） 6߸ᛠ砂
土ཻ子の密度
（g/DN3）

2�64 2�73 2�66 2�70

含ਫ比（ˋ） 35�5 12�2 234�9 0�8
最大ཻܘ（NN） 2 2 2 0�85
（ˋ）分含有率ཻࡉ 89 73 88 100
೪土分含有率（ˋ） 54 19 4 0
（NN）ܘཻˋ50 0�003 0�025 0�039 0�194
均など数 22�9 25�1 5�5 1�74

ਤᴷ �　ॆరࡐओࡐͷཻ

දᴷ ߹ࡐరॆͨ͠ূݕ　�

ॆర材種類
୯　位　量（Lg/N3）

ॆర材主材
ਫ 化材ݻ Ԇࡎ

೪土キラ 砂キラ టਫ 6߸ᛠ砂
キラ合 360 120 ʵ ʵ 800 60 0�18
టਫ合 ʵ ʵ 375 125 793 60 0�18



�� 建設機械施工 Vol.67　No.10　October　2015

材を入し，流動ޯの測定および圧縮ڧ度，୯位容
ੵ質量の分を測定した。なお，不要地下ۭಎは，地
下ਫなどで୷ਫしている場合があることから，検౼し
たケースは実ࡍのॆరڥを定し，型内を୷ਫし
たケース（以下，ਫ中）と୷ਫしないケース（以下，
気中）の 2ケースで実施した。測定項目および測定方
๏を表─ 4に示す。

4．シールド泥水を用いた検証実験結果

（1）流動勾配
気中におけるॆర材の流動ޯを図─ 6に，ਫ中
の流動ޯを図─ 7に示す。シールドటਫを用いた
ॆర材の流動ޯは，気中およびਫ中ともに，従来の
キラ材を用いたॆర材とほ΅同等の流動性を有するこ
とを確ೝできた。今回の実験におけるシールドటਫの
流動ޯは気中で 1�5ˋ，ਫの߅を受けるਫ中では
3�9ˋだった。なお，入したॆర材の P࿙ే流下時
間は，9�24 ～ 9�85 ඵであった。

ਤᴷ ͷྲྀಈޯࡐதʹ͓͚Δॆరؾ　�

ਤᴷ �　ਫதʹ͓͚Δॆరࡐͷྲྀಈޯ

（2）圧縮強度および単位容積質量の分布
圧縮ڧ度の測定݁Ռを図─ 8に，୯位容ੵ質量の
測定݁Ռを図─ 9に示す。型内の 2 N，4�5 N，7 N
の位置でサンプルをശ抜きし，ߗ化後コア抜きして測
定を実施した。なお，ਫ中の実験では，7 Nの位置で
験体採取が行えなかったことからࢼ 4 Nまでの݁Ռ
を示した。
圧縮ڧ度はటਫ，キラ材の各合ともに，流動距離
の影響を受けず，ほ΅同じ圧縮ڧ度であった。一方で，
ਫ中のࢼ験では材料下時の֧፩がएׯ影響し，気中
に比べてਫ中の圧縮ڧ度が小さな値を示したが，流動
距離の影響はなく，要ٻ性能の 50 LN/N2 をຬ足する
݁Ռであった。
合表に基づく設計୯位容ੵ質量（1�353 t/N3）に
対する比は，気中が 0�98 ～ 0�99 であり，ਫ中では 0�97
～ 0�98 の݁Ռであり，୯位容ੵ質量も流動距離およ
びਫ中での流動の影響はほとんど確ೝされなかった。

දᴷ �　ଌఆ߲͓Αͼଌఆํ๏

測定項目 測定方๏

P࿙ేࢼ験
+SCE-F521「プレパックドコンクリートの入モルタルの流動性ࢼ験方๏（P࿙ేによる方๏）」に準ڌ。
写真─ 。রࢀ1

ブリーディングࢼ験
+SCE-F522「プレパックドコンクリートの入モルタルのブリーディング率および張率ࢼ験方๏」
に準ڌ。

流動ޯ 各測定ポイントでのॆర高さを測定し，流動ޯをٻめた。
圧縮ڧ度 +IS"1216「土の一࣠圧縮ࢼ験方๏」に準ڌして，型採取により圧縮ڧ度をٻめた。
コアによる圧縮ڧ度，
୯位容ੵ質量

化後，型内からコアを採取してߗ +IS"1216「土の一࣠圧縮ࢼ験方๏」に準ڌして圧縮ڧ度，୯位
容ੵ質量をٻめた。

ਤᴷ �　େॆܕర༻ܕฏ໘ਤ
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（3）充填状況
図─ 5の型ฏ面ਤに示したように，気中および

ਫ中ともに，ॆర材の流動を્害するো害をෳ数
置して，流動ঢ়況を؍した（写真─ 1）。写真─ 2

に示すように，流動方向に対してো害のഎ面ଆにも
ॆర材がॆరされており，高いॆర性能を確ೝした。
また，写真─ 3に示すように，ਫ中を流動させたॆ
ర材については材料分離は確ೝされなかった。

5．おわりに

実ࡍのటਫ式シールド工๏の採用現場で生じた༨
టਫを主材としたॆర材の合を選定し，大型ॆర用
型を用いてॆర性を検ূした。今回実施した実験で
得られた見を以下に示す。
・Pロート流下時間など，これまでのॆర材の要ٻ性
能をຬ足する合を選定することにより，キラ材を
用いた従来のॆర材と同等の流動ޯおよびॆర性
が得られた。
・圧縮ڧ度は，టਫ，キラ材のॆర材ともに，ਫ中に
おいても流動距離の影響を受けず，要ٻ性能の
50 LN/N2 をຬ足した。
今回の検ূ実験において，シールド工事から排出さ
れる༨టਫは，ॆర材取材として高い適用性が確ೝ
できた。ただし，実ࡍのシールド工事の現場では，地
質件によって，༨టਫの密度，ཻ度分などの品
質がҟなるため，ॆర材の合や性ঢ়に影響を༩える
ことが考えられる。このことから，今後は，これら地
質件がॆర材の性ঢ়に及΅す影響を把握し，ॆర材
の要ٻ性能をຬ足する合設計を選定するための検౼
を進めていく༧定である。


ʬߟࢀจݙʭ
 1）日本ॆてんڠձฤ：改గ൛ۭಎॆర施工マニュアル，ᴷۭಎによる
災害防止と地൫安定化のための技術ᴷ，日本ॆてんڠձ，2004�

 հ，本ோສ：リサイクル材料のۭಎܓؠ，利ل本ত，山田ଇࡔ（2
ॆర材への適用性，材料，第 54 第ר 11 ߸，QQ�1123-1128，2005�

 3）߁，দ原利೭，݄ହ，ฏ間ত信，ࡔ本ত：土木ֶձ第
70 回年次ֶ術ߨԋձߨԋ֓要ू，ᶙ部，QQ�121-122，2015�9�
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製品化に至るまでの二酸化炭素（CO2）排出量を 
実質ゼロ以下にできる環境配慮型コンクリート
CO2-SUICOM（スイコム）

関　　　健　吾・向　原　敦　史・庄　司　　　慎

ੴփをはじめとする産業෭産を大量に活用し，さらに CO2 をٵऩ・ݻ定するコンクリートʠCO2-
SUICOMʡ（以下「本コンクリート」という）を開発した。本コンクリートについて，ࣨ内ࢼ験によって
CO2 排出量および廃غリサイクル量を評価した。また，取得した݁Ռに基づき，実工事に適用した場合
の CO2 排出量および廃غリサイクル量をࢼ算した。その݁Ռ，本コンクリートを実工事に適用するこ
とで，ڥ負荷をஶしく低減することができるとの見通しを得た。
キーワード：ੴփ，CO2，ࢎ化ཆ生，排気ガス，コンクリート

1．はじめに

近年Ր力発電は，զが国の電力څڙ量の 90ˋ程度
を担っており，それにい産業や国ຽ生活を支える重
要なΤネルΪーとなっている 1）。しかしながら，Ր力
発電のうちੴՐ力の特徴として，原料となるੴを
燃মしたࡍに CO2 とੴփが排出されてしまうこと
がڍげられる。CO2 は地ٿԹஆ化の一Ҽとして考えら
れており，国内外において，排出量の削減がٻめられ
ている。ଞ方，ੴփに関しては，その有効利用率は
高いものの，最ऴॲ分場のԆ໋化という؍点からは，
更なる有効活用がまれる。
これまでにも，機械設උの合理化やコンクリートへ
のੴփの活用（フライアッシュセメント）に代表さ
れるように，各方面で前述の課題解決に向けた検౼が
様々なされている。しかしながら，Ր力発電ॴは今後
も増設されることが見込まれており，ӹ々の力を重
ねることが必要であると考えられる。
このようなഎܠのもと，ஶ者らは，特घࠞ材やੴ
փなどの෭産を用いてコンクリート中に CO2 を
定する本コンクリートを開発したݻ・ऩٵ 2）。本コン
クリートの特徴はೋつある。まず一つ目は，材料
時の CO2 排出量が少ない特घࠞ材やੴփをセメ
ント代替として用いることで，材料時の CO2 排
出量を低減していることである。ೋつ目は，Ր力発電
ॴの排ガスをॆຬさせたཆ生૧内でコンクリートをཆ
生（以下，ࢎ化ཆ生）することで，排ガス中のCO2
をコンクリート中にٵऩ・ݻ定させていることである
2）。このように，本コンクリートは，ੴփ等産業෭

産の有効活用と CO2 排出量の大幅削減というೋ項
目を実現しており，前述したೋつの課題解決にد༩す
るものとして期待される。また，本コンクリートは，
合設計や方๏の工により，ੴփ利用率を更
に高めることができる。
ここでは，ੴփ利用率を高める手๏として，ଈ時
脱型方式のプレキャストコンクリートブロックの
を定し，ࣨ内ࢼ験によりコンクリートの品質評価を
行うとڞに，実工事に適用した場合のڥ負荷低減効
Ռをࢼ算した݁Ռを報ࠂする。

2．本コンクリートの品質評価結果

（1）使用材料および配合
本コンクリートの用材料を表─ 1に示す。表中
には，土木ֶձの指 3）に示される材料༝来の CO2
排出量および廃غリサイクル量の原୯位をซ記し
た。なお，同指中では，セメントおよびੴփは廃
リサイクル量の計上対としてѻわれているものغ
の，高スラグඍคおよびフライアッシュは計上対
外としてѻわれている。
合は，ଈ時脱型性等を考ྀして，ਫค体比を
32ˋとした。その場合，本コンクリートの୯位セメン
ト量は 55 Lg/N3，୯位ੴփ量は 212 Lg/N3 となる。
度や合にもよるが，一般的なプレキャストコンクڧ
リートは，୯位セメント量が 400 ～ 450 Lg/N3 程度
と考えられ，ੴփは用していない場合がほとんど
であることを踏まえると，本コンクリートは，セメン
ト用量が大幅に低減され，代わりにੴփの用量

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工
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がஶしく多くなっていることが分かる。
各々の合について，土木ֶձの指 3）に従い，

材料༝来の CO2 排出量および廃غリサイクル量を
算出した。算出݁Ռを図─ 1および図─ 2に示す。
本コンクリートは，一般的なプレキャストコンクリー
トと比ֱして，材料༝来の CO2 排出量が 1/6 と大幅
に少ないだけでなく，廃غリサイクル量も 4～ 6ഒ
へと大きく増加することが分かる。

（2）CO2削減量の評価
ࢎを用いて（験装置ࢼଅ進中性化）験ࣨの設උࢼ
化ཆ生を行った本コンクリートについて，無機ૉ分
ੳを行い，CO2 ─定量を測定した。測定݁Ռを図ݻ 3

に示す。ਤより，一般的なプレキャストコンクリート
はࢎ化していないため，ほとんど CO2 をݻ定して
いない݁Ռとなったが，本コンクリートは 100 Lg/N3

の CO2 をコンクリート中にݻ定していることが分か
る。
ここで，ʠ材料༝来のCO2 排出量（図─ 1）ʡから，

ʠCO2 ─定量（図ݻ 3）ʡを差し引いた，CO2 排出量の
評価݁Ռを図─ 4に示す。ਤより，一般的なプレキャ
ストコンクリートは 320 Lg/N3 程度の CO2 を排出す
るのに対し，本コンクリートの CO2 排出量はʵ
39 Lg/N3 であった。すなわち，CO2 削減量は 320 （ɻʵ
39）́ 359 Lg/N3と大幅に低減できることが分かった。

3．  実工事に適用した場合の環境負荷低減効
果の試算

前ষでのࣨ内ࢼ験による品質評価݁Ռを踏まえ，本
コンクリートを実工事に適用した場合について，CO2
排出量と廃غリサイクル量をࢼ算し，ڥ負荷低減
効Ռを評価した。

（1）対象工事と試算条件
検౼対とした工事件およびࢼ算件を表─ 2に
示す。検౼対は，大規ଠཅޫ発電ॴ（以下，メガ
ソーラー発電ॴ）新設工事のうち，ଠཅޫパネル基ૅ

දᴷ ྉࡐ༺　� �ʣ

໊শ
密度

（g/DN3）
CO2 排出量
（Lg/ton）

廃غ
リサイクル量
（Xet-Lg/ton）

ਫಓਫ 1�00   0    0
セメントڧૣ 3�14 766�6  148
高スラグඍค 2�91  26�5 ʵ
Ѝ -C2S
（ダイカルシムシリケート）

2�85 159�3 　（740）˞

ੴփ（原ค） 2�20   0 1000
材ࠎࡉ 2�62   3�7 ʵ
考として，材料に含まれる෭生消ੴփの量を示すが，本検ࢀ˞
౼では考ྀしない

ਤᴷ �ྉ༝དྷͷ$0ࡐ　� ഉग़ྔͷൺֱ

ຊίϯΫϦʔτ

ਤᴷ �　ഇغϦαΠΫϧྔͷൺֱ

ຊίϯΫϦʔτ

ਤᴷ �　$0� ఆྔͷଌఆ݁Ռݻ

ຊίϯΫϦʔτ

ਤᴷ �　$0� ഉग़ྔͷධՁ݁Ռ

ຊίϯΫϦʔτ
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ブロックの設置工事とした。発電出力は，2013 年時
点で建設༧定であったメガソーラー発電ॴのうち，最
大規である 8000 L8と設定した。

（2）実工事に伴う CO2削減量
基ૅブロックの材料～練ࠞͥ～కݻめ～ཆ生～
運ൖまでを対として，実工事にう CO2 排出量を
それͧれ算出した。各工程における CO2 排出量の算
出݁Ռを表─ 3に示す。なお，同表には，前ষにて
測定したCO2ݻ定量もซ記した。表より，本コンクリー
トは，基ૅブロックのから運ൖまでを考ྀして
も，CO2 排出量はマイナスとなる݁Ռであり，一般的
なプレキャストコンクリートと比ֱして 400 Lg/N3

の CO2 を削減できることが分かった。さらに，工事
全体でする基ૅブロック数量（11000 を考ྀ（ݸ
し，工事全体での CO2 排出量を算出した。算出݁Ռ
を図─ 5に示す。ਤより，一般的なプレキャストコ

ンクリートを用した場合は，工事全体で 1592ton
の CO2 を排出する݁Ռとなった。一方，本コンクリー
トを用した場合は，ʵ147 ton の CO2 を排出する，
すなわち，147 ton の CO2 をݻ定する݁Ռとなった。
よって，本件において本コンクリートを用する場
合は，1592 （ɻʵ147）́ 1739 ton の CO2 を削減でき
る݁Ռとなった。

（3）実工事に伴う廃棄物リサイクル量
前述の廃غリサイクル量（図─ 2）の݁Ռおよび

工事全体でする基ૅブロック数量に基づき，工事
全体での廃غリサイクル量を算出した。算出݁Ռを
図─ 6に示す。ਤ中には，土木ֶձの指 3）に示さ
れる定ٛに加えて，高スラグඍคを加えた場合の
廃غリサイクル量もซ記した。ਤより，工事全体に
おける廃غリサイクル量は，一般的なプレキャスト
コンクリートを用した場合には 267 ton となるのに
対し，本コンクリートを用した場合には，1008 ton

දᴷ ݅ࢉࢼ͓݅Αͼࣄରͱͨ͠工౼ݕ　�

分類 項目
算件ࢼ

一般的なプレキャストコンクリート 本コンクリート
工事
֓要

工事対 メガソーラー発電ॴ
用コンクリート品 ଠཅޫパネル基ૅブロック

工事
件

ブロックੇ๏ 2�0 Nʷ 0�4 Nʷ 0�5 N
用ブロック数量 11000 ݸ
コンクリート用量 4400 N3（0�4 N3 ʷ 11000 （ݸ
練ࠞͥ方๏ コンクリートミキサ（2�5 N3）を用（0�6 Lg-CO2/ N3）3）

కݻめ方๏
ঢ়バイブレータ
（0�2 Lg-CO2/I）3）

C7-10型全自動成型機（3�7 L8ʷ4）
（6�0 Lg-CO2/I）

ཆ生方๏ ৠ気ཆ生→気中ཆ生 気中ཆ生→ࢎ化ཆ生
運ൖ方๏ トラック（ディーゼル，10 t）（2�7 Lg-CO2/N3）3）

運ൖ経路

දᴷ �　࣮工ࣄʹ͓͚Δ$0� ഉग़ྔͷࢉग़݁Ռ

項目
一般的な
プレキャストブロック

本コンクリート

"：CO2
排出量
（Lg/N3）

用材料 320�0 61�0




練ࠞͥ 0�6
కݻめ 0�0 0�1
ཆ生 38�5 0�0

運ൖ 2�7 5�4
#：CO2ݻ定量（Lg/N3） 0�0 100�0
合計（"ʵ #） 361�8 ʵ39�0

ਤᴷ �　࣮工ࣄʹ͓͚Δ$0� ഉग़ྔ

ຊίϯΫϦʔτ
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となり， 4ഒとなることが分かった。さらに，高
スラグඍคも計上した場合には，その値は 1341 ton
とさらに増加する݁Ռが得られた。

4．おわりに

本コンクリート CO2-SUICOMを実工事に適用する
ことで，CO2 排出量および廃غリサイクル量におい
て，ڥ負荷を大きく低減できる可能性が示された。
զが国のΤネルΪーڅڙࡦとして，定シナリオ
にもよるが，2020 年までに 2626 ສ～ 5200 ສ L8の
ଠཅޫ発電の設置が見込まれている 4）。Ծにこれらに
用いるଠཅޫパネル基ૅブロックを，全て本コンク
リート CO2-SUICOMでした場合，CO2 排出量は
571～ 1135 ສ ton程度削減できるࢼ算となる。また，
廃غリサイクル量は，243 ～ 484 ສ ton 程度増加で
きるࢼ算となる。


ʬߟࢀจݙʭ
 1）資源ΤネルΪーி：電力調ࠪ౷計，インターネットHP
  IttQ�//XXX�eneDIo�Neti�go�KQ/TtatiTtiDT/eleDtriD@QoXer/eQ002/

reTVltT�ItNl�Ieadline2
 2）٢Ԭ一ほか：CO2 排出量をゼロ以下にできるڥྀ型コンクリー

トの開発，電力土木，ฏ成 23 年 11 ݄߸
3）土木ֶձ：コンクリート構の補म・解体・࠶利用における CO2
削減を目指して，コンクリートライブラリー 134，2012

 4）経ࡁ産業省 2013年以߱の対ࡦ・施ࡦに関する報ࠂॻ
  IttQ�//XXX�env�go�KQ/eartI/reQort/I24-03/Nain�QdG

向原　ರ࢙（むかいばら　あつし）
中国電力᷂
流通事業本部　土木計画担当

ঙ࢘　৻（しΐうじ　まこと）
デンカ᷂
インフラ・無機材料部　
特घࠞ材部　技術課

ʦචऀհʧ
関　݈ޗ（せき　けん͝）
ࣛౡ建設᷂
技術ڀݚॴ　土木材料グループ
員ڀݚ

ਤᴷ �　࣮工ࣄʹ͓͚ΔഇغϦαΠΫϧྔ

ຊίϯΫϦʔτ
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生分解性作動油
次世代脂肪酸エステル系作動油

小　川　　　仁

建設機械より࿙Ӯした油圧作動油は，Տや土等にࠞ入し自વڥに影響を及΅す可能性がある。
ISO14001 に代表されるよう，ڥに対するا業の取組姿勢が問われており，生分解性作動油の検౼，
用は不可ܽの課題である。
本ߘでは，ڥ保ޢの؍点から生分解性作動油の技術的課題および次世代ࢷࢎΤステル系作動油の特

徴をհする。
キーワード：ࢷࢎΤステル，油圧作動油，ڥ保ޢ，生分解性，建設機械，次世代油

1．はじめに

近年，地ڥٿ問題が目されており，५滑油のՏ
，ւਫおよび土への࿙Ӯ対ࡦも重要な課題となっ
ている。機械に用される५滑油の多くは߭油を基油
としてされているが，一般的に߭油は自વ界で分
解されにくく，長期間にわたり存する。࿙れないよ
うに対ࡦをとることが一൪ましいが，ສが一，自વ
界に流出してしまったࡍのことを考え，自વ界のඍ生
に分解されやすい生分解性५滑油に対する要が高
まりつつある。
建設機械においても，施工時の突発的な油圧作動油
の࿙れや拡ࢄがىこったڥ，ࡍԚછの؍点からڥ
への影響が少ないことがٻめられ，自વ界のඍ生に
分解されやすい生分解性が目されている。生分解性
は表─ 1に記載したࢼ験๏で評価されており，ࢎૉ
の消費量やೋࢎ化ૉの生成量，有機の分解率から
算出される。主な५滑油基油の生分解度を表─ 2に
示した 1）～ 4）。߭油やϗワイトオイルは，生分解性が
しく，生分解性作動油の基油に用いることができな
い。P"O（ポリ -Ћ- オレフィン）は，低೪度油の生
分解性は良好であるが，油圧作動油で用される高೪
度油は生分解性がしい 3），4）。২油や合成Τステル
などのࢷࢎΤステルは，生分解性が良好であり，生
分解性作動油で幅広く用されている。ポリΤーテル
も生分解性は良いが，シール材やృ料との適合性に
ҙが必要であり，߭油との相༹性に問題があることか
ら油圧作動油には不向きである 5）。

以上のように，生分解性がٻめられる油圧装置で
は，基油にࢷࢎΤステルを用いた油圧作動油（ࢷ
ڥ用されており，今後もΤステル系作動油）がࢎ
保ޢの؍点から用量が増えていくものとࢥわれる。
しかしながら，従来のࢷࢎΤステル系作動油には，
いくつかの技術的な課題がある。後述，次世代ࢷࢎ
Τステル系作動油の特徴と課題について解આする。

特集＞＞＞　地球温暖化対策・環境対策・環境対策工

දᴷ �　ओͳੜղੑݧࢼ

験๏ࢼ 生分解度の算出方๏

OECD๏
OECD301# ೋࢎ化ૉの生成量を測定
OECD301C ૉの消費量を測定ࢎ
OECD301F ૉの消費量を測定ࢎ

"STM๏
"STMD5864 ೋࢎ化ૉの生成量を測定
"STMD6731 ૉの消費量を測定ࢎ

CEC๏ CEC---33-"-94 I3 スペクトルで分解率を測定

දᴷ �　५༉ج༉ͷੜղੑ �ʣʙ�ʣʢ$&$�-����5��� ๏˞ʣ

基材໊ 生分解度，ˋ
߭油 15 ～ 35
ϗワイトオイル 25 ～ 45
P"O①（100ˆ動೪度が 4 NN2/T 以下） 50 ～ 80
P"O②（100ˆ動೪度が 6 NN2/T 以上） 5～ 30
২油 70 ～ 100
合成Τステル①（ポリオールΤステル） 70 ～ 100
合成Τステル②（ダイマーࢎΤステル） 20 ～ 80
ポリΤーテル（EO） 70 ～ 100
˞現在は，CEC---33-T-94 ๏
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2．生分解性潤滑油

（1）建設機械用生分解性作動油
生分解性५滑油の開発・用は，特に多数の国がਫ
源を一ॹにする欧州で活発であり，ドイツやスイス等
では例により，߫外・ྛ等特定地域での作業には
生分解性५滑油の用がٛづけられている。現在，
日本国内においては生分解性५滑油の用はٛづけ
られていないが，̓͂ 日本建設機械化ڠձ規 （֨+CM"S）
では建設現場における油の࿙Ӯ対ࡦの一として，建
設機械用生分解性作動油の品質・性能を追ڀした規֨
（H,#）が制定されている。ڥや生ଶ系保ޢに対す
るҙࣝがさらにڧくなっており，油圧作動油の࿙Ӯは
機械ユーザーにとって無視できる問題ではなくなって
いる。必વ的に生分解性作動油の用がますます普及
するとࢥわれる。

（2）エコマーク
Τコマークは「第ࡾ者ೝূによる自主的なڥラベ
ル」であり，ΐ日本ڠڥձが ISO14024 の規定にଇっ
て運Ӧされている。日常生活にうڥへの負荷の低
減などを通じて，ڥ保全に役立つとೝめられる商品
に「Τコマーク」を付けることにより，商品のڥ的
ଆ面に関する情報を広くࣾձにఏڙし，ڥに優しく
ありたいとئう消費者による商品の選択をଅすことを
目的としている。

3．脂肪酸エステル系作動油における課題

（1）脂肪酸エステル系作動油の特徴
ΤステルࢎࢷΤステル系作動油は，基油にࢎࢷ
を用している。基油のࢷࢎΤステルは，アルコー
ルとࢷࢎが脱ਫ縮合して生成する化合であり，২
油と合成Τステルに分類される。২油は天વに存
在する油ࢷであり，グリセリンとオレインࢎなどのࢷ
ࢎが応して生じたものである。合成Τステルは原
料のアルコールとࢷࢎをҙに組み合わせてさ

れるものであり，ૂった特性に性を調整することが
可能である 6）。
従来のࢷࢎΤステル系作動油は表─ 3のような
特徴があり，生分解性等に優れるが，߭油に比べてࢎ
化安定性，ຎ性およびۚଐ適合性などがྼるた
め，理をଵるとトラブルにࢸる可能性があった。

（2）脂肪酸エステル系作動油の酸化安定性
化安定性は原料のアルコールとࢎΤステルのࢎࢷ
ࢎࢷの化ֶ構に影響される。アルコールとࢎࢷ
のҧいによるࢷࢎΤステルの特徴を表─ 4にまと
めた。ネオペンチルポリオールとࢷࢎを原料に
したࢷࢎΤステルは，ࢎ化安定性に最も優れる
が，ݫ選した原料を用するために高価であり 6），限
られた用途でしか用されない。一方，不ࢷࢎ
ΤステルはࢷࢎΤステルよりࢎ化安定性はྼる
が，低Թ流動性や೪度特性，コスト面で優れており，
市場に流通しているほとんどのࢷࢎΤステル系作動
油に適用されている。しかしながら，ࢎ化安定性に課
題がある場合が多く，建設機械メーカーでは作動油の
交換時間を߭油の半分程度に設定しているのが現ঢ়
である 5）。

（3）脂肪酸エステル系作動油の耐摩耗性
油圧作動油には油圧ポンプの破損を防͙ため，ຎ
防止ࡎなどのఴ加ࡎが合されている。߭油系ではジ
アルキルジチオリンࢎѥԖ（;nDTP）などのఴ加ࡎ
が用されており，優れたຎ性を発شする。しか
しながら，欧州の生分解性५滑油の規֨（EUΤコラ
ベル）では ;nDTPなどのۚଐ化合の用がې止さ

දᴷ ಈ༉ͷओͳಛ࡞ܥΤεςϧࢎࢷ　�

長ॴ 短ॴ
・生分解性が良い
・難燃性である
・೪度指数が高い
・低Թ流動性が良い

化安定性がѱいࢎ・
・ຎ性がѱい
・ඇమۚଐとの適合性がѱい

දᴷ �　Ξϧίʔϧͱࢷࢎͷҧ͍ʹΑΔࢷࢎΤεςϧͷಛ

種類 種油などࡊ 不ࢷࢎΤステル ࢷࢎΤステル
アルコールの種類 グリコール ネオペンチルポリオール ネオペンチルポリオール
の種類ࢎࢷ 不ࢷࢎ 不ࢷࢎ ࢷࢎ
・ࢎ化安定性 ʷ ˓ ˕
೪度特性・低Թ流動性 ˓ ˕ ˓
入手性・コスト ˕ ˓ ʷ
分類 ২油 合成Τステル 合成Τステル
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れており，ఴ加ࡎの選定にҙが必要である。また，
用されているఴΤステル中では従来の߭油でࢎࢷ
加ࡎを加えると，効Ռが不े分な場合や過応によ
るຎଅ進がىこる場合が報ࠂされている 7），8）。

（4）脂肪酸エステル系作動油の金属適合性
油圧ポンプの動部にはԫಔなどのඇమۚଐが用
されているが，ࢷࢎΤステル系作動油はこれらۚଐ
材料との適合性が低いと言われている Τスࢎࢷ。（9
テル系作動油を用する場合にはԫಔを用しない別
仕様の油圧ポンプを用することもあり，ԫಔに適合
するࢷࢎΤステル系作動油がٻめられている。

4．次世代脂肪酸エステル系作動油

上述のとおり，従来のࢷࢎΤステル系作動油では
化安定性，ຎ性およびۚଐ材料との適合性に課ࢎ
題があった。これらの課題をࠀするためには適切な
基材（Τステル）の選定と新規な発に基づくఴ加ࡎ
ॲ方が必要である。そこで，生分解性を有した次世代
Τステル系作動油を開発したので，その各種性ࢎࢷ
能をհする。

（1）次世代脂肪酸エステル系作動油の酸化安定性
化安定性を向上させるࢎΤステル系作動油のࢎࢷ
には，ࢎ化防止ࡎの選定が重要である。
次世代ࢷࢎΤステル系作動油（以下，次世代油と
いう）および市ൢࢷࢎΤステル系作動油（以下，市
ൢ油という）を用いて，ࢎ化安定性ࢼ験（DrZ-TOST）
を実施した。ࢎ価増加を図─ 1，きΐうࡶ量の推移
を図─ 2に示す。次世代油はࢎ価増加やきΐうࡶ
量の生成量が少なく，従来の市ൢ油よりもࢎ化安定性
が向上していることがわかる。
このように，次世代油は従来の市ൢ油よりもण໋が
長く，油圧作動油の交換時間のԆ長が期待できる。

（2）次世代油の耐摩耗性
Τステル系作動油のຎ性を向上させるにࢎࢷ
は，ຎ防止ࡎの選定が重要である。次世代油ではࢷ
ࢎΤステルに最適なຎ防止ࡎを合することで，
ຎ性の向上を検౼した。図─ 3に次世代油の
ຎ性をࢼٿ࢛験で評価した݁Ռを示す。従来の市ൢ
油よりもຎࠟܘが小さく，優れたຎ性を有して
いることがわかる。
また，次世代油を用いて，実ࡍの油圧ポンプでの
ຎ性を評価した。評価は"STMD7043 に規定され
ている7104C ベーンポンプࢼ験を実施した。本ࢼ験
は油圧ポンプを用いて油圧作動油のຎ性を評価す
るࢼ験であり，ࢼٱ験前後のポンプのຎ量（ベー
ンʴリング）を評価する。ISO 規֨（ISO11158，
HM）では，250 時間後におけるポンプのຎ量が

ਤᴷ �　%SZ�5045 ʹ͓͚ΔࢎՁ૿Ճ

ਤᴷ �　%SZ�5045 ʹ͓͚Δ͖ΐ͏ࡶͷਪҠ

ਤᴷ ΔຎੑͷධՁ݁Ռ͚͓ʹݧࢼٿ࢛　�

ਤᴷ �　7��� ϕʔϯϙϯϓݧࢼʹ͓͚ΔຎੑධՁ݁Ռ
ʢ߹֨ج४ɿ��� I ͷϙϯϓຎྔ͕ޙ ��� NH ҎԼʣ
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150 Ng 以下であることを合֨基準としている。次世
代油でのࢼ験݁Ռは図─ 4のとおりであり，ISO規֨
をຬ足するだけでなく，500 時間後でもポンプのຎ
量が少ないことを確ೝした。
このように，次世代油はࢼٿ࢛験だけではなく，実
。の油圧ポンプでも優れたຎ性を実ূしているࡍ

（3）次世代油の金属材料との適合性
油圧ポンプで用されるԫಔには，ѥԖなどの両性
ۚଐが含まれているが，両性ۚଐはࢎに༹解しやすい
性質がある。ࢷࢎΤステルはࢷࢎが原料であるた
め，未応のࢷࢎが存した場合，ԫಔからѥԖな
どのۚଐが༹出し，ԫಔを੬化させてしまう場合があ
る。このことから，次世代油はѥԖの༹出を制する
ことで，ԫಔとの適合性向上を検౼した。
図─ 5は，ѥԖ材料（Τルボ）をࢷࢎΤステル

系作動油に 120ˆで 30 日間ਁ௮させて，ѥԖの༹出
量を測定した݁Ռである。従来の市ൢ油ではݦஶなѥ
Ԗの༹出が確ೝされたが，次世代油ではѥԖの༹出が

දᴷ ༉ͷදੑঢ়ੈ࣍�　�

種類
項目 ୯位 次世代油

建設機械用生分解性作動油
（H,#）性能基準 10）

常Թ用 低Թ用
೪度۠分 ISO7G46 7G46 7G46-
密度 15ˆ g/DN3 0�921 報ࠂ
৭相 "STM -1�0 報ࠂ
引Ր点 C�O�C ˆ 300 以上 報ࠂ

動೪度 40ˆ NN2/T 46�8 41�4 以上
50�6 以下

100ˆ NN2/T 9�37 6�8 以上
低Թ೪度 ʵ20ˆ NPaT 1300 ʵ 5000 以下
流動点 ˆ ʵ37�5 ʵ30 以下
価ࢎ Ng,OH/g 0�37 報ࠂ
ਫ分 QQN 200 以下 1000 以下
ಔ板৯ 1 1 以下
さび止め性 ৠཹਫ さびなし さびなし

๐立ち性
24ˆ 0/0 50/0
93�5ˆ 0/0 50/0
93�5ˆ後の 24ˆ 0/0 50/0

F;G 験ࢼ 不合֨ステージ 12 8 以上
7104C ベーンポンプࢼ験
（250 時間）

リングຎ量 Ng 3�5 120 以下
ベーンຎ量 Ng 0�7 30 以下

"2Fポンプࢼ験
（35MPa500 時間 80ˆ）

೪度変化率 � 3 10 以下
価増加ࢎ Ng,OH/g 0�45 2�0 以下
きΐうࡶ Ng/100 Nl 0�9 10 以下

加ਫ分解安定性
ಔの質量変化 Ng/DN2 ʵ0�02 報ࠂ
ಔ変৭ 1 報ࠂ
油ࢎ価値増加量 Ng,OH/g 0�28 報ࠂ

荷重ࢼ験（シェル （式ٿ4 融着荷重 N 1569 1235 以上
ຎࢼ験（シェル （式ٿ4 294N，1200rQN，60Nin，75ˆ NN 0�47 0�6 以下
ຎࡲ特性 S"ENo�2（ЖT） 0�08 0�07 以上

に対する基準ڥ 生分解度　（OECD301#） � 60 以上 60 以上
急性ಟ性　（96I-C50） Ng/- 100 以上 100 以上

ਤᴷ �　ਁ௮ޙݧࢼͷѥԖ༹ग़ྔ

ਤᴷ �　ਁ௮ݧࢼલޙʹ͓͚ΔԫಔͷڧมԽ
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ほとんどないことがわかる。また，実ࡍの油圧ポンプ
に用されているԫಔを用いて，同様のਁ௮ࢼ験を実
施した。ਁ௮ࢼ験前後におけるڧ度変化（ビッカース
─さ）を図ߗ 6に示す。図─ 5でѥԖの༹出が確ೝ
された従来の市ൢ油では，ਁ௮後にビッカースߗさの
値が小さくなっており，ԫಔのڧ度低下が確ೝされ
た。一方，次世代油にਁ௮した場合では，ԫಔのڧ度
低下は確ೝされなかった。
このように，次世代油はԫಔに含まれるѥԖの༹出
を制することで，従来の市ൢ油よりもԫಔとの適合
性を向上させている。

（4）次世代油の性状
以上のように，次世代油ではࢎ化安定性，ຎ性
およびඇమۚଐとの適合性の改善に成ޭしている。ま
た，次世代油の一般性ঢ়を表─ 5に示すが，一般ࣾ
ஂ๏人日本建設機械施工ڠձ（+CM"S）が定めてい
る建設機械用生分解性作動油（H,#）の性能基準 10）

をຬ足している。更に，次世代油はެӹஂࡒ๏人日本
ձによるΤコマークのೝ定基準ڠڥ 11）も合֨して
おり，Τコマークೝ定商品としてొされている。

5．おわりに

Τステル系作動油の特徴を解આし，課題とࢎࢷ
してࢎ化安定性，ຎ性およびඇమۚଐとの適合性
に課題があることをઆ໌した 12）。さらに，これらの
課題をࠀするための۩体案として，次世代ࢷࢎΤ
ステル系作動油をհした。

欧州の建設・工事現場でわれる建設機械では，ૣ
くから生分解性の油圧作動油を採用されるなどڥ対
応への取組みがなされてきた。世界ڞ通でڥ保ޢと
いう大きな課題がある中，日本の建設・工事現場で
用される建設機械に，次世代ࢷࢎΤステル系作動油
を適用することによって，地ڥٿに貢献できれば
いである。
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四国遍路と石組の文化を訪ねて
∁　　ಪ　ت

2014 年，この年は߂๏大ࢣ 国ീेീϲ࢛にして࠽42
ॴྶ場を開以来 1200 年の٢の年に当たり，各ࣉ
では 50年ぶりに記೦行事も開࠵されわっていた。
࢙のम行のྺࢣ๏大߂，は「ੴ」に࢙国ว路のྺ࢛
は「ؠ」に始まる。そして࢛国にはྺ࢙を刻む「ੴੵ
の技術」にཪଧちされた؍ܠも各ॴに見られる。झ味
のࣸਅࡱ影を兼ね࢛国ว路のらこれらをਘねาくの
が大きなָしみである。
国ว路に๚れる人は年間࢛ 30 ສ人ともいわれる，
าきว路からバスツアーとその手段は様々であるが，
จॻ「༩ཅݹをҏ༧ՏՈの࢙国ว路，そのྺ࢛
ਰ記」や「ੴ手ࣉԑى」の中では「Ӵࡾઆ」と
してޠっている。ੴ手ࣉのࣉๅとされる「ۄのੴ」の
ޠもここにޠられる。
高山のम行͙ڼとࢣをࢣ๏大߂くはݹ国ว路は࢛
ૐが大ࢣの足跡を୧るम行の場であった。それがॸຽ
に一般化されたのはށߐ時代以߱とされる。そこには
とশえられる「国ว路の࢛」 1人のૐ「༒辡ਅ೦」
が大きなޭをしている。ਅ೦によりฤࢊ・発ץさ
れた「࢛ᅳᬑ路ಓ指ೆ」は本֨的なガイドブックとさ
れ広くॸຽにしまれ，ว路ಓを整උし，そこにಓ標
を設置し，ว路॓さえ設置している。これにより࢛国
ว路がॸຽのものとして定着し今日にࢸっている。ਅ
೦の建てたಓ標は 200 基に上るといわれる。ここでも
「ੴ」が大きな役ׂをՌたしている。
最初のྶ場である。ここからຌそ30ݝはѪඤࣉ自在؍

分，ւ半ౡの先に「外ധ」というूམがある。「ඒし
い日本のྺ࢙的෩土ඦ選」の一つ「ੴ֞のཬ」である。
入ߐに面した急ࣼ面，段々にੵまれたੴੵみが中ෲまで
続く，その上に建つຽՈ，ຽՈの周りをݢの高さまで囲む
ੴ֞，෩やقઅ෩かららしをकるܙ，ੴ֞はॴ
の前だけ切り下げられ常にւの様子が見える工もされ
ている。ࣸਅѪ好Ոには一度は๚れたい؍ܠの地である。

Ӊౡ市にଐするࡾӜ半ౡ，国ಓ 56 ߸からຌそ 40
分，半ౡの先に「༡子ਫ荷Ӝ」が位置する。「日本の
重要จ化的؍ܠ」とされるੴੵの؍ܠ，ւ؛Ԋいのू
མのഎ後の急ࣼ面，ඌࠜまで続く段ാ෩400，ܠ 年の
廃の༕き目にも，ฏ成ߥも一時はܠこの෩，࢙ྺ 12
年「段ാをकΖうձ」を݁成し，؍ܠ保全に取り組み
今では年間 2ສ人が๚れる地となっている。

内気ީ，ཷの多い地域であށはӍの少ないذࢌ
る。ຬೱは߂๏大ࢣがमஙしたஷਫとして有໊で
あるが，؍Իࣉ市に๛ູというダムބがある。その
ੴ組のԃఅは「国の重要จ化ࡒ」に指定されている。
全国།一のੴ組の 5連マルティプルアーチダムはত
5年の成，自વと調したそのੴ組ԃఅは，中世ヨー
ロッパのをኲኵとさせるすばらしい؍ܠ。

同 2人，車を߱りനҥをඃり般ए心経をএえ，そ
して݁ئ，「また出かけようか」とࢥえるから不ٞࢥ
である。1200 LN のว路ಓは「࢛国のಓ」や「࢛国
自વาಓ」としての整උも進められている。いつの日
かาきว路に戦してみたいとࢥうこのࠒである。

ᴷ͔ͨ͘Β　ͱΒ͖　େྛಓ࿏᷂தࢧࠃళ　෭ࢧళᴷࣸਅᴷ�　֎ധ　ੴ֞ͷཬ

ࣸਅᴷ �　༡ࢠਫՙӜ　ஈാ

ࣸਅᴷ �　๛ູԃఅ
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ジャズの楽しみ
খ　Տ　ٛ　จ

1．ジャズとの出会い

ジャズにڵ味を抱いたのは，かれこれ 40 年ほど前
のことです。ࣾձ人になって，Կかָ器がやりたくて，
֗のԻָࣨڭに行ったのがきっかけでした。　
その時のࢣߨがジャズ好きで，最初はトランペット
を習っていましたが，その後，ドラムやベースも手が
けるはめになりました。
ਧָでフルートをやっていたため，ේ面をಡむ基
本的なことは一応は理解していたので，৭々なָ器に
も，༨り߅はありませんでした。
そのࣨڭでは，ࢣߨからジャズ・アドリブやジャズ・
フレーズ๏などの手ほどきを受けたほか，ジャズの
ָしみもڭえてもらいました。
ԿしΖڅ料も安かったので，ؼ省の費用がなくて，
大事なトランペットを一時的に質入れしたこともあり
ました。
当時はマイルス・デビスやソニー・ロリンズ，ジョ
ン・コルトレーンといった，いわΏるモダンジャズ（ダ
ンモなどとݺばれていたʜ）がんで，ઐ݄ࢽץな
どにਁっていました。
今もジャズ・ライブϋスが݁構んですが，当時
はジャズ٤とশしていて，そこへフルート持ࢀで出
かけて，セッション・ライブをເ中でしていました。
एかりしࠒの辺ఃさんが良くやっていた，ボサ
ノバも好きで，特にフライ・ミー・トΡ・ザ・ムーン
やࠇいオルフェなどは，フルートでの得ҙな曲でした。
当時は商ళ֗や֗のイベントで，ԋґ頼が݁構
あって，あちこち行きましたが，ある時，山中のਆࣾ
のようなとこΖで，Նࡇりのԋґ頼で行ったのです
が，ڧなϠブգの襲ܸで，ԋもままならなかった
こともありました。
ָ器はいΖいΖやってみようとࢥい，ものになった
かどうかは別にして，ドラム，ベース，Ϊター，Τレ
クトーン，トランペット，サックスなど一応は手がけ
てみました。
今はビッグバンドのコンサートマスターをしている
のですが，こうした各種のָ器の経験が，大変役に立っ
ています。

2．レコードの楽しみ

今でこそԻָのԻ源はCDですが，ジャズとめ͙り
ձったࠒは 33 回転アナログレコードが主流でした。
いわΏるジャズの໊൫などと言われるレコード൫な
どをങいଗえるのもझ味になっていました。今でもそ
れは，現存ࡒ産としてしてあります。
今でもたまに，ݹいレコードを引っ張り出してを
མとすこともありますが，ԻָCDにありがちな，ཻ
がたったӶ利なԻではなく，レコードのΥームなԻ
のなかに，たまにスクラッチノイズが入るง囲気がと
ても好きです。
զがՈのリスニング・ルーム（࢛半の大きさは，
リスニング・ルームとݺべるのかʜ）では，現在 +#-
の小型スピーカをパラ接続して，4本にしていますが，
これが実にジャズに向いているԻがするのです。

3．ビッグバンドとの出会い

ビッグ・バンド・ジャズをずっとやりたいとࢥって
いました。しかし転ۈなどでなかなか，グループが見
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つからなかったのですが，定ॅ地決定とともに，よう
やく地ݩのビッグバンドに入ることができたのが 20
年ほど前のことです。
パートはベースでした。ベースはコンボバンドを組
んでやっていたので，まるっきり初めてではありませ
んでしたが，ビッグバンドのේ面を見て，合わせられ
るようになるには，かなりの時間と܇練を要しまし
た。
それでも，かなりのめり込み，一時期は 2つのビッ
グバンドを掛け持ちしていた時期もありました。
ビッグバンドは，通常サックスが 5本，トロンボー
ンが 4本，トランペットが 4本，それとリズムୂとݺ
ばれる，ピアノ，Ϊター，ベース，ドラムの૯勢 17
໊が標準ฤ成となります。
中でもビッグバンドのԑの下の役目として，グルー
ブを支えるのが，リズムパートとなりますが，小気味
よいスイングのリズムが決まったときは，ୡ成ײとॆ
実ײがあります。
ビッグバンドのナンバーは，カント・べイシーや
グレン・ミラーָஂなど，多くの໊曲がありますが，
どれもָしくスイングし，バンド全体が一体となって，
グルーブするとき，Կとも言えない気持ちよさがある
のです。

4．コンマスの悩み

現在地ݩのビッグ・バンドで，コンサート・マスター
（通শコンマス，もじって，カンマスといわれること
もʜ）の役目を負っています。
ࣾձ人バンドの場合，ָ器のは中ڃ者レベルから
プロとࢥわれるレベルのメンバーのू合体ですので，
合わせが݁構大変なのです。
しかもメンバーは，各々৬業を持っているほか，ಇ
きりの中年あるいは，そΖそΖ技術のঝを考えな
ければならない年ۚ生活༧උ܉もいるのです。
従って生活優先もやむを得ないこともあり，定期練
習でパートがຒまらないことも多く，練習でのまとめ
も大変です。
練習ではԻ程ピッチ合わせ，ࡉかいニュアンスの指
示，ָ曲の仕上げ，カント出しなど多くの仕事があ
ります。

5．定期演奏会　

地域のԻָフΝンのօさんに向けて，毎年 10 ݄に
ॴଐビッグバンドの定期コンサートをしています。
年は第ࡢ 18 回のコンサートをやりましたが，800
人ऩ容の市ຽձؗ大ϗールが，ຬ੮になるほどの況
でした。
ԋձにこ͗着けるには，ձ場の༧から当日の
セット，曲の仕上げ，P"の調整など，下準උが
大変なのですが，ऴྃ後のॆ実ײは֨別です。
コンサートでは，カント・ベイシーやグレンミラー
など，いわΏる定൪のナンバーを始め，ポピュラーや
ラテンも৫りまͥて，どなたにでもָしんでもらえる
よう工をしています。

6．今後の活動　

地域施設へのイベント出ԋや災復ڵ支援コンサー
トなどの活動もしてきました。今後も地域やԻָフΝ
ンのօさんにָしんでもらえるような活動をしていき
ます。
そして多な日々の५滑油として，今後もジャズを
ָしんで行きたいとࢥっています。

ᴷ͓͕Θ　Α͠;Έ　ʢҰࣾʣຊ建設機械施工ڠձ　ٕࢣᴷ
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平成27年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績（その3）
JCMA報告

優秀賞

コマツ

全自動ブレード制御機能搭載中小型 ICTブルドーザの開発

ICT ブルドーザ「D61EXi/PXi-23」は都市土木向け中型
ブルドーザとして，従来の情報化施工でも可能であった整
地の仕上げ作業時だけではなく，掘削作業時を含む全ての
ブレードコントロールを自動化した世界初の全自動ブレー
ド制御機能を搭載し，作業効率の大幅な向上を実現した。
また，従来の情報化施工キットを後付けしたブルドーザ
ではブレードに装着していた主要 ICTコンポーネントを
車体に移設し，工場装着する事で，車両としての高い信頼
性を確保した。
この構成を採用する事により，特に GNSS アンテナを
ブレード上からキャブ上に移設した事で，走行地面の位置・
高さをブレード姿勢に関わりなく，足回りの座標から取得
する事が可能となり，刻々と変化する現況地形の正確な把
握を実現した。
今後，幅広い現場への情報化施工導入を実現するととも
に，国土交通省が主導する「情報化施工推進戦略」により
将来的には広く一般に活用が見込まれている情報化施工の
更なる普及拡大を担う主力商品となっていく技術として貢
献するものと考える。
また，建設現場が抱える様々な課題を解決し，「未来の
現場」を実現させていくためのソリューションとして，安
全で生産性の高い現場を実現するとともに，災害復旧にも
役立つ技術として期待している。
業績内容の概要

GNSS 測位技術と車体の制御技術を融合させる事によ
り，施工効率の向上，すなわちユーザのコストメリットを
大幅に改善する次世代のブルドーザを開発した。
近年，情報通信技術（ICT）を利用したマシンコントロー
ル（MC）ブルドーザの広がりにより，丁張を大幅に削減
した施工全体の効率改善が進んでいるが，従来システムで
は仕上げ整地など限定的な作業にのみ適用可能であった。
そこで，車体制御技術と GNSS 測位技術を融合させる
ことで，作業機の負荷を自動調整する機能を中心に新機能
を付加し，掘削・運土から整地までの一連のブルドーザ作
業に対し自動制御の適用範囲を拡大した事で更なる施工効
率の向上を可能にした。これにより作業時のオペレータの

疲労軽減や，経験の浅いオペレータでも熟練オペレータに
匹敵する作業が可能になった。
以下に主なユーザメリットを記す。
（1）～（5）は従来機のメリットを踏襲した項目，（6）～（10）
は本開発によるものである。
（1）工期短縮：丁張大幅削減，検測回数の低減，やり直

し低減
（2）省資源化：高精度化による土砂材料の無駄削減，や

り直し低減による燃料消費の低減
（3）人件費削減：丁張作業削減，検測回数低減による測

量工数の低減
（4）安全性向上：オペの疲労軽減，車両周辺の検測作業

員の不要化
（5）人材不足の解消：熟練オペ不足の解消
（6）施工効率の更なる向上：自動制御の適用範囲の拡大
（7）作業機上の GNSS アンテナマストやケーブル類の

廃止による視界性の向上。
（8）車体外部に露出したケーブルの廃止により作業中の

破損がなくなり，信頼性が向上。
（9）盗難防止の為に毎日の GNSS アンテナを着脱した

いたが，これが不要となり，安全性が向上。
（10）履帯下の位置測量が可能となり，走行しながらリ

アルタイムで現況地形の把握が可能。
業績内容

a．業績の行われた背景

GNSS 測位技術を利用したブルドーザの作業機自動制御
システムは，丁張を大幅に削減しかつ経験年数の少ないオ
ペレータでも熟練者並みの仕上げ施工を可能とすることで
施工全体の効率を大幅に改善した。
しかしながら作業機への過大な負荷が掛かった場合には
オペレータが手動操作により作業機負荷を調整する必要が
あるため，作業機の自動制御は整地などの軽負荷作業にの
み適用可能であった。
そこで，従来から培ってきた油圧ポンプ・モータ等の車
体コンポーネント制御技術とGNSS 測位技術を融合させる
ことで，従来のマシンコントロールブルドーザ（以下従来機）
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に対し，各種コンポーネントを車体に内蔵し（Integrated），
作業機の負荷を自動調整する機能を付加（Intelligent）す
ることで，掘削・運土作業から整地作業まで，MC作業の
適用範囲を拡大した革新的な（Innovative）中小型 ICT
ブルドーザを開発した。
b．業績の詳細な技術説明

1．システム構成と主なコンポーネントの機能

本システムは，作業機刃先位置を算出するGNSS 測位部
分と作業機の自動制御を担う部分とに大別される（図─ 1）。
（1）GNSS アンテナ：アンテナ位置を世界座標系で測位

する。
（2）GNSS 受信機：GNSS 測位座標，IMU出力，シリン

ダストロークから現場座標系における作業機刃先座
標を算出する。

（3）コントロールボックス：情報化施工のインタフェー
スとして設計面データ，作業機刃先～設計面の偏差，
など各種情報を表示し，タッチパネル画面による操
作パネル機能を兼ねる。

（4）高精度慣性センサ（IMU+）：車体の姿勢角（ピッチ，
ロール，ヨー）を検出する。

（5）ストロークセンシングシリンダ：車体に対する作業
機刃先の相対位置を検出する。

（6）センサコントローラ：作業機の自動制御（作業機バ
ルブのEPCに指令電流を出力する）。

（7）作業機コントロールレバー：自動制御ON／ OFF
切替え操作，作業機のマニュアル操作。

（8）電子制御作業機バルブ：コントローラからの指令電
流を受けて油圧シリンダを動かす。

2．作業機の自動制御

本機の最大の特徴は，従来のMCブルドーザの作業適

用範囲が軽負荷での主に仕上げの整地のみであったのに対
し，仕上げ面まである程度の掘削深さがある場合でも，作
業機の負荷を最適に制御することで掘削・運土作業も自動
化したことである。
また作業が進行して仕上げ面に近づくに従い，自動的に
掘削制御から整地制御に切替えることで，仕上げ面へのダ
メージを気にせずシームレスな自動施工を可能とした。
（1）整地制御

作業機刃先座標が，施工現場の設計面データによって決
まる目標座標に一致するように油圧シリンダを制御する
（従来機と同一機能）。
（2）負荷制御

作業機にかかる負荷が，コントローラにあらかじめ設定
された目標の負荷に一致するように油圧シリンダを作動さ
せて，作業機刃先の高さを制御する（図─ 2）。
また，本機のパワートレインには静流体駆動式トランス
ミッション（以下HST）を採用しているため，左右のス
プロケットに搭載された油圧モータの回路圧と容量から車
体の牽引力が算出可能である。作業機の負荷はこの牽引力
を基に補正項加味して算出している。
①作業機の負荷が増大。
②シュースリップが発生しないように自動的に作業機を
上げて負荷を調整する。

ਤᴷ �　ෛՙ੍ޚ
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③常に作業機の負荷が一致となるように作業機高さを調
整する。

（3）シュースリップコントロール

機械の本体に搭載した GNSS アンテナからリアルタイ
ムに計測される位置情報により，機械の移動体速度が得ら
れる。一方，スプロケット回転数から理論車速が得られる。
この両者の比率から履帯のスリップを検出している。作
業中に一定量のスリップを検出すると，自動的に作業機を
上げることで作業機負荷を下げ，スリップを回避する。
（4）掘削モードの選択機能

作業内容に応じてオペレータが選択可能な 4つのモード
を設定した（図─ 3～ 6）。
①運土　モード
掘削深さが浅く，長い距離を掘削・運土する作業に適す
る。作業機に掛る負荷が下がった場合でも刃先高さを下げ
ないことで滑らかな掘削跡となり，長い距離での作業でも
疲れない。

②切り土　モード
掘削深さがある程度深く，短い距離を掘削する作業に適
する。作業機に掛る負荷を常に目標値に保つことで，最大
効率での作業を行い，時間当たり土量の効率が良い。

③敷き均し　モード
ダンプトラックが排土したような置土を，撤き出し・敷
き均しする作業に適する。置土への突込み時，急激な負荷
変動があっても，一時的に目標負荷を上げる事で負荷抜け
を防止。

④仕上げ整地　モード
掘削制御を有しない，整地制御のみのモードであり，仕
上げ整地や変曲点を縦断する作業に適する。設計面への作

業機の追従のみを行う。
（5）作業機負荷の選択機能

掘削制御の作業機負荷の目標値は土質や作業の内容に応
じて 3つのモードから選択可能とした。
①ライトモード　　軽負荷作業に適する
②ノーマルモード　一般作業に適する
③ヘヴィモード　　重掘削作業に適する

c．技術的効果

1．コンポーネントの信頼性，作業者の安全性向上

従来のMC機能を搭載したブルドーザでは，GNSSアン
テナおよび慣性センサユニット（以下IMU+）のセンサ類を
作業機に搭載し，直接的に作業機の刃先位置を計測してい
たが，車体前方の直接土砂とぶつかる作業機上に精密機械
であるセンサを搭載することとなり，信頼性等に問題があっ
た。それに対し本機では，GNSSアンテナをキャンビンの天
板上に，また IMU+を車体フレーム内に内蔵した（図─ 7）
ことにより，従来機（図─ 8）に対して次の優位性を獲得した。
①作業機上の GNSS アンテナマストやケーブル類の廃
止による視界性の向上。
②車体外部に露出したケーブルの廃止により作業中の破
損がなくなり，信頼性が向上。
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③盗難防止の為に毎日の GNSS アンテナを着脱したい
たが，これが不要となり，安全性が向上。

④履帯下の位置測量が可能となり，走行しながらリアル
タイムで現況地形の把握が可能。

2．ブルドーザ施工の容易化（図─ 9）

整地作業だけでも習得するのに 3年必要と言われる程，
ブルドーザの運転には高い技量が必要とされているが，こ
れまでに述べてきた作業機の自動制御システムの支援によ
り，掘削・運土や整地まで内容を選ばずに，経験の浅いオ
ペレータでも熟練オペレータに匹敵する作業が可能となっ

た。
3．施工効率の向上

従来の情報化施工で丁張の大幅削減，検測回数の低減，
やり直し低減等による，工期短縮（場合によっては半減）
のメリットを踏襲しつつ，本開発では更なる施工時間の短
縮を実現した。
d．経済的効果

GNSS 測位技術と車体の自動制御を融合させる事で，施
工効率の向上，すなわちユーザのコストメリットを大幅に
改善した。

ਤᴷ �　施工खॱͷൺֱ
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（1）工期短縮：丁張大幅削減，検測回数の低減，やり直
し低減

（2）省資源化：高精度化による土砂材料の無駄削減，や
り直し低減による燃料消費の低減

（3）人件費削減：丁張作業削減，検測回数低減による測
量工数の低減

（6）施工効率の向上：自動制御の適用範囲の拡大
（8）車体外部に露出したケーブルの廃止により作業中の

ひっかけ等による断線の懸案がなく，信頼性が向上。
→交換部品代の低減。

e．生産販売実績

排ガス規制地域向け北米，欧州，日本に出荷しており，
標準車に対する ICT仕様率は増加しており，市場ニーズ
の拡大の様子が見られる。
f．類似機械との比較

従来機は作業機の位置制御，つまり目標高さと刃先高さ
の差（偏差）をゼロにする位置制御のみを行っている為，
図─ 10の様に負荷を抱えてシュースリップが発生すると
オペレータがマニュアル操作で作業機を持ち上げる事で負
荷を減らさないと押し続ける事はできない。逆にマニュア
ル操作で補助しない場合，シュースリップで整地面を傷め
てしまう。
前述した「整地制御」，「負荷制御」，「スリップ制御」を
組合せる事で途中でマニュアル操作で補助することなく，
自動で最後まで押し切る事が可能となった（図─ 11）。
g．波及効果

欧米においては従来機に対するメリットをユーザが評価
しており，従来機にとって代わる存在となりつつある。

日本においては北米ほど従来機が普及していない影響か，
MC自体が初めてというユーザも多く，従来機からのメリッ
トである「丁張大幅削減」を始めとする工期短縮のメリッ
トと，自動掘削を付加した本機が好評を得ている。例えば，
主に油圧ショベルの経験しかないオペが本機を操作し，ショ
ベルで時間を掛けて整地していた現場を，本機で整地作業
が可能となり，大幅に工期を短縮した現場もある。
従来機に対して自動制御適用範囲を拡大した本機の市場
導入により日本市場での情報化施工の普及は一段と加速す
るものと考える。

山本　茂（やまもと　しげる）
コマツ
開発本部　建機第一開発センタ　情報化建機開発グループ

田中　昌也（たなか　まさや）
コマツ
開発本部　システム開発センタ　メカトロ制御第 2 グ
ループ

栗原　隆（くりはら　たかし）
コマツ
開発本部　ICT開発センタ　HMIシステム開発グループ

影山　雅人（かげやま　まさと）
コマツ
開発本部　油機開発センタ　制御機器開発グループ
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ੴ重機᷂ۄ

ைఅ๏໘༻؛ޢブϩοΫઐ༻۩の開発

地域貢献賞

業績の概要

「ブロックのり۩で現場が変わるʂ」。
ฏ成 24 年ٶݝઋೆ部ւ؛のఅ防復旧工事に従事

したࡍ，その作業工程の中にյれたఅ防を新たに࠶構ஙし
その๏面にચ掘防止用のブロックを設置する作業があった。
作業は，構ஙしたఅ防の下地๏面に当工事で採用された
コンクリートೋ次品をۄ掛け作業でਾえ付けていくとい
うものである。
掛け作業はり۩を用いて行う荷掛けおよび荷外し作ۄ
業で，特定ݥة作業に指定される難қ度の高い作業である。
今回は工期的にも༨༟のない中，どうやって安全を確保
しながら効率よく作業を進めることができるか。現場でそ
の手๏の検౼を行い採用されたコンクリートೋ次品（ඃ
෴用ブロック重量 2 t）の形ঢ়およびੇ๏に最適なり۩
を発案・作することとした。
今回開発したઐ用り۩は従来手๏のۄ掛けに比べ，
り۩の着脱の容қさ・り荷ঢ়ଶの安定性がඇ常によく，
当֘工事での活用で大きな成Ռがあった。

業務内容

a．業績の行われた背景

ฏ成23年の౦北地方ଠฏ༸ԭ地のඃ害に対する復旧事
業がฏ成 24年からઋೆ部ւ؛で本֨的に開始された。
当ࣾも 24 年より復旧事業にࢀ加し，ւ؛అ防の࠶構ங
を手がけた。
b．業績の説明

開発したり۩は，コンクリートೋ次品ઐ用のり۩
で着脱の容қ性・り荷ঢ়ଶでの安定性・ਾ付コストの縮
減をૂって発案した。
・り۩本体はH߯ 300 を加工して作する。
・上部ۄ掛け部分には 3Օॴを設け，目的に応じて取
付位置を変えることでਫฏり，ࣼりどちらでも対
応できるものとした。
・น面部の 3面は抜きを行い，より軽量化をਤる。
・下部にはロックロッド差し込み用のを設ける。
・対ブロックとの接৮面は傷付け防止用のΰムを取り
付ける。

ࣸਅᴷ �　ਫฏΓʹΑΔֻ͚ۄʢՙԷ͠ۀ࡞ʣɿࠨɼࣼΓʹΑΔֻ͚ۄʢਾ͚ۀ࡞ʣɿӈ
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・対ブロックに差し込んだ時のズレ防止にストッパー
を付ける。
・ߗ質のクローラドリルシャンクロッドにۄ掛け用࣏
۩を加工して取り付ける。

c．業績の効果

従来は今回のようなۄ掛け用࣏۩がついていないコンク
リートೋ次品の従来手๏によるۄ掛け作業は，רき用
۩を用いるり手๏が広く行われた。
当ࣾは，工事着手初期にઐ用り۩の開発を行いۄ掛け
作業を行ったが，݁Ռとして荷掛け・荷外しの手間が容қ
で施工性がよく，安定したり荷ঢ়ଶが確保できた。
施工方๏の件にも大きく影響されるが，近ྡ工۠で行
われていた従来手๏と比ֱしても 2ഒ程度（当ࣾ比）の作
業量の差がみられた。

近ྡ工۠より当り۩の見ֶґ頼やିし出しのґ頼が
あったので，近ྡのଞࣾ現場（3Օॴ）へ開発り۩をି
し出し，活用してもらった。

⅓山　༞࢘（はまやま　Ώうじ）
ੴ重機᷂ۄ
事業本部技術部
ยԬ　ኍࢤ（かたおか　ひΖし）
ੴ重機᷂ۄ
事業本部
山ޱ　༐࣏（やま͙ち　Ώうじ）
ੴ重機᷂ۄ

ਤᴷ �　ύϯϑϨοτ
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1．はじめに

建設機械の低燃費化は，建設施工の地ٿԹஆ化対ࡦ
にܽくことのできない対ࡦである。
2000 年，国土交通省と建設機械各ࣾは，土工
機械主要 3機種（油圧ショベル，ϗイールローダ，ブ
ルドーザ）の低燃費化に向け各種の調ࠪ・検౼を開始
した。そして現在，上記 3機種の燃費ࢼ験方๏が規֨
化され，「燃費基準ୡ成建設機械ೝ定制度」（国土交通
省）が開始されるにࢸっている。
一方，荷役機械を代表するラフテレーンクレーン（ϗ
イールクレーンのຆどをめる）は，土木工事や建ங
工事等に幅広く用され CO2 排出量د༩率としても
無視できない機種（図─ 1）でありながら，その燃費
特性について把握されていない現ঢ়にある。
今回，ラフテレーンクレーンの低燃費化に向け，ク
レーン作業の燃費特性を把握することを目的に，各種
の燃費ࢼ験を実施した。
本ߘは，上記の݁Ռをհするもので，調ࠪは国土
交通省૯合ہࡦのҕୗを受けて実施した。

Ҵ༿༑ت人・߂ॆ　౻ࠤ

ラフテレーンクレーンの作業燃費調査

CMI報告

2．燃費試験の概要

（1）試験車
験車は，ラフテレーンクレーン国内メーカ全ࢼ
3 ࣾから最新（2011 年排出ガス規制適合）の 25 t 
各 1型式を選定した。

（2）試験項目
─験件を表ࢼ験項目とࢼ 1に示す。ࢼ験では，図
─ 2に示す動作を 1サイクル測定した。
をרではなく補ר験は，クレーン作業のຆどが主ࢼ
用いることから補רを用するࢼ験とした。ෳ合操作
෬やટ回とىき上げ下げ作業がブームר験は，荷のࢼ
のෳ合操作で行われることが多いことを踏まえて設定
した。
い方がある験件は，ブーム角度など一般的なࢼ
場合はそれを件とした。り荷は，補ڐר容荷重の
1/2 を基本件とした。୯ಠ操作ࢼ験については，ඍ
操作（動かしはじめとఀ止時のඍ操作部分）と燃費の
関を調べるためのࢼ験件を設定した。

දᴷ ݅ݧࢼͱ߲ݧࢼ　�

験項目ࢼ

オ
ペ
レ
ồ
タ

動作
対

験件ࢼ

Τンジン
回転

ブーム
角度 荷重˞1 ༲程 操作方๏˞2

୯
ಠ
操
作

き上げ下げר
各
ࣾ
1
人

補ר

100ˋ 70 度 2 t 20 N 3 種類
70ˋ

70 度 2 t 20 N 通常
ローアイドル

100ˋ 70 度
1 t

20 N 通常
3 t

ブームى෬ ブーム
ローアイドル 50 ～ 70 度 1t ʵ 3 種類
ローアイドル 60 ～ 70 度 1 t ʵ 通常
ローアイドル 60 ～ 70 度 2 t ʵ 通常

ટ回 ટ回 ローアイドル 70 度 2 t ʵ 3 種類

アイドリング ʵ
PTO-OFF ローアイドル ʵ ʵ ʵ ʵ
PTO-ON ローアイドル ʵ ʵ ʵ ʵ
PTO-ON ϋイアイドル ʵ ʵ ʵ ʵ

ෳ
合
操
作

ブームى෬ʴ
き上げ下げר

各
ࣾ
3
人

ブーム
補ר

ローアイドル 60 ～ 70 度˞3 2 t 一定
ҡ持 ブームは通常

1000Nin-1 60 ～ 70 度˞3 2 t 一定
ҡ持 ブームはҙ

ટ回ʴ
き上げ下げר

ટ回
補ר ローアイドル 70 度 2 t 7 N 通常

˞ 1　「荷重」は，フック質量等を含む૯荷重。
˞ 2　「操作方๏」は，動かしはじめとఀ止操作のඍ操作部分（中間フル操作）をʠૣめʡʠ通常ʡ

ʠ৻重ʡの 3ਫ準で設定。ʠҙʡは，全۠間ҙ操作。
˞ 3　「ブームى෬ʴרき上げ下げࢼ験」は，ブーム角度 60 度の荷を手前に 5 Nਫฏ移動させ，

。験ࢼにすݩ

ਤᴷ �　機छผ$0� ༩د �ʣͱ೩අํݧࢼ๏੍֨نఆ機छ
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3．試験結果の概要

図─ 3にࢼ験݁Ռの֓要を示す。ਤは，荷重 2 t を
件とするࢼ験項目と未操作時（PTO-ON）の時間当
たり消費量を比ֱしたものである。ਤよりクレーン作業
における燃費の大小関について，次のことが分かる。

ਤᴷ ࡞ಈݧࢼผ߲ݧࢼ　�

・୯ಠ操作は，同一Τンジン回転（ローアイドル）で
燃費値の大きいॱに並べると，רき上げ下げ，ブー
ムى෬，ટ回のॱになる。
・消費量の大きいרき上げ下げは，Τンジン回転全域
で未操作時の 2ഒ程度と推される。
・消費量の小さいટ回は，רき上げ下げやブームى෬
と比べ֨段に小さく未操作時と大差がない。
・同一Τンジン回転（ローアイドル）でרき上げ下げ
の消費量を上回るෳ合操作ࢼ験項目がないことか
ら，ෳ合操作による大幅な燃費増加は༧しにくい。

4．試験結果の分析

（1）微操作の程度と燃費
ඍ操作方๏の相ҧによる燃費への影響を把握するた

݅ݧࢼ͓Αͼ߲ݧࢼ
ਤᴷ ͝ͱͷ೩අ߲ݧࢼ　�
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め，ඍ操作部分について 3ਫ準（表─ 1の˞ （রࢀ2
のඍ操作方๏を設定して୯ಠ操作ࢼ験を行った。
図─ 4は，燃費変化の向が໌ྎなΤンジン 100 ˋ
回転件のרき上げ下げࢼ験݁Ռを示したものであ
る。
時間当たり消費量とサイクル当たり消費量は，ࢼ験
ॴ要時間との関として逆の向にあることを確ೝし
た。また，データの分向から，ࢼ験車ݸ々の࠶現
性を確保するためには，ࢼ験時間を規定することが有
効であることが分かった。

（2）エンジン回転と燃費
荷のרき上げ下げ作業には広範囲なΤンジン回転ྖ
域が用されることから，そのࡍの燃費変化を把握す
るため，Τンジン回転を変えてרき上げ下げࢼ験を
行った。݁Ռを図─ 5に示す。
験車ࢼ 3の向は良くࣅており，同じ仕事量（荷
の質量と移動量）ならばΤンジン回転を下げた方が燃
料の消費が少なくてࡁむことがサイクル当たり消費量
の変化から分かる。

Bʣؒ࣌ͨΓফඅྔͷ

CʣαΠΫϧͨΓফඅྔͷ

ਤᴷ �　ඍૢํ࡞๏Λม͑ͨͱ͖ͷؒ࣌ͱ೩අͷมԽ

（3）荷の重さと燃費
荷の重さを変えたときの燃費変化を把握するため，
荷重を変えてרき上げ下げࢼ験を行った。݁Ռを図─
6に示す。
ॴ要時間と時間当たり消費量の変化特性はࢼ験車で
ҟなるが，サイクル当たり消費量で見たときの変化は
通であり，2ڞ験車ࢼ t（補ڐר容荷重の 1/2）を中心
に荷重をഒ半分に変えても 1ׂ程度の増減にऩまるこ
とが分かった。

5．おわりに

今回，ラフテレーンクレーンを代表する 25 t に
ついて全ࣾの燃費ࢼ験を実施することで，ڞ通する燃
費特性，ࢼ験車でҟなる燃費特性，それͧれについて
確ೝすることができた。
今後，建設施工の地ٿԹஆ化対ࡦを進める上で土工

機械に次͙建設機械として，ラフテレーンクレーンの
燃費ࢼ験方๏の規֨化が重要になるものと考えられる。
今回の調ࠪ݁Ռが，燃費ࢼ験方๏の規֨化や省Τネ
運転へのల開に活用されることを期待する。


ʬߟࢀจݙʭ
 1）国土交通省：ฏ成 24 年度建設施工の地ٿԹஆ化対ࡦ検౼分Պձ

資料，QQ�20，2013 年 2 ݄

ਤᴷ �　ΤϯδϯճసΛม͑ͨͱ͖ͷؒ࣌ͱ೩අͷมԽ

ਤᴷ �　ՙͷॏ͞Λม͑ͨͱ͖ͷؒ࣌ͱ೩අͷมԽ

（さとう　みつひΖ）߂ॆ　౻ࠤ
（一ࣾ）日本建設機械施工ڠձ
施工技術૯合ڀݚॴ　ڀݚ第࢛部
主ڀݚ員

ʦචऀհʧ
Ҵ༿　༑ت人（いなば　Ώきと）
（一ࣾ）日本建設機械施工ڠձ
施工技術૯合ڀݚॴ　ڀݚ第࢛部
技術課長
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除雪機械の変遷（その 11）　除雪グレーダ（3）

機械部会　除雪機械技術委員会

ฏ成 10 年（1998 年）　
আઇ作業効率化によるコストの縮減をૂって旧建設
省౦北地方建設ہと᷂小দ作ॴ，ࡾඛ重工業᷂ 3ࣾ
。で，視界改善型আઇグレーダが開発されたڀݚ同ڞ
作業視界および走行視界が大幅に改善されたキャブが
搭載され，作業機操作もジョイスティック操作レバー
でย手操作が可能となり従来の 2໊車から 1໊車

のআઇが可能となった。
᷂小দ作ॴは，2�8 N ڃ GD305"-3 と GD355"-3
および 3�1 N ڃ GD405"-3: および 3�7 N ڃ GD505"-
3" を開発した。GD405"-3: は発進や走行が滑らか
なコラムシフト方式（変速レバーがϋンドルシャフト
に取り付けられた方式）の，トルコン付き自動変速ト
ランスミッションを採用した。

ࣸਅ ����　��� Nࢹ���14　ڃքվળܕάϨʔμ　.(����4ʢ&ʣͱϒϨʔυࢹք　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　δϣΠεςΟοΫϨόʔͱૢ࡞ύλʔϯ　.(����4ʢ&ʣ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� Nࢹ���14　ڃքվળܕআઇάϨʔμ　(%���"��: ͱδϣΠεςΟοΫૢ࡞Ϩόʔ　᷂খদ࡞ॴ
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ฏ成 14 年（2002 年）
᷂小দ作ॴは 3�7 N のڃ GD655-3: を市場導入し
た。
GD655-3: はロックアップ機能付きトルコンを採用
した（トルコンのऑ点である燃費をロックアップ機能
で解消し，トルコンによる高機能化をはかった。）世
界初のデュアルモードトランスミッションを搭載し，
作業件・用途に応じたダイレクトドライブとトルコ
ンドライブのい分けが可能となった。

ඛ重工業᷂は，国土交通省第ࡾ 2次基準排出ガス規
制値をクリアした 3�1 N MG230ᶘを，ฏ成ڃ 15 年に
は，同規制をクリアした 3�4 N MG330ᶘ，3�7ڃ N ڃ
MG430ᶘを，そしてฏ成 16 年には同 4�0 NڃMG500-
Sᶘ，4�3 Nڃ S3320ᶘを開発した。

ฏ成 16 年（2004 年）
᷂小দ作ॴはロックアップ付きトルクコンバータ
トランスミッション搭載で自動変速付きの 4�0 N のڃ
GD755-3: および 4�3 N のڃ GH320-3 の 2 機種を市場
導入した。

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�(%���"��　᷂খদ࡞ॴ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�(%�����:　᷂খদ࡞ॴ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�.(���ᶘ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�.(���ᶘ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�.(���ᶘ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N����4).����14　ڃᶘ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14�43　ڃ���ᶘ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��



80 建設機械施工 Vol.67　No.10　October　2015

ฏ成 20 年（2008 年）
᷂小দ作ॴは 2006 年排ガス規制をຬ足する 3�7 N
のڃ GD655-3:0，可変出力 4�0 Nڃの GD755-5: およ
び 4�3 Nڃの GH320-5 の 3 機種を市場導入した。

ඛ重工業᷂は，2006ࡾ 年廃ガス規制をຬ足する 3�1 N
ڃ MG230ᶙ，3�4 N ڃ MG330ᶙ，3�7 N ڃ MG430ᶙ，
4�0 NڃMG500-Sᶙ，4�3 Nڃ S3320ᶙを開発した。

4-1-2　Vプラウ
ত 40 年代前半まで，新ઇআઇ用として多用され
たが，আઇ体制のॆ実にともない，1の機械が大量
のઇをॲ理する必要がなくなり，現在ではਧきཷまり
突破用など限られた用途で用されている。

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�(%�����:　᷂খদ࡞ॴ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�()�����　᷂খদ࡞ॴ　ฏ ��

ࣸਅ�����　��� N���14　ڃ�.(���ᶙ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�.(���ᶙ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N����4).����14　ڃᶙ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14�43　ڃ���ᶙ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　��� N���14　ڃ�.(���ᶙ　ࡾඛॏ工᷂ۀ　ฏ ��

ࣸਅ ����　7ϓϥ �ʣ
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旧建設省౦北地方建設ہにおいてはত 44 年以߱，
আઇグレーダ用7プラは，用されなくなり，ブ
レードとサイドイングが用された。

4-1-3　アングリングプラウ
ত 50 年代前半から，アングリングプラがআઇ
グレーダに用された。国交省では，用例はないが，
地方ಓで用されている。

4-1-4　サイドウイング・マックレー装置
ত 7年（1932 年），北ւಓ開発ہにおいてサイド
イング付米国グレーダを導入し，これをݩにত
30 年以߱আઇグレーダにサイドイングを導入した。
ত 49 年（1974 年），北ւಓ開発ہにおいてআઇ
グレーダのサイドイングの開ด機構に従来のワイϠ
ロープซ用，一部油圧式から，全油圧式開ด装置を採
用した。
ワイϠロープซ用に対し，油圧式はঢ߱装置部分の

視界改善や作動が確実になることから，現在は油圧作
動方式に移っている。
ত 53 年（1978 年），北ւಓ開発ہにおいてআઇ
グレーダの油圧式サイドイング開ด機構の動作をԁ
滑にするため，従来の۶曲アーム式に代わって，直線
৳縮式を導入した。
ত 55 年，᷂ڠ機械作ॴにおいて，アーティ
キュレートフレーム式আઇグレーダ用 2ェイサイド
イングを開発し，ত 56 年から各市ொଜへೲ入を
開始した。
ত 57 年（1982 年），᷂ڠ機械作ॴにおいて，
アーティキュレートフレーム式আઇグレーダ用サイド
イングを開発し，各市ொଜへೲ入を開始した。

ࣸਅ ����　7ϓϥʹΑΔআઇۀ࡞ �ʣ

ࣸਅ ����　༉ѹࣜαΠυΠϯά �ʣ

ࣸਅ ����　શ༉ѹࣜαΠυΠϯάʢϦχΞ৳ॖࣜʣ　�ত �� �ʣ

ࣸਅ ����　ΞϯάϦϯάϓϥ �ʣ

ࣸਅ ����　ϫΠϠʔϩʔϓࣜαΠυΠϯά �ʣ
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ত 62 年（1987 年），防Ӵிのґ頼により，᷂ڠ
機械作ॴにおいて，আઇグレーダ用サイドイン
グを開発しೲ入した。
ত 62 年，᷂ڠ機械作ॴにおいて，アーティ
キュレートフレーム式আઇグレーダ用全油圧式サイド
イングを開発し，各市ொଜへೲ入を開始した。

ࣸਅ ����　ණ൫ഁࡅ機আઇάϨʔμ　ত �� �ʣ

ࣸਅ ����　��ΞʔςΟΩϡϨʔτϑϨʔϜࣜআઇάϨʔμ༻ �ΣΠαΠυ
Πϯά

ࣸਅ ����　ΞʔςΟΩϡϨʔτϑϨʔϜࣜআઇάϨʔμ༻αΠυΠϯά

4-1-5　圧雪除去装置
ত 42 年（1967 年）度，旧建設省北地方建設ہ
においてロータリ式ツインカッタがࢼ作導入された。
ত 43 ～ 45 年ࠒ，ブレード切り刃の改良が行われ
た。

ত 46 年（1971 年），᷂ڠ機械作ॴにおいて，
আઇグレーダ用ණ൫破ࡅを開発し，ࡳຈ市にೲ入した。

ত 46 年，旧建設省北地方建設ہと᷂小দ作
ॴڞ同で圧ઇআڈ装置が開発された。ত 47 年（1972
年）আઇグレーダに導入された。

ࣸਅ ����　���ΞʔςΟΩϡϨʔτϑϨʔϜࣜআઇάϨʔμ༻શ༉ѹࣜαΠυ
Πϯά

ਤ ���　ΧοςΟϯάΤοδͷվྑ �ʣ

ࣸਅ ����　ණ൫ഁࡅஔ　ত ��
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ত 50 年代，旧建設省౦北地方建設ہにおいて，
北技術事ॴ開発の「のみ形圧ઇআڈ装置」が導入
された。
ฏ成 3 年（1991 年），᷂ڠ機械作ॴにおいて，
আઇグレーダ用圧ઇআڈ装置を開発し，ࡳຈ市にೲ入
した。

4-1-6　サイドプラウ
ত 50 年代に，旧建設省౦北地方建設ہにおいて
౦北技術事ॴ開発のグレーダ用サイドプラがาಓ
আઇに用された。
ত 53 年（1978 年），᷂ڠ機械作ॴにおいて，
আઇグレーダ用サイドプラを開発し，ࡳຈ市へೲ入
した。
ত 55 年（1980 年），北ւಓ開発ہのґ頼により，
機械作ॴにおいて，拡幅আઇ用のআઇグレーڠ᷂
ダ用補助ཌྷ（サイドプラ）を開発した。
ত 60 年度に，旧建設省北地方建設ہにおいて

আઇグレーダによるาಓআઇ用にサイドプラが導入
された。


ʬߟࢀจݙʭ
 1）北ւಓ開発ہにおけるআઇ機械の変ભ　ত 55 年 3 ݄　ฤू発行　

北ւಓ開発ہ建設機械工作ॴ
 2）ಓ路আઇ 30 年࢙　ฏ成 3年 3݄ 30 日　ฤू　建設省౦北地方建設ہ

ಓ路部ಓ路理課・機械課　発行　ࣾஂ๏人౦北建設ڠձ
 3）আઇ機械のྺ࢙　ฏ成 3年 3݄　म　建設省北地方建設ہ　発行

ࣾஂ๏人日本建設機械化ڠձ北支部

ࣸਅ ����　ѹઇআۀ࡞ڈ　ত �� �ʣ

ࣸਅ ����　ͷΈܗѹઇআڈஔ　ٕज़ࣄॴ　ত �� �ʣ

ࣸਅ ����　ѹઇআڈஔ　ฏ �

ࣸਅ����　αΠυϓϥʹΑΔาಓআઇ　౦ٕज़ࣄॴ　ত�� �ʣ

ࣸਅ ����　আઇάϨʔμ༻αΠυϓϥ　ত ��

ࣸਅ ����　��αΠυϓϥͱϒϨʔυʹΑΔ৽ઇɾ֦෯ಉ࣌আઇ　ࡳຈࢢ　
ত ��
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㈱協和機械製作所，㈱日本除雪機製作所工場見学会

機械部会　除雪機械技術委員会

1．はじめに

この度，আઇ機械技術ҕ員ձでは下記要ྖで工場見
ֶを行ったので報ࠂする。
当初は，᷂日本আઇ機作ॴ 1ࣾだけの見ֶの༧定
であったが，同じࡳຈ市内のす͙近くに別の年度に༧
定していた᷂ڠ機械作ॴがあることを考ྀして，
今回は 2ࣾซせて見ֶձを開࠵することになったもの
である。
見ֶスケジュールは，下記の通りである。

記
ฏ成 27 年 9 ݄ 3 日（木）
機械作ॴ　工場見ֶڠ᷂
ॅॴ：˟ 063-0835 פຈ市۠発ࡳ 15  12 丁目 3

൪ 25 ߸
14：00　+3 വؗ本線手ҴӺू合
14：40 ～ 16：30　ձࣾઆ໌，工場見ֶ，質ٙ応
9݄ 4日（ۚ）
᷂日本আઇ機作ॴ　工場見ֶ
ॅॴ：˟ 006-0835 ຈ市手Ҵ۠ॶࡳ 5  5 丁目 1 ൪

10 ߸
 9：00　+3 手ҴӺू合
9：30 ～ 12：00　ձࣾઆ໌，ॶ工場見ֶ，Ҵึ工

場見ֶ，質ٙ応
12：40 ～ 14：00　ன৯ձ（工場見ֶձ૯ձ）
ࢄຈӺ解ࡳ　14：20

加者は，আઇ機械技術ҕ員ձのҕ員のॴଐձࣾࢀ 8
ࣾ，（一ࣾ）日本建設機械施工ڠձからで，1日目 16 ໊，
2日目 17 ໊であった。

2．協和機械製作所本社工場見学

（作ॴڠ，設立当初の໊ࣾは）機械作ॴڠ᷂
は，ত 14 年に設立されてから今日まで， 75 年の
を有している。ত࢙ྺ 40 年に現在の発פమ工ஂ地
に移転した。取りѻっている品は，高性能ۭߓ用আ
ઇ車両から高速ಓ路用，一般ಓ路用আઇ車両，さらに
はמ・トンネルਗ਼・排ਫ装置ൖૹ用機器などの特
घ作業車などであり，広範囲な機器の設計作を行っ
ている。トラック系আઇ機のメーカとしてられてい
る。従業員 90 ໊，工場敷地 16000 N2 とのこと
である。北ւಓ内のআઇトラックをすべて作してい
る。各種プラのଞ，オプション܈として，サイド
イング，൚用プラ，シャッターブレード，ઇシュー
ト，トラックグレーダ自動制御装置，ૈ面形成装置な
どを作している。
工場では，আઇトラックの組み立て，大型ສ能車へ
のআઇ装置の取り付け，プラ，ブレード，サイド
イングの作，特装車の組み立て，成車の検ࠪ，大
型のショットブラストなどを実施している。
ձࣾઆ໌，ビデオ上ө（ڠ機械作ॴ 75 年のาみ）
のあと，記೦ࣸਅࡱ影を行い，工場を見ֶした。3つ
の組立工場，ృ装工場，作工場，ݿなどをすべて
見ֶした。作工場には，立型 CNCટ൫など最新Ӷ
の機械が導入されていた。部品は，立体ݿにऩೲさ
れ，整વとしていた。構内にはృ装までྃしたೲ車
༧定の多数のআઇトラックがॴڱしと並んで活況をఄ
していた。また，事ॴは，広い敷地の一角にあり，
工場とྡ接しており，密接な工場とのコミュニケー
ションが可能な置であった。
൚用プラや，7プラなどのഭ力のある作過程
を֞間見ることができ大変و重な体験となった。プラ
の曲がりをきちっと規定どおりにするには，大変な
経験とצが必要とのことであった。༹接でのの出入
りでඍົな形ঢ়の変化につながるようである。ਤᴷ �　工ֶݟͷॴ
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見学所感
工場内は，どこも整વとしており，作業ڥが整උ
されているとײじた。
立当初は，現在の 1つの組立工場の半分程度の規
で，そこから 10 ഒ程度の規の工場にまで成長さ
れたということで　成長のي跡を実ײできた。

3．㈱日本除雪機製作所本社工場見学

᷂日本আઇ機作ॴは，ཹ๖మಓの子ձࣾであった
業᷂を前とし，তڵࡾ 37 年に設立された。ཹ
๖మಓでは，ཹ๖の߭でߓまでੴを運ൖしていた
が，ౙ期には，10 Nのੵઇがあり，それに対応する
ため，ロータリ式يಓআઇ機を作した。当時の建設
省の要で，ಓ路用にも作するようになり年 7生
産していたということである。これが同ࣾのロータリ
আઇ車作の発である。
本ࣾは，ࡳຈ市にあるが，ฏ成 27 年 3 ݄に +3 വ
ؗ本線ҴึӺのೆଆから北ଆ 400 N ほどのとこΖに
新規移転したばかりである。
᷂日本আઇ機作ॴは，࡚重工業が 75ˋ出資
しており，ロータリআઇ車の国内トップا業である。
主な品には，ロータリআઇ車のほか，ౚ݁防止ࢄࡎ
車，يಓモータカー，重量運ൖ車などがある。今
年（ฏ成 27 年）従来のҴึ工場に加え，新たにॶ工
場を増ڧし，生産力を向上している。工場は生産ライ
ンを合理化し，能率をアップしているそうである。
また，従業員は 200 ໊で，ࡳຈをはじめ，౦北，
北にӦ業ॴを有している。設計は，実質 20 ໊で行っ
ているとのことであった。
工場の敷地面ੵは，ॶ（あけ΅の）工場が，
13000 N2，Ҵึ工場が 9000 N2 である。また，テ
ストコースとして張Ӓ（はりうす）ࢼ験場を近くに有

ࣸਅᴷ ʣࣾࢬ౻ॴ　ຊࣾલू߹ࣸਅʢલྻதԝ࡞機械ڠ᷂　�

ࣸਅᴷ �　᷂ຊআઇ機࡞ॴ　ຊࣾ

ࣸਅᴷ �　᷂ຊআઇ機࡞ॴຊࣾϞχϡϝϯτલू߹ࣸਅ
ʢલྻதԝޫࠨੴࣾʣ

ࣸਅᴷ �　ॶʢ͚͋΅ͷʣ工

ࣸਅᴷ �　Ҵึ工
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している。
ॶ工場は，ౚ݁防止ࢄࡎ車，يಓ車，重量運ൖ
車工場で，部品の༹接作，車両組み立て，ృ装，ೲ
入部品検ࠪ，成車両検ࠪなどの部からなっている。
ౚ݁防止ࢄࡎ車は年に 75 ベースで作している。
ロータリআઇ車の油圧技術をベースにして，それ以
外の重量運ൖ車の車ྠ制御などにも活かされてい
る。20 ࣠，40 ྠの車ྠを自在に走行制御できるそう
である。
ਗ਼装置のアタッチメントなど，大型の装置が組み
立て中であった。
Ҵึ工場は，ロータリআઇ車ઐ工場で，部品の༹
接作，車両組み立て，ృ装，ೲ入部品検ࠪ，成車
両検ࠪなどを実施している。ロータリআઇ車は，年に
260 生産しておりほ΅ 1日 1に相当する。
༹接ロボットが導入され，作業の合理化がਤられて
いた。
カムアップ方式など工程の合理化にも心な様子が
Ӑえた。
工場でキャビンの作などの作業をしている方は，
ฏ均年ྸが 20 代後半ということで，एい人が多かっ
た。
工場のஆは，಄上数Nのࠜ下に置された数
本の路からԕ外線が発せられることにより行われ
ていた。体のਊからԹまるそうである。
本ࣾݰ関前に০られた機械の前で記೦ࣸਅをࡱった
が，これは 1971 年に，ஓ内で用されていたロー
タリআઇ車HT3-700 がい下げられ復ݩされたもの

で，本体に用されているアルミ板は当時のまま
である。同ࣾの品を徴するものであるとײじた。

見学所感
新工場を見ることができてよかった。ࢀ加者にとっ
て最新設උを見ֶできたのでࢀ考になったとࢥわれ
る。
自ࣾでの作にこだわりがあるのをײじた。制御機
器のセットアップと組み立て，ソフトのインストール，
ワイϠーϋーネス，キャブの内張り加工などの内作，
部品の全品検ऩなど品質理にもҙཉ的である。
両ࣾとも，最近のআઇ車のചれ行きが好調で，ฏ年
よりかなり多いআઇ車が作されており，構内のス
トックϠードは，ຬഋঢ়ଶであった。その中で，生産
体制を最大限効率的に運用し，規を拡大して，それ
に対応しているのがよくわかった。

4．おわりに

一度に 2 つの工場見ֶというりだくさんのスケ
ジュールであったが，普段見る機ձの少ないআઇ機械
の生産現場に৮れて，得られたものは大きかったとࢥ
う。ҕ員相ޓの交流をਤることもできて有ҙٛであっ
た。
᷂日本আઇ機作ॴおよび᷂ڠ機械作ॴの方々
には，و重な機ձを༩えていただき，またお世にな
り大変ありがとう͟͝いました。
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厚幌ダム建設事業　ダム本体工事　現場見学会

建設業部会

1．はじめに

建設業部ձでは，ฏ成 27 年度Նق現場見ֶձを
2015 年 9 ݄ 10 日，北ւಓのްຈダム建設事業ダム本
体工事において実施したので本ࢽにհする。
を含めہ加者は，事ࢀ 14 ໊であった。

2．工事概要

ްຈダムは，2ڃՏްਅਫ系ްਅの北ւಓ༐
ް܊ਅொࣈຈ内地先に多目的ダムとして建設するも
ので，ްਅ૯合開発の一をなすものである。
ダムの目的は，࣏ਫ（ߑਫ調整），利ਫ（かんがい・
ਫಓ用ਫ）及び流ਫの正常な機能のҡ持（Տڥの
保全）である。
発者　　　北ւಓৼ૯合ৼہڵ
施工者　　　安౻ϋザマ・ؠ田地࡚・田中特定建設

工事ڞ同ا業体
ダムのॾݩ　型式　　　　　形CSGダム

అ高　　　　　47�2 N
అ長　　　　516 N
అ体ੵ　　　　48�1 ສ N3

૯ஷਫ容量　　47400000 N3

有効ஷਫ容量　43100000 N3

現場の特徴は，ダム型式が形 CSG であることで
ある。形 CSG ダムは，ஷਫ内の材山から採取
した材料（ทؠ）にਫとセメントをఴ加し，ࠞ合した

ものをダム本体の主な材料として形形ঢ়にり立て
た最も新しいダム型式である。同型式をダム本体に採
用しطに成したダムとしては，当別ダム（北ւಓ），
ۚ（きん）ダム（ԭೄݝ）の 2ダムだけであり，ް
ຈダムとサンルダム（北ւಓ開発ہ）が 3൪目の成
を目指し，現在，施工中である。

3．現場見学

現場見ֶにあたり，事ॴから現場へ移動するバス
の中で工事֓要のઆ໌を受けた。
現場は，大きく 4 かॴ（材山，CSG 設උ，
コンクリート設උ，ダム本体）にわかれており，
そのうち材山をআいた3かॴを見ֶした（写真─1）。
まずは，CSG設උを見ֶした。材山から 40 t

ࣸਅᴷ ܠશݱ　�

ࣸਅᴷ �　Ϋϥογϟʔ



88 建設機械施工 Vol.67　No.10　October　2015

重ダンプで運ൖされた材をクラッシャー（写真─ 2）
にかけ 80 NN以下にし，一次ストックϠードにԾ置
き，そのあと大型テント内のೋ次ストックϠードに移
動させ，CSG設උでCSGをする。能力は，
345 N3/I（一当り 115 N3/I ʷ 3 ）である。電力
の容量が少ないため，プラント設උは発電機でՔಇさ
せていた。
次に，コンクリート設උ（写真─ 3）を見ֶし

た。ミキサーは，2࣠ڧ制練 3�0 N3 ʷ 2 で 180 N3/I
の能力がある。されたコンクリートの運ൖやࠎ材
の運ൖには，15 t ダンプトラックが用されていた。
最後にఅ体を見ֶした。೦ながら，この日は
CSGのଧ設をしていなかった。現在，1日 3000 N3

のଧ設を行っているそうだが，最期には，5000 N3

のଧ設を目標にしているとのことだった。
CSG のଧ設機械の๏面కݻ機とর໌車をհす
る。๏面కݻ機（写真─ 4）は，CSGとコンクリート
のڥ界（写真─ 5）をకめݻめるための機械で，いΖ
いΖな工を重ね現在の形となった。র໌車（写真
─ 6）は，అ長が 516 Nと長いため，左右؛๏面か
らのর໌がಧかないため必要になったとࢥわれる。

そのଞ，上下流ڞ外ଆは，プレキャスト型（写真
─ 7）を用していた。

4．おわりに

最後に，大変おしい中，今回の見ֶձに͝ڠ力
きました安౻ϋザマ・ؠ田地࡚・田中建設ڞ同ا業体
の関者のօ様に，ްく御ྱਃし上げます。


ࣸਅᴷ �　ίϯΫϦʔτ設උ

ࣸਅᴷ �　๏໘కݻ機

ࣸਅᴷ �　$4(ͱίϯΫϦʔτͷڥք๏໘

ࣸਅᴷ �　র໌ं

ࣸਅᴷ �　ϓϨΩϟετܕ
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04-358
坑内環境一元管理
自動制御システム 戸田建設

⾣概　　　要

山ַトンネルの施工では，地山掘削作業やਧ付コンクリート

のਧ付作業，ずり出しダンプのԟ来等によって多くのคじんが

発生する。また，定外の有害ガスの発生やՆقにおける内

Թ度の上ঢにう中のリスクなど，内ڥの理が重要

となっている。通常，これらの理は現場৬員が日常理とし

て定期的に各種計測機器を用して計測し，その݁Ռをݩにૹ

෩機やूじん機器等の作動設定を変更している。そのため，多

くの時間と労力が必要であると同時に，刻一刻と変化する内

。性もあったݥةѱ化のڥの中で，対応のれにうڥ

，の一つとしてคじんೱ度や有害ガスೱ度ࡦ田建設では，対ށ

内に設置したセに関するデータをڥ内内Թ度等の各種

ンサーによってリアルタイムに自動計測し，あらかじめ設定し

た基準値の範囲に自動制御することが可能な「内ڥ一ݩ

理自動制御システム」を開発した。

⾣特　　　徴

本システムの特徴を以下に示す。

理項目のҙ設定ڥ内①

内Թ度，メ，内෩速，理項目として，คじんೱ度ڥ

タンೱ度等の有害ガス，外へ࿙出するු༡ཻ子ঢ়質など，

。の理として必要な項目をҙに設定可能であるڥ内

項目の計測と制御の自動化ڥ内②

内各ॴ（切Ӌ付近や理項目に対応した計測機器をڥ

付近など）に設置し，自動計測を行う。計測した値があらかޱ

じめ設定した基準値の範囲内になるようにૹ෩機やूじん機等

を設定した数段֊のレベルに自動Քಇさせることで内ڥを

制御する。

理ݩの一ڥ内③

これら一連の作業はすべて一ݩ理された自動制御により，

ਝ速な対応によって内ڥѱ化を回避し，日常理作業の効

率化をਤることが可能である。

のリアルタイムモニタリングڥ内④

のঢ়況は現場事ॴや本支ళ，および，システムメーڥ内

カでモニタリング可能で，情報をڞ有することで，計測，制御

機器の不۩合に対して速やかに対応することができる。

なお，システムの構ஙにおいては，ूじん機とૹ෩機を連動

させて理することで，適切なΤアカーテン効Ռ（คじんなど

の෧じ込め効Ռ）が常に確保されていることや，必要な内෩

速をトンネル全域で最低限確保した上で，システムを構ஙして

いる。

開発したシステムの効Ռの確ೝを目的に，現場実ূࢼ験を実

施し，本システムの適用によって，内作業員の労ಇڥの常

時改善や理作業の効率化の確ೝ，また，消費電力の最小化や

。リスク軽減も期待できることを把握している߁݈

⾣用　　　途

・山ַトンネル工事ଞ

⾣問 合 せ 先

田建設᷂　技術開発センター　田中　పށ

　　　　　　土木技術Ӧ業部　　小ྛ༝ҕ

˟ 104-8388　౦ژ都中ԝ۠ڮژ 1-7-1

TE-：03-3535-2641　または　03-3535-1607

ਤᴷ �　γεςϜ֓ཁਤ
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04-359
外ボルト締結型コンクリート 
中詰め鋼製セグメントを用いた 

空伏せ管渠工法
大成建設

⾣ 概　　　要

都市部でのシールド工事では，े分な立用地の確保がࠔ難

な事が多く，ط設構や地下ຒ設，ಓ路件等の制より，

立部分でෳࡶな線形（急曲線や急ޯ）を計画せ͟るを得な

いことがある。その場合でも，ۣ形断面の現場ଧちコンクリー

ト構とするのが一般的であるが，施工難қ度が高い分，高い

体品質を確保しにくい部分が生じやすくなるため，点検や補ۥ

मに要する手間が大きくなる可能性が高い。また，ෳࡶな構

の構ஙに不可ܽなమے工や型工の熟練技能労ಇ者が不足，

急ޯ施工の場合は型支保工などの施工面で安全理がࠔ難

といった問題もある。

大成建設は，品質・安全上のリスクを最小限にえ，工期短

縮も可能な工๏として，シールド工事用セグメントを応用した

「外ボルトక݁型コンクリート中٧め߯セグメントを用いた

ۭ෬せڎ工๏」を開発し，ਆށ市発のシールド工事に初適

用した。

⾣ 特　　　徴

①急曲線に対応可能

セグメントは気中組立てのため，シールドマシン内で組立て

Пܘ難な急曲線路を構ங可能（実：セグメント外ࠔ 4�1 N，

曲率半3ܘʹ 4�5 N）。

曲線に対応可能ݩ次ࡾ②

ݩ次ࡾ C"Dによる組立て計画とࡾ次ݩ座標による出来形

理により，ฏ面・縦断曲線がෳ合する曲線も施工可能（実：

縦断3ʹ 15 N，ԣ断 3ʹ 18 N）。

③高いۥ体品質

プレキャスト品であるため，మے工や型工の熟練技能労

ಇ者を必要とせず，高いۥ体品質を実現可能。

④工期短縮が可能

現場ଧちコンクリート構に比べ，30 ～ 40ˋの工期短縮が

可能。

ᶇ外ボルト方式による安全性向上

トンネル内部での組立て作業が不要となり，急ޯ施工での

安全性がඈ༂的に向上，また，内面ฏ滑性にも優れる。

⾣ 施 工 手 順

①ॴ定の高さにセグメント受を設置

②地上でリングঢ়に組立てたセグメントを立下へ入

設セグメントとボルトక݁ط③

④切ྊがׯবする高さまでセグメントが組みあがった段֊で流

動化ॲ理土等によりຒし

ᶇ解体する切ྊ・ෲىしの力がセグメントに作用しないよう

に開ޱ補߯ڧ材を設けて替えコンクリートを構ங

ᶈ切ྊ・ෲىしの解体

ʦ上記①→ᶈを܁りฦしʧ

⾣用　　　途

・ۭ෬せセグメントによるڎ構ங全般

⾣実　　　績

・中突అポンプ場์流ڎங工事（その 2）

⾣問 合 せ 先

大成建設᷂　関支ళ　土木部　技術部技術ࣨ

˟ 542-0081　大ࡕ大ࡕ市中ԝ۠ೆધ場 1-14-10

TE-：06-6265-4603

ࣸਅᴷ �　֎Ϙϧτక݁ܕίϯΫϦʔτத٧Ί߯ηάϝϯτ

ࣸਅᴷ �　ཱঢ়گ

ࣸਅᴷ �　施工ঢ়گ
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▶〈02〉掘削機械

15-〈02〉-05
日立建機
ミニショベル（後方超小旋回型）

ZX20U-5A

’15.04発売
新機種

土木工事をはじめ，工事，設උ工事，建ங基ૅ工事などのڱ小

な現場で用される 2�0 トンクラスの後方小ટ回型ミニショベル

であり，国土交通省第 3次排出ガスおよび，低૽Ի型建設機械の

基準値に適合している。

操作レバー方式を前スタンドレバーからリストコントロールレ

バーに変更したことにより，広い運転੮で༨༟のある操作が可能と

なっている。

操作方式は，上位機種同様「全操作油圧パイロット式レバー」と

し，オプションの 48":セレクタバルブ式マルチレバーも従来機

と同様に運転੮下の外から見やすい位置に装着できる。

標準仕様の 2பキャノピのルーフは，「Ӎߔ付きの大型ルーフ」

であり，できるだけオペレータにӍがかからないようにしている。

さらに，「上下スライド式Τンジンカバー」や「ワンタッチで開

ด可能なラジΤータカバー」などの「ワイドフルオープンカバー」

により，車体後方からのメンテナンス作業が容қとなっている。シー

トを前方にすことによりΤンジン上部のメンテナンスも容қであ

る。

オプション品として，「4面補ڧ付きアーム」，「ଆ面・ఈ面補ڧ

バケット」，「アタッチメント」および「ॻ類入れ用ϗルダ」も

しくは「グリスガンϗルダ」がある。さらに，盗難༧防装置として

「テンキーロックシステム」や「イモビライザキー」を装උしている。

දᴷ �　;9��6��" ͷओͳ༷

標準バケット容量 （N3） 0�07

最大掘削深さ （N） 2�33

最大掘削半ܘ （N） 4�19

最大掘削高さ （N） 4�08

機械質量 （t） 1�99

定֨出力 （L8（PS）/Ninʵ 1） 13�0（17�7）/2200

走行速度　高速／低速 （LN/I） 4�4／2�6

能力ࡔొ （�） 47

接地圧 （LPa） 24�2

最低地上高 （N） 0�29

クローラー中心距離 （N） 1�20

シュー幅 （N） 0�25

全長ʷ全幅ʷ全高（༌ૹ時） （N） 3�86 ʷ 1�45 ʷ 2�41

標準小ച価֨ （ඦສԁ） 3�65

）価֨は工場དし，消費੫別。ੇ๏および価֨は 2பキャノピ仕様。

問合せ先：日立建機᷂　経Ӧ理౷ׅ本部

ブランド・コミュニケーション本部　広報戦略ࣨ　広報グループ

˟ 112-8563　౦ژ都จ۠ژ後ָ 2丁目 5൪ 1߸

ࣸਅᴷ �　��ཱ建機　;9��6��"　ϛχγϣϕϧʢํޙখટճܕʣ�
ʢҰ෦ΦϓγϣϯΛؚΉʣ

15-〈02〉-07
コベルコ建機
ミニショベル（超小旋回型）
SK30UR-6，SK38UR-6，SK50UR-6E

’15.07～10発売
新機種

ຒ設，路面補मなどの工事で利ศ性を発شする 3～ 5トンクラ

スの小ટ回型ミニショベルである。S,50U3-6E は排出ガス後ॲ

理装置（DPF）を装උし，特定特घ自動車排出ガス 2014 年基準に

適合している。

Hモード（作業優先モード）に加えて，Sモード（省Τネ・燃費

優先モード）を設定し，作業負荷に合わせた作業モードの選択が可

能であり，燃料消費量は，従来モデルのHモードに対して，Sモー

ドで，最大 23 ～ 25ˋの低減をਤっている。

さらに，Τンジンྫྷ٫システム iNDr（アイ・Τψ・ディー・アー

ル）を，小ટ回型ミニショベルに搭載し，Τンジンルーム内の防

ਖ性とメンテナンス性を向上させ，従来機に比べ，機械右後方で最

大 4 d#の૽Իを低減させている（S,30U3-6 の場合）。

なお，Τンジンྫྷ٫の排෩を下方に向け，Τンジン排出ガスにつ

いても，機体下方に排出する「iNDrʴE」仕様（S,50U3-6E は標

準設定，S,30U3-6 及び S,38U3-6 はオプション設定）を設定する

ことで，接近する২木に直接෩を当てず，立ちރれを制してい

る。

キャノピには߶性のある߯板ルーフ，キャブにはランドデザイ

ンやリンク式スライドドアを採用し安全性・ॅډ性の向上をਤって

いる。ڞにTOPS（ԣ転時オペレーター保ޢ構）規֨に適合して

いる。さらに，ϋイリーチクレーン（オプション）のり上げ能力

を引き上げるなど，作業性能も向上させている。
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දᴷ �　4,��63��ɼ4,��63��ɼ4,��63��& ͷओͳ༷

本体型式 S,30U3-6 S,38U3-6 S,50U3-6E

標準バケット容量（山ੵ／ฏੵ）（N3） 0�07／0�06 0�11／0�07 0�20／0�18

クローラ仕様 ΰムクローラ ΰムクローラ ΰムクローラ

機械質量（キャノピ／キャブ）（t） 3�00／3�20 3�64／3�83 5�32／5�49

定֨出力 （L8/Ninʵ 1） 17�1/2400 17�1/2400 27�9/2400

燃料タンク （l） 42 42 75

ટ回速度 （Ninʵ 1ʨrQNʩ） 8�3ʨ8�3ʩ 9�9ʨ9�9ʩ 8�5ʨ8�5ʩ

走行速度（1速／2速）（LN/I） 2�1／3�8 2�5／4�2 2�2／4�0

能力ࡔొ ˋ（度） 58（30） 58（30） 58（30）

最大
掘削力

バケット （LNʨLgGʩ） 25�6ʨ2600ʩ 27�1ʨ2760ʩ 35�2ʨ3590ʩ

アーム （LNʨLgGʩ） 16�2ʨ1650ʩ 14�1ʨ1430ʩ 21�9ʨ2230ʩ

全長 （N） 4�22 4�32 5�24

全幅 （N） 1�55 1�70 1�96

全高 （N） 2�57 2�57 2�60

最大掘削半ܘ （N） 4�69 4�98 5�81

最大掘削深さ （N） 2�88 3�26 4�17

最大掘削高さ （N） 5�41 5�67 6�41

最大ダンプ高さ （N） 4�00 4�26 4�86

価֨（੫抜き） （ඦສԁ） 4�940 5�501 8�123

問合せ先：コベルコ建機　Ӧ業ଅ進部

˟ 141-8626　౦ژ都品۠北品 5丁目 5൪ 15 ߸

　　　　　　（大࡚ブライトコア 5F）

ࣸਅᴷ �　ίϕϧί建機　4,��63��&　ϛχγϣϕϧʢখટճܕʣ

▶〈03〉積込機械

15-〈03〉-01
日立建機
ホイールローダ　　ZW80-5B

’15.02発売
モデルチェンジ

主にআઇ，ச産，産廃等で用されているϗイールローダであ

り，「時代にマッチしたڥ性能」「շ適な運転ۭ間」「メンテナン

スコストの低減」をコンセプトにモデルチェンジしたものである。

特定特घ自動車排出ガス規制 2014 年基準に適合しており，ࢎ化

৮ഔとマフラのみで構成される排ガス後ॲ理装置により，セラミッ

クフィルタの定期ਗ਼・交換が不要である。国土交通省低૽Ի指定

機であるが，Τンジン最高回転数を 10ˋ制するスロットルリミッ

トスイッチにより，૽Ի値を低૽Ի相当まで下げることも可能で

ある。

運転੮へのアクセスルートには左右にグラブϋンドルと大型ス

テップを設け，安全に߱可能である。運転੮はշ適なサスペンショ

ンシートをはじめ，作業機レバーや前後進レバーのޡ操作防止レ

バーロック，רき込み式シートベルト，Τンジンオフ時に自動的に

作動するパーキングブレーキ，3OPS/FOPS 構のキャブ仕様な

どにより，安全性の向上をਤっている。

メンテナンス面では，センターコンソールにされたモノクロӷ

থモニタにフィルタの交換時期をらせる機能を設け，定期的なメ

ンテナンスをサポートしている。作業機のジョイント部には५滑特

性のよいHNブッシュを採用し，ࢷڅ間ִを 250 時間へԆ長してい

る。車体下部のࢷڅ部にはリモートを装උし，日々のメンテナ

ンスにかかる時間を低減している。

දᴷ �　;8����# ͷओͳ༷

標準バケット容量 （N3） 0�9

運転質量 （t） 4�895

最大出力 （L8（PS）/Ninʵ1） 49（67）/2200

定֨荷重 （t） 1�440

全長 （N） 5�235

全幅 （N） 1�920

全高 （N） 2�790

ϗイールベース （N） 2�200

トレッド （N） 1�470

ダンピングクリアランス （N） 2�500

ダンピングリーチ （N） 0�880

最高走行速度（前進／後進） （LN/I） 34／34

標準小ച価֨（੫抜） （ඦສԁ） 8�8

）価֨は工場དし，消費੫別。
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ࣸਅʕ�　ཱ建機　;8����#　ϗΠʔϧϩʔμ

問合せ先：日立建機᷂　広報戦略ࣨ　広報グループ

˟ 112-8563　౦ژ都จ۠ژ後ָೋ丁目 5൪ 1߸

▶〈05〉クレーン，インクラインおよびウインチ

15-〈05〉-04

日立住友重機械建機クレーン
テレスコピックブーム式
クローラクレーン

650TLX

’15.03発売
新機種

建ங，ߓ荷役，基ૅ土木に加え，ط存ߌ撤ڈ作業にも対応した

65 t りテレスコピックブーム式クローラクレーンである。

作業性能を高めるため，軽量かつ高ڧ度・高߶性な角断面形ঢ়

の 4段テレスコピックブームとしている。さらにオーガやバイブロ

など基ૅ系現場の多様なニーズに対応するために，圧力および流量

のҟなる 3つの油圧源をオプションで用ҙしている。また，モード

切替スイッチ（クレーン／掘削）により掘削モード（掘削作業時に

は，ܯ報のみ発する）に切り替えて，安全を確保しながら掘削作業

にもू中できるようにしている。

༌ૹ・分解組立面では，クローラ自力着脱装置や自力着脱装置付

カンタΤイトを設定し，さらにブームも着脱可能（いずれもオ

プション）とすることで，テレスコピックブームの持つ機動力の高

さと༌ૹ規制へ対応している。また，本体༌ૹ幅を 2�99N とする

ことで，回ૹ時のトレーラーの待機時間をなくし，༌ૹコストを低

減させている。

安全面では，シンプルでいやすい大型モニターに加え，ボイス

アラームなどの事ނ止機能をॆ実させている。さらにટ回角度制

限装置（オプション）と過負荷防止装置（M／ -）のブーム高さ

制限およびブーム角度（上限／下限）制限機能を組み合わせること

で，作業ྖ域の設定を可能とし，接৮事ނの防止および復作業の

効率向上により，オペレータの疲労軽減をਤっている。

標準装උの༧防保全システム「リモートセンシング」により，機

械の݈߁ঢ়ଶを把握し，ダンタイムの最小化とメンテナンスの向

上，整උ時間やコストの削減をਤっている。

දᴷ �　���5-9 ͷओͳ༷

クレーン仕様

最大つり上げ荷重ʷ作業半ܘ （t ʷN） 65 ʷ 3�0

ブーム長さ （N） 10 ～ 30�1

ロープ速度　フロント／リϠ （N/Nin） 105

　　　　　　第 3インチ （N/Nin） 105

ブーム上げ速度 （T/ 度） 52/0 ～ 78�0

ટ回速度 （Ninʵ 1） 4�5

走行速度（高速／低速） （LN/I） 1�7／1�2

能力ࡔొ （�） 30

Τンジン໊শ いすʎ 6H,1
（2011 年基準適合）

定֨出力 （L8（PS）／Ninʵ 1） 210（285）／1900

接地圧 （LPa） 92�4

全装උ質量 （t） 70�9

価֨（クレーン標準仕様：੫抜） （ඦສԁ） 85�0

：表中，各作業速度は負荷により変化します。

問い合わせ先：日立ॅ༑重機械建機クレーン᷂　ൢചا画部

˟ 110-0015　౦ژ都౦۠౦上丁目 9൪ 3߸

ࣸਅᴷ �　ཱॅ༑ॏ機械建機ΫϨʔϯ　���5-9　ΫϩʔϥΫϨʔϯ
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▶〈11〉コンクリート機械

15-〈11〉-02
極東開発工業
コンクリートポンプ車

ピストンクリート PT110-10

’15.05 発売
新機種

「高圧ଧ設」「長距離ଧ設」に特化したブームඇ搭載の大型ピスト

ン式コンクリートポンプ車である。最大ు出量 112 N3/I，最

大ు出圧力 16�0 MQa の高圧大容量ユニットを搭載している。搭載

するトラックシャシーは移動性，設置性にྀしてショートϗイー

ルベース（5�55 N）の G7822 t 車を採用している。

コンクリート圧ૹ装置は新油圧制御システムにより  従来の高圧

ピストン車よりもさらに高圧で大容量かつ低૽Ի仕様とし，また圧

ૹシリンダはシリンダストローク 2100 NNのロングストロークシ

リンダによりコンクリートバルブの切換え回数を少なくし，各機器

のຏを軽減してランニングコストの低減をਤっている。また，コ

ンクリートଧ設ऴྃ後のચড়用として従来機に比べు出能力を

 25ˋ向上させた高圧ਫポンプを搭載してચড়作業の効率化を

ਤっている。

ポンプユニットには高ॴଧ設に用されるストップバルブ（生コ

ンクリート逆流防止用）の作動用の油圧取出しポートを車両左右ଆ

面に各 2セット装උしており，最大 4（同時操作 2）のストッ

プバルブを作動させることができる。安全対ࡦとして，ϗッパଆ面

に設けたۓ急ఀ止ボタン（ϗッパ፩Ӌࠜ，ポンプ運転，ブーム作

動をఀ止），፩自動ఀ止装置（ϗッパスクリーンを開くと自動的

に፩Ӌࠜをఀ止）などを装උしている。

දᴷ �　15������ ͷओͳ༷

PT110-10

ポンプユニット仕様 8#仕様

最大ు出量　標準／高圧 （N3/I） 112/83

最大ు出圧力　標準／高圧 （MPa） 10�1/16�0

コンクリートシリンダܘ （NN） 205

シリンダストローク （N） 2�1

ਫポンプు出圧力 （MPa） 10�5

ϗッパ容ੵ （N3） 0�5

リϠアトリガ張出スパン （N） 2�38

車両全長ʷ全幅ʷ全高 （N） 9�98 ʷ 2�49 ʷ 3�015

車両૯質量 （t） 15�3

価֨ （ඦສԁ） 63

問合せ先：ۃ౦開発工業᷂　技術部

˟ 673-0443　ฌࡾݝݿ木市別ॴொ 2൪地

ࣸਅᴷ ίϯΫϦʔτϙϯϓं　������15　ۀ౦։ൃ工ۃ　�

▶  〈12〉モータグレーダ，ロードスタビライザ，締固
め機械およびソイルプラント

15-〈12〉-02
コマツ
モータグレーダー

GD675-6

’15. 4発売
モデルチェンジ

NOY（ૉࢎ化）と PM（ཻ子ঢ়質）の排出量を従来機に比

べて大幅に低減し，オフロード๏（ˎ 1）2014 年基準に適合したモデ

ルチェンジ車である。加えて，Τンジンとトランスミッションを最

適に制御し，燃料消費量を従来機に比べ大幅に低減（ˎ 2）している。

また，Τンスト防止機能などの追加により生産性も向上させている。

車両後方確ೝ用の後方視ೝ用カメラ・モニタと，セカンダリΤン

ジンఀ止スイッチにより安全性を高めるとともに，機械モニタには

໌で見やすい高精ࡉ 7インチ -CDモニタを採用し，運転中の燃

料消費率の表示やガイダンスにより省Τネ運転のサポートも行って

いる。

さらに，新車ߪ入時に自動的に付帯される，パワーラインの保ূ

Ԇ長と無ঈメンテナンスを取り入れた，サービスプログラム

「,OM"TSUC"3E（コマツ・ケア）」をఏڙしており，トータル

ライフサイクルコストの低減と長時間Քಇに貢献するとࢥわれる。

ࣸਅᴷ �　ίϚπ　(%�����　ϞʔλάϨʔμʔ
ʢҰ෦Φϓγϣϯؚ͕·ΕΔʣ
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දᴷ �　(%����� ͷओͳ༷

土工仕様
3�7 Nブレード˞

আઇ仕様
3�7 Nブレード˞

運転質量 （t） 17�845 18�285

車人員 ໊ 1

Τンジン定֨出力　ネット L8/ʤPS/rQNʥ Eモード：135ʵ163ʤ183ʵ221ʥ/2000～2100 Ninʵ 1

P モード：135ʵ150ʵ163ʤ183ʵ203ʵ221ʥ/2000 ～ 2100 Ninʵ 1

ブレード長さʷ高さʷްさ （N） 3�71 ʷ 0�545 ʷ 0�019

全長 （N） 9�51 9�765

全幅 （N） 2�41

全高 （N） 3�175 3�41

最小ટ回半ܘ （N） 7�4

最高速度 （LN/I） 48�5

価֨˞ （ඦສԁ） 32

˞価֨：工場དし消費੫抜き
土工仕様には 3�7 Nブレード以外に 4�0 Nブレードを選択可能
আઇ仕様には 3�7 Nブレード以外に 4�0 Nブレード，4�3 Nブレードを選択可能

ˎ 1ɽオフロード๏：特定特घ自動車排出ガスのNOY（ૉࢎ化），

PM（ཻ子ঢ়質）排出量の規制等に関する๏。

ˎ 2ɽP モード時 13ˋ減／時間　Eモード時 28ˋ減／時間

　　 自ࣾテスト基準による従来機との比ֱである。実作業では作

業件によりҟなる場合がある。

問合せ先：コマツ　コーポレートコミュニケーション部

˟ 107-8414　౦ژ都۠ߓࡔ 2-3-6

15-〈12〉-03
日立建機カミーノ
ハンドガイドローラ

ZV550WL

’15.05発売
モデルチェンジ

ಓ路工事や基ૅ工事などで用されるϋンドガイドローラの

550 Lg クラスにおいて，本体上面を従来機に対し 192 NN低くし

軽量コンパクト化することで，前方視ೝ性・操作性を向上させたモ

デルチェンジ機である。

;7-8シリーズの特徴であるਗ਼の容қなࢄਫノズルを踏襲する

とともに，パワーパックとローラ間の開ޱを大きくとることで，ロー

ラのਗ਼性を向上させている。

前後進レバーを中ԝに置し，本体の左右どちらからでも容қに

操作できるようにするとともに，大型スイッチの採用により操作性

を向上させている。

ϋンドルアシスト機能の追加により，ϋンドル֨ೲ時の操作力を

従来機に対し 45ˋ低減させている。

スクレーパ・走行モータ・操作スイッチの各部位に保ޢ構を設

け，ি突やҟ৵入での破損防止をਤっている。

දᴷ �　;7���8-ͷओͳ༷

機械質量 （Lg） 565

Τンジン型式 クボタE75-E3-N#3

Τンジン定֨出力 （L8/Ninʵ 1） 4�0/2500

燃料タンク容量（軽油） （-） 4�8

走行速度 （LN/Ir） 前進 0～ 3�5 ／後進 0～ 3�0

ৼ動数 （H[） 55

ৼ力ى （LN） 9�8

価֨（੫抜） （ඦສԁ） 1�8

問合せ先：᷂日立建機カミーノ　Ӧ業本部

˟ 加市ห天ݝۄ࡛　340-0004 5-33-25

ࣸਅᴷ �　ཱ建機Χϛʔϊ　;7���8-　ϋϯυΨΠυϩʔϥ
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15-〈12〉-04
日立建機カミーノ
プレートコンパクタ

ZV40PFL

’15.05発売
モデルチェンジ

ಓ路工事や基ૅ工事などで用されるプレートコンパクタの

40 Lg クラスについて，操作性・運ൖ性の向上を目的にモデルチェ

ンジしたものである。

;7-PF シリーズの特徴であるΤンジン防ৼΰム・ϋンドル防ৼ

ΰム・ϋンドルストッパΰムによる 3重防ৼ設計を踏襲し，6ˋの

軽量化（対 ;740PF）により操作性・運ൖ性を向上させている。

をΤアクリーナ，Τンジンオイルのメンテナンスが容қなレ

イアトとし，さらにフレームをΤンジンオイルドレンプラグの取

り外しが容қなフラットでコンパクトな構とするなど，整උ性に

ྀしている。

ৼ部とఈ板部を分ׂすることで，ఈ板ຎ時の交換部位を最小ى

限とし，交換作業工数とランニングコストを低減している。さらに

ૣ期ຎしやすいఈ板後部をೋ重構とし，補ڧ板のްみと面ੵを

増やすことでٱ性を向上させている。

༌ૹにศ利な؆қ車（;740PF-・;760PF- 通）をオプショڞ

ンで設定している。

දᴷ �　;7��1'- ͷओͳ༷

機械質量 （Lg） 46

Τンジン型式 スバルEH09

Τンジン定֨出力 （L8/Ninʵ 1） 1�5/3600

燃料タンク容量（ガソリン） （-） 1�5

走行速度　˞ （N/Nin） 19

ৼ動数 （H[） 103

ৼ力ى （LN） 7�2

価֨（੫抜） （ඦສԁ） 0�22

（）˞日立建機カミーノの基準による。

問合せ先：᷂日立建機カミーノ　Ӧ業本部

˟ 加市ห天ݝۄ࡛　340-0004 5-33-25

ࣸਅᴷ �　ཱ建機Χϛʔϊ　;7��1'-　ϓϨʔτίϯύΫλ

▶〈13〉舗装機械

15-〈13〉-01
住友建機
アスファルトフィニッシャ

HA50W-8

’15.03発売
モデルチェンジ

ಓ路ฮ装工事に用される搭式のアスフΝルトフィニッシャで

ある。コンパクトなボディによりಓ路ฮ装以外のற車場などの小規

な現場にも対応可能となっている。Ԇ長スクリードを必要とせず，

高߶性で 2�3 Nから 5 Nまで無段֊に৳縮可能な 3連৳縮スクリー

ドを装උすることで従来機に比ֱして高精度のฮ装が可能である。

オペレーターの操作性向上を目的として運転੮に 7インチのカラー

モニターを採用している。ڥにもྀしたΤンジンとΤコモード

の搭載により，低燃費運転を可能としている。フィールドビューモ

ニター（ 1）をオプション設定し安全性の向上をਤっている。ԕִ

Քಇ理システムを標準装උしている。

（ 1）アスフΝルトフィニッシャのࢮ角である前方と左右の各カ

メラ画૾を合成ॲ理し，運転੮のカラーモニター上にて広

角からの၆ᛌө૾により安全確ೝが可能なシステム。

දᴷ �　)"��8�� ͷओͳ༷

　 T7仕様 7仕様

ʪฮ装能力ʫ　

ฮ装幅 （N） 2�3 ～ 5�0（無段֊৳縮）

ฮ装ް （NN） 10 ～ 150

ฮ装速度 （N/Nin） 2�0 ～ 12

ϗッパ容量 （t） 8

ʪ本体ʫ

質量 （Lg） 10840 10650

全長 （NN） 5920

全幅 （NN） 2490

全高（キャノピ付） （NN） 2555（3410）

࣠距 （NN） 2500

ྠ距 （NN） 2110 ／ 1970

ʪΤンジンʫ 　

メーカー・型式 ʵ いすʎ 4++1X;SS-02

૯排気量 （-） 2�999（4C:-）

定֨出力 （L8/Ninʵ 1） 74�9/2000

最大トルク （N・N/Ninʵ 1） 359/1600

燃料タンク容量 （-） 115
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問合せ先：ॅ༑建機ൢച᷂　Ӧ業ا画部

˟141-6025　౦ژ都品۠大࡚ೋ丁目1൪ 1߸（TIinLParLToXer）

ࣸਅᴷ �　ॅ༑建機　)"��8��　ΞεϑΝϧτϑΟχογϟ

▶〈14〉維持修繕・災害対策用機械および除雪機械

15-〈14〉-03
やまびこ
エンジンカッター

ECD7412S，EC7412S，EC7414S

’15.08発売
モデルチェンジ

現場でのコンクリートೋ次品（า車ಓڥ界ブロック，ଆߔなど）

やダクタイルரమ（ਫಓ用）などの切断作業におけるٱ性向上

をਤってフルモデルチェンジしたΤンジンカッターである。

「4ステージΤアクリーナシステム」は，切断作業中にい上が

るคਖが，Τンジンの気化器（キャブレタ）に流入する前にคਖを

分離する。คਖ分離能力は，従来機に比べ 7ഒに向上し，คਖか

らΤンジンをकっている。

特にूਖタイプ（ECD7412S）は，コンクリートೋ次品などの

切断作業に多く用され，市֗地・ॅ地などคਖにྀが必要な

下の工事に適している。低ৼ動化を重視した設計により，ৼ動ڥ

値（3࣠合成値）は，従来機比 3�4 N/T 減の 4�5 N/T を実現している。

外形ੇ๏（全長）は 17 NN短くなっている。

一方，スタンダードタイプ（EC7412SEC7414S）は，ຒ設され

たଆߔやਫಓなどを取り替える作業ۭ間のڱい工事に適し，ユー

ザからの軽量・小型化の要に応えている。従来機と比べ，質量は

EC7412S が 9�7 Lg，EC7414S が 10�1 Lg となり，どちらも 0�7 Lg 軽

く，外形ੇ๏（全長）は，EC7412S が 33 NN，EC7414S が 24 NN

短くなっている。

また，高出力・高トルクのカッターઐ用Τンジンは，実用回転域

の出力に優れている。さらにΤアクリーナ，電装系の防ਫ性を高め

たほか，ソフトスタートに加え，始動性を容қにするプライマリー

ポンプ，デコンプを標準装උしている。

そのଞ，ダストシール付の防ਖリコイルを搭載し，คਖによるリ

コイルスタータのרきし不良などの対ࡦをߨじている。容量が

見える燃料タンクや開ด容қな燃料キャップにより，作業性も向上

させている。

දᴷ ��　&$%����4�&$����4�&$����4 ͷओͳ༷

ECD7412S EC7412S EC7414S

切断能力 （NN） 130 110 130

排気量 （N-） 73�5

燃料タンク容量（-） 0�7

最高周速度 （N/T） 45�2 60�0 70�0

3 ࣠合成値 （N/T2） 4�5 6�0 7�0

本体外形ੇ๏（NN） 735ʷ279ʷ478 707ʷ240ʷ376 746ʷ240ʷ401

本体ס૩質量 （Lg）
（ブレードなし） 12�7 10�1 9�7

価֨（੫込） （ԁ） 454680 336960 363960

問合せ先：᷂やまびこ　એ課

˟ 731-3167　広ౡ市安ࠤೆ۠大௩ 6-2-11

ࣸਅᴷ ��　·ͼ͜　ΤϯδϯΧολʔ

15-〈14〉-07
マイト工業
バッテリー式 LED投光機

NB180-WD

’15.05発売
モデルチェンジ

排ガスや૽Ի対ࡦがٻめられる場ॴで用されるバッテリー式

ޫ機について，点౮時間と作業性，安全性の向上をਤったモデルチェ

ンジ機である。

バッテリー容量を従来の 1440 8Iから 2200 8Iに増やすことに

より，点౮時間を 8時間から 12 時間に向上させている。バルーン

র໌は 30 8の -EDライトを 用し全౮時ݸ6 180 8の点౮，ย

面のみの点౮や半分の消費電力での点౮など 4段֊での切替機能が

あり，90 8では 24 時間の点౮ができる。

バッテリーはリンࢎమリチムイオンバッテリーを用し，軽量
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දᴷ ��　/#����8%ͷओͳ༷

全౮での点౮時間 （時間） 12

ॆ電時間 （時間） 6

-ED消費電力 （8） 308ʷ 6

-ED全ޫ速（ルーメン） （-N） 21000

-ED৭Թ度（ケルビン） （,） 5000

電電圧 （7） DC367

電容量 （8I） 2200

ॆ電入力 （ʵ） "C1007/6007"

バルーン高さ （NN） 1770 ～ 2720

全長ʷ全幅ʷ全高（ऩೲ時） （NN） 745 ʷ 570 ʷ 670

૯重量 （Lg） 87

価֨ （ԁ） 1296000

問合せ先：マイト工業᷂　Ӧ業本部

˟ 547-0001　大ࡕ市ฏ۠加ඒ北 4-5-6

ࣸਅᴷ ��　ϚΠτ工����8#/　ۀ#　όοςϦʔࣜ -&%ޫ機

▶〈15〉作業船

15-〈15〉-01
大旺新洋
グラブ浚渫船兼起重機船

第十五龍正丸

’15.03製作
新機種

Տやߓなどのఈ面の土砂をᔱう土木工事で用するグラブᔱ

ᕕધ兼ى重機ધで，施工理システム及びڥ対ࡦ，安全対ࡦの改

善をਤっている。

全長 60 N，全幅 24 N，深さ 5 Nのધ上に，2206 L8 の原動

機を装උしたクレーンを搭載している。グラブバケットは，ೈ土൫

用 30 N3，ߗ土൫用 10 N3，ฏఈ幅広型 30 N3 のラインナップがあり，

1時間当たり 1000 N3 のᔱᕕ能力を有している。また，ى重機ધ

仕様では，主ר最大定֨荷重 80 t，最大༲程（ਫ面上）26 Nの能

力を有している。

ᔱᕕ施工理システム（Sea7iTionNavigator）は，Ի響測深ソナー

との連動によりᔱᕕ作業の視֮化がਤれ，高効率化をਤるとともに，

施工データ理機能によりᔱᕕデータ（実理・作業日報・進

理など）が自動記され，リアルタイムでの施工理が可能であ

る。ᔱᕕ深さは，ધ体ࣼ・ジブ角度・ટ回角度等に生じるޡ差を

補正する深度補正制御機能と，1 DNの制御能力を持つਫฏ掘装置

により高精度のബᔱᕕが可能である。ᔱᕕ作業時には，直ܘ

1300 NN，全長 40 Nのスパッド 3本でધ体をݻ定し，大深度の施

工を行なう。機動力を最大に発شできるようにધट，ધඌにポンプ

ジェット式スラスタを 2基装උし，ધඌ置の押ધ（1471 L8）を

දᴷ ��　ୈेཾޒਖ਼ؙͷओͳ༷

浚渫仕様

直ר能力 （t） 110�0

グラブバケットೈ土൫用 （N3） 30�0

土൫用ߗ　　　　　　　 （N3） 10�0

　　　　　　　ฏఈ幅広型 （N3） 30�0

ᔱᕕ深度　ਫ面下 （N） 60�0（全༲程 66�0）

起重機仕様

主ר・最大定֨૯荷重 （t ʷN） 80�0 ʷ 24�1

作業半ܘ （N） 15�7 ～ 30�4

ジブ角度 （ ）˃ 30 ～˃ 70˃

最大༲程 （N） ਫ面上 26�0

補ר （t） 9�4

一般主要仕様

ジブ長さ （N） 28�0

原動機 （L8/rQN） 2206/750

ટ回速度 （rQN） 0～ 1�2

෬ロープ速度ى （N/Nin） 0 ～ 7�2

主発電機 （L7"ʷ 7ʷH[） 500 ʷ 220 ʷ 60　2 

補助発電機 （L7"ʷ 7ʷH[） 130 ʷ 220 ʷ 60　2 

ポンプジェット （L8/rQN） 302/2616

スパッド装置 （ПʷN） 1300 ʷ 40　3 基

長さʷ幅ʷ深さ （N） 60�0 ʷ 24�0 ʷ 5�0

価֨ （ඦສԁ） 2376

化（Ԗバッテリーの 1/2）とバッテリーण໋のԆ長をਤっている（

1500 サイクルが可能）。リチムバッテリーは#MU（バッテリー・

マネージメント・ユニット）でセルバランス視を行い，セルのバ

ラツキによる能力低下や過ॆ電・過์電防止を制御している。リン

リチムイオンバッࢎమリチムイオンバッテリーは，コバルトࢎ

テリーに比べるとΤネルΪー密度は低いが，サイクルण໋が長く，

ఝ差しなどでも発Րしにくいなどの特徴がある。

ઐ用車は 225 NNのۭ気入タイϠを採用し不整地などでの移動

も容қにしている。

෩などによる転防止のためのアトリガー，足踏み式ற車ブڧ

レーキ，急なམ下を防͙ためのΤアーブレーキ付きの৳縮ポールな

どにより安全性の向上をਤっている。-EDライト・ポール・手押

しϋンドルは，現場へのൖૹや保を考ྀしてコンパクトに֨ೲで

きるようにしている。
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問合せ先：大Ԣ新༸ג式ձࣾ　土木事業本部　ߓ土木部

˟ 781-0112　高ݝ高市ਔҪ田 1625 ൪地 2

ࣸਅᴷ ��　େԢ৽༸　ୈेཾޒਖ਼ؙ　άϥϒᔱᕕધ݉ىॏ機ધ

▶  〈19〉建設ロボット，情報化機器，タイヤ，ワイヤロー
プ，検査機器等

15-〈19〉-01
ケルヒャー ジャパン
業務用冷水高圧洗浄機

HD 4/8 C

’15.06発売
モデルチェンジ

工場の設උ・機械・パーツ，自動車，建の外น，ビル・マンショ

ンのڞ有スペース，৯品スーパーのバックϠードなどの幅広い用途

でのચড়を定した業用ྫྷਫ高圧ચড়機である。動力は୯相

100 7 で様々な作業ڥで用できる。

スリムなデザインと持ち運び用の大型ϋンドルの採用によってย

手で持ち上げることができ，段差のある場ॴでも移動が容қである。

දᴷ ��　)%�����$ ͷओͳ༷

1�520-155�0 1�520-156�0

動力 ୯相 100 7　50 H[ ୯相 100 7　60 H[

モーター入力 （L8） 1�4

モーター出力 （L8） 1�0

ਫ量 （-/I） 400

圧力 （MQa） 8

ਫԹ度څ （ˆ） MaY60

ਫ圧力څ （MQa） MaY1

自څ高さ （N） MaY0�5

ચٵࡎ引量 （-/I） 0 ～ 25

૽Ի値 （d#） 86

電源コード長 （N） 5

ੇ๏ （NN） -ʹ380ʷ8ʹ360ʷϋンドルऩೲ時　Hʹ620
（ϋンドル最大引き上げ時　Hʹ930）

質量 （Lg） 23�7

価֨ （ԁ，੫別） 140000

問合せ先：ケルώャージャパン᷂

˟ ฏࡔ大ொদ܊ࠇݝٶ　981-3408 3-2

ࣸਅᴷ ��　έϧώϟʔ�δϟύϯ)%�����$　ۀ༻ྫྷਫߴѹચড়機

また，電源ケーブルや高圧ϗースをまとめるラバーバンドとノズ

ルなどのऩೲスペースがあることで，移動・保時の部品のམ下・

ฆࣦを防げるとڞに，省スペース化によってコンパクトऩೲとなっ

ている。

新デザインのڅਫޱと一体型の大容量フィルターは，目٧まりし

にくく，ਗ਼も؆୯でメンテナンス性が向上，目がࡉかくなった

事でҟࠞ入によるポンプのނোリスクを低減している。

作業中断時の保持圧を低くする新型ポンプの採用でٱ性を向

上，ガンを握った直後の動が少なくなり，作業員の負担も軽減さ

れる。

ケルώャーࣾの高圧ચড়機は「Ոఉ用」と「業用」に分かれて

おり，業用ではՈఉ用に比べ長時間・高ස度・より多くのڥで

の用を定した構としており，ٱ性がある。

ซ用することで自༝な操ધができる。また，油圧ポンプユニットは，

୯ಠ用・合流用（高出力化）の切り替え操作により，インチ

，の作業時間の短縮ができڈ下げ操作，スパッド設置・撤ר・上げר

正確なᔱᕕ位置・ୀ避場ॴへのਝ速な移動ができる。

にඋえるため，ધ体燃料タンクをೋނとして，不ྀの事ࡦ対ڥ

重構にしたほか，作動油に生分解性オイルを用し，オイルがւ

上に࿙Ӯした場合でも自વ界に存在するバクテリアにより生分解化

される。このほか，ધ内の廃غを適正にॲ理できる油ਫ分離装置

やԚਫॲ理装置，生ΰミॲ理機を装උするとともに，作業૽Իを低

減するため，༶重装置のマフラーは，低૽Ի型（84 d# 対応型）

としている。また，操ધࣨの上にଠཅޫ発電機パネルを設置して

おり，ધ内の補助電力として用できる。

安全対ࡦとして，作業ঢ়況を視するためクレーン前後部各 1，

操ધインチ部 4，スパッド部 3，そのଞ 4の計 13 の

視モニターを設置している。また，スパッドଧ設不可能な作業にお

いては，土運ધ等が本ધに接ݳするࡍ，本ધのアンカーチェーンに

接৮しないようにਫ深を確保できる֨ೲ式アンカーラック構のঢ

߱式チェーンガイドローラを設置し，接ݳ時の接৮事ނの防止を

ਤっている。
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建設工ࣄडಈଶ౷ܭௐࠪ（大手 50 ࣾ） （୯位：ԯԁ）

年　　݄ ૯　　計

受　　　　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化
工事高 施工高ຽ　　　間

ிެ そのଞ ւ　　外 建　　ங 土　　木
計 業 ඇ業

2008 年 140056 98847 22950 75897 25285 5741 10184 98836 41220 128683 142289
2009 年 100407 66122 12410 53712 24140 5843 4302 66187 34220 103956 128839
2010 年 102466 69436 11355 58182 22101 5472 5459 71057 31408 107613 106112
2011 年 106577 73257 15618 57640 22806 4835 5680 73983 32596 112078 105059
2012 年 110000 73979 14845 59133 26192 4896 4933 76625 33374 113146 111076
2013 年 132378 89133 14681 74453 31155 4660 7127 90614 41463 129076 120941
2014 年 139286 80477 16175 64302 43103 4822 10887 86537 52748 138286 125978

2014 年 7 ݄ 10588 6435 1187 5247 2864 373 916 6605 3983 138035 7882
8 ݄ 10877 5546 1194 4352 3247 336 1749 7446 3431 138708 9176
9 ݄ 13461 9484 1926 7557 2855 466 657 9250 4211 139433 13045
10 ݄ 11711 7083 1417 5666 2927 471 1231 7219 4492 140773 8915
11 ݄ 9504 6319 1225 5095 2449 385 350 6602 2902 139657 10204
12 ݄ 12199 7249 1334 5915 3290 386 1274 8117 4082 138286 14320

2015 年 1 ݄ 10538 7525 1502 6023 2490 360 164 7817 2721 147814 10220
2 ݄ 11306 7809 1174 6635 2910 438 148 7788 3517 136998 10628
3 ݄ 19543 12683 1855 10828 6342 407 112 11622 7921 140330 19823
4 ݄ 11836 8791 2135 6656 2383 557 105 8489 3347 145449 9296
5 ݄ 8193 5622 1131 4491 1958 353 260 5284 2908 145260 9626
6 ݄ 13316 8635 1525 7110 3445 502 734 8758 4558 146253 12424
7 ݄ 10167 7221 2122 5099 2454 372 120 7202 2965 ʵ ʵ

建　設　機　械　ड　　࣮　 （୯位：ԯԁ）

年　　݄ 08 年 09 年 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 14 年
7 ݄ 8 ݄ 9 ݄ 10 ݄ 11 ݄ 12 ݄ 15 年

1 ݄ 2 ݄ 3 ݄ 4 ݄ 5 ݄ 6 ݄ 7݄

૯　   　 ֹ 18099 7492 15342 19520 17343 17152 18346 1541 1427 1679 1652 1370 1514 1388 1584 1732 1593 1388 1600 1517
ւ 外 ध 要 12996 4727 11904 15163 12357 10682 11949 1005 872 1120 1063 883 1037 920 1024 1075 973 844 945 895
ւ外ध要をআく 5103 2765 3438 4357 4986 6470 6397 536 555 559 589 487 477 468 560 657 620 544 655 622

（）2008 ～ 2010 年は年ฏ均で，2011 ～ 2014 年は࢛半期͝とのฏ均値でਤ示した。
2014 年 7 ݄以߱は݄͝との値をਤ示した。

出య：国土交通省建設工事受動ଶ౷計調ࠪ
　　　内ֳ経ࣾࡁձ૯合ڀݚॴ機械受౷計調ࠪ
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■路盤・舗装機械技術委員会 アスファル
トプラント変遷分科会
݄　日：8݄ 4日（Ր）
出੮者：٢༑७分Պձ長ほか 9໊
ٞ　題：①アスフΝルトプラントの変ભ
資料の機関ܝࢽ載に向けた第 4ষから
のฤू作業について　②今後のฤू作
業の進め方について　③そのଞ

■コンクリート機械技術委員会
݄　日：8݄ 6日（木）
出੮者：大ଜ高ܚҕ員長ほか 9໊
ٞ　題：①前回（6/11）ҕ員ձのٞ事
内容の確ೝ　② ISO/TC195/SC1のト
ラックミキサの各国ҙ見をөしたम
正৹ٞ　③ ISO/TC195/SC1 のコンク
リートおよびモルタル準උ用機械及び
プラントの৹ٞ　④ ISO18652 コンク
リート用外部ৼ動機，ISO21592 コン
クリートਧ付機の定期見直しについて
ᶇ建設機械要ཡ 2016 の見直しについ
て　ᶈそのଞ

■建築生産機械技術委員会 移動式クレーン
分科会WG・国交省打合せ
݄　日：8݄ 7日（ۚ）
出੮者：ੴٱ分Պձ長ほか 8໊
ٞ　題：①ϗイールクレーン燃費基準設
定に向けた検౼ঢ়況の確ೝ・ラフテ
レーンクレーンの追加機種の作業燃費
測定ঢ়況について・作業燃費測定方๏
+CM"S 原案の作成検౼ঢ়況と評価値
算出方๏・クラス分けについて・
+CM"S 原案作成スケジュールと燃費
基準値設定について　②ฏ成 27 年度
第 1回建設施工の地ٿԹஆ化対ࡦ検౼
分Պձに向けた準උとスケジュールに
ついて　③そのଞ

■トラクタ技術委員会
݄　日：8݄ 21 日（ۚ）
出੮者：高দ৳ڡҕ員長ほか 6໊
ٞ　題：①各ࣾのトピックス　② 8/21
"M開࠵の国土交通省・作業燃費検౼
8Gଧ合せ݁Ռの報ࠂ　③ฏ成 27 年
度上期の活動報ࠂと下期の活動計画に
ついて・下期の活動テーマとその進め
方について　④そのଞ

■トンネル機械技術委員会 建設生産シス
テムの変遷分科会
݄　日：8݄ 26 日（ਫ）

出੮者：٦৳一分Պձ長ほか 8໊
ٞ　題：①山ַTN，シールドTNの「大
断面」「大深度」「長距離」についての
要ٻされる技術についての標準（一般）
技術との比ֱ表（"31 ページ݁）
のઆ໌と౼ٞ　②活動成Ռのまとめ方
について　③そのଞ

■原動機技術委員会
݄　日：8݄ 28 日（ۚ）
出੮者：本木໌人ҕ員長ほか 19 ໊
ٞ　題：①前回（6 ݄ 26 日）ٞ事の
確ೝについて　②オフロード๏ 2014
年排出ガス規制の各実施要ྖ等につい
ての情報交換　③ւ外排出ガス規制の
動向についての情報交換　④国交省఼
からの質問「欧州及び中国の排出ガス
規制情報」の回について　ᶇ 8/21
開࠵の作業燃費検౼8G・国交省఼ଧ
合せ݁Ռについて　ᶈฏ成 27 年度上
期の活動報ࠂと下期の活動計画につい
て　ᶉ建設機械要ཡ 2016 見直し݁Ռ
の報ࠂについて　ᶊそのଞ

■建築生産機械技術委員会 移動式クレーン
分科会WG

݄　日：8݄ 31 日（݄）
出੮者：ੴٱ分Պձ長ほか 6໊
ٞ　題：①ラフテレーンクレーンの
+CM"S 作業燃費測定標準案の検౼に
ついて・クラス分け（Τンジン出力で
なくクレーン容量とする）についての
験件のࢼ験モードでのࢼ確ೝ・各࠶
確ೝ・3レバー操作についての合൱࠶
のࠜڌ確ೝ・評価値 Lg/I（案）につ
いて未測定 3機種での࠶現性の確ೝ　
②燃費基準値設定工程を 2015/7/16 案
②として国交省地ٿԹஆ化対ࡦ検౼
分Պձを 10 ݄開࠵とした準උについ
て（8/7 の国交省ଧ合せを踏まえて）・
走行燃費についての取ѻいのઆ໌の仕
方・10 ݄開࠵に向けた国交省のઆ໌
ドラフト案についてのҙ見確ೝ（8/17
時点で未着）　③そのଞ

■作業燃費検討WG・国土交通省 打合せ
݄　日：8݄ 21 日（ۚ）
出੮者：ඌ上༟リーダーほか 14 ໊
ٞ　題：①先行 3機種（油圧ショベル，
ϗイールローダ，ブルドーザ）および
ミニショベルの新たな燃費基準の設定
について・見直し or ਾ置きの断に
ついて（効率改善༨地，費用対効Ռ）・
目標年次，データऩू方๏，基準値発
表時期，ೝ定開始時期　②地ٿԹஆ化
対ࡦ検౼分Պձの開࠵時期と開࠵に向

けた準උについて　③そのଞ

■三役会
݄　日：8݄ 19 日（ਫ）
出੮者：ླ木Յ昌部ձ長ほか 4໊
ٞ　題：①各8G報ࠂ　② 9/9 ～ 10 Ն
③　現場見ֶձについてق 9/16 開࠵
༧定「建設業部ձ」について・中期事
業報ࠂの作成等　④そのଞ

■クレーン安全情報WG

݄　日：8݄ 24 日（݄）
出੮者：ٱ保隆ಓ主ࠪほか 9໊
ٞ　題：①クレーン事ނ情報のڞ有　　
ҭঢ়況調ࠪ方๏について　③クڭ࠶②
ローラ転事ނ事例の安全情報8G
としての取組みについて　④そのଞ

■コンプライアンス分科会
݄　日：8݄ 4日（Ր）
出੮者：Ѩ部߂ೋװ事長代理ほか 6໊
ٞ　題：①「レンタカー運用の適正化に
向けた取組について」各ҕ員ఏ出案の
৹ࠪ　②そのଞ

■機関誌編集委員会
݄　日：8݄ 5日（ਫ）
出੮者：辺߂事ہ長ほか 19 ໊
ٞ　題：①ฏ成 27 年 11 ݄߸（第 789 ߸）
の計画の৹ٞ・検౼　②ฏ成 27 年 12
݄߸（第 790 ߸）のૉ案の৹ٞ・検౼
③ฏ成 28 年 1 ݄߸（第 791 ߸）のฤ
ू方の৹ٞ・検౼　④ฏ成 27 年 8
～ฏ成 27 年 10 ݄߸（第 786 ～ 788 ߸）
の進ঢ়況の報ࠂ・確ೝ

■建設経済調査分科会
݄　日：8݄ 19 日（ਫ）
出੮者：山໊ࢸ分Պձ長ほか 5໊
ٞ　題：①「建設業のւ外ల開」ήラ検
౼　②ฏ成 27 年度建設資見通しの
֓要ૉ案検౼　③ฏ成 27 年度主要建
設資材の見通しૉ案検౼　④そのଞ

■新機種調査分科会
݄　日：8݄ 25 日（Ր）
出੮者：ߐ本ฏ分Պձ長ほか 5໊
ٞ　題：①新機種情報の持ちدり検౼　
②新機種հデータまとめ　③そのଞ

■新工法調査分科会
݄　日：8݄ 27 日（木）
出੮者：高࢙ߒڮ分Պձ長ほか 3໊
ٞ　題：①新工๏情報の持ちدり検౼　

（2015 年 8 ݄ 1 日～ 31 日）

行事一覧
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②新工๏հデータまとめ　③そのଞ

支部行事一覧

■情報化施工トップセミナー
݄　日：8݄ 11 日（Ր）
場　ॴ：小୬開発建設部第 1ձٞࣨ
୩一உ支部ࠪ役ほか۽：加者ࢀ 46 ໊
ٞ　題：①北ւಓ開発ہにおける情報化
施工　②基調ߨԋ「情報化施工で現場
が変わる �」　③情報化施工活用事例

■第 2回施工技術検定委員会
݄　日：8݄ 19 日（ਫ）
場　ॴ：さつけんビル6 ֊ձٞࣨ
出੮者：ळ場݈࣏施工技術検定ҕ員長ほ
か 15 ໊
ٞ　題：建設機械施工技術検定実施ࢼ験
の実施要ྖについて

■建設機械施工技術検定実施試験
݄　日：8݄ 28 日（ۚ）～ 30 日（日）
場　ॴ：ੴङ市᷂日立建機ڭ習センタ
北ւಓڭ習ॴ
受検者：実人数 ڃ1  70 390ڃ2，໊ ໊
　　　　Ԇ人数 ڃ1 107 454ڃ2，໊ ໊

■除雪講習会事前打合せ（施工部会）
݄　日：8݄ 3日（݄）～ 4日（Ր）
場　ॴ：ؠ手ܯݝ本部，ܯݹٶॺ，
国ಓ事ॴࡾ，ிݝ手ؠ
出੮者：Ѩી貢و事ہ長ほか 1໊
内　容：ฏ成 27 年度আઇߨ習ձࢣߨґ
頼及びଧ合せ

■除雪機械開発資料とりまとめ（施工部会）
݄　日：8݄ 6日（木）
場　ॴ：౦北支部ձٞࣨ
出੮者：山࡚ࢀߊ༩ほか 6໊
内　容：আઇ機械開発の変ભ資料とりま
とめ

■除雪講習会事前打合せ（施工部会）
݄　日：8݄ 10 日（݄）～ 11 日（Ր）
場　ॴ：天ಐܯॺ，山形ݝி，山形Տ
国ಓ事ॴ，新ঙܯॺ
出੮者：山࡚ࢀߊ༩ほか 1໊
内　容：ฏ成 27 年度আઇߨ習ձࢣߨґ
頼及びଧ合せ

■除雪講習会事前打合せ（施工部会）
݄　日：8݄ 18 日（Ր）
場　ॴ：ձएদܯॺ，ౡݝி，܊
山国ಓ事ॴ
出੮者：Ѩી貢و事ہ長ほか 1໊
内　容：ฏ成 27 年度আઇߨ習ձࢣߨґ

頼及びଧ合せ
■建設機械施工技術検定実地試験会場と事
前講習会の確認（施工部会）
݄　日：8݄ 20 日（木）
場　ॴ：キャタピラー౦北᷂　ؠপ ICT
センター

出੮者：Ѩી貢و事ہ長ほか 1໊
内　容：8 ݄ 22 日からの実地ࢼ験に関
する事前確ೝ

■建設機械施工技術検定実地試験監督者打
合せ（施工部会）
݄　日：8݄ 21 日（ۚ）
場　ॴ：キャタピラー౦北᷂　ؠপ ICT
センター

出੮者：Ѩી貢و事ہ長ほか 10 ໊
内　容：8 ݄ 22 日からの実地ࢼ験に関
するࢼ験ಜ者ଧ合せ

■建設機械施工技術検定試験実地試験（施
工部会）
݄　日：8݄ 22 日（土）～ 27 日（木）
場　ॴ：キャタピラー౦北᷂　ؠপ ICT
センター

受験者数： 種別 ڃ1 ڃ2 合計
1種  67 108 175 ໊
2 種  60 608 668 ໊
3 種   6  15  21 ໊
4 種  52  38  90 ໊
計 185 769 954 ໊

■情報化施工技術委員会（施工部会）
݄　日：8݄ 31 日（݄）
場　ॴ：ٶݹݝ工業高等ֶߍ
出੮者：ླ木༐࣏ҕ員長ほか 3໊
内　容：技術ҕ員ձからֶߍଆにఏ案し
ていた情報化施工に関する特別त業の
実施に向けた日程と内容のଧ合せ

■「けんせつフェア in北陸金沢 2015」第
2回実行委員会
݄　日：8݄ 7日（ۚ）
場　ॴ：北地方整උہ新ׁ国ಓ事ॴ
ձٞࣨ

出੮者：ึן正ত技ࢣ長（ؙ山支部長代
理出੮）

ٞ　題：「けんせつフェア in 北ۚ
2015」の実施について

■柏崎市平成 27年度除雪講習会
݄　日：8݄ 24 日（݄）
場　ॴ：ദ࡚市จ化ձؗアルフΥーレ
出੮者：੨木మ࿕普及部ձ長ࢣߨݣ
受ߨ者： 60 ໊

■建設機械施工技術検定試験実地試験
݄　日：8݄ 27 日（木）～ 29 日（土）
場　ॴ：ੴݝ小দ市小দڭ習ॴ҄
センタ

受検者：1ڃԆべ 85 ໊
Ԇべڃ2　　　　 190 ໊

■「建設 ICT施工ガイドブック」作成実
行委員会
݄　日：8݄ 4日（Ր）
出੮者：੨木保技術部ձ長ほか 6໊
場　ॴ：ࡾѪ産ビル 3֊ձٞࣨ
内　容：高ߍ生向けの情報化施工ࢀ考ਤ
ॻの作成について

■技術・調査部会
݄　日：8݄ 5日（ਫ）
出੮者：੨木部ձ長ほか 9໊
ٞ　題：技術ߨԋ・発表ձについて
■建設機械施工技術検定実地試験
݄　日：8݄ 28 日（ۚ）～ 31 日（݄）
場　ॴ：Ѫמݝ୩市「ॅ༑建機ൢച᷂
Ѫڭ習センター」
受験者：1ڃʜ実受験者 125 ໊，Ԇべ受
験者 211 ໊，2 ʜ実受験者ڃ 274 ໊，
Ԇべ受験者 294 ໊

■平成 27年度 1・2級建設機械施工技術
検定試験（実地）試験監督者打合せ
݄　日：8݄ 3日（݄）
場　ॴ：関支部ձٞࣨ
出੮者：দ本ࠀӳ事ہ長以下 8໊
内　容：①実地ࢼ験実施要ྖについて
②そのଞ

■近畿地方整備局との意見交換会
݄　日：8݄ 4日（Ր）
場　ॴ：ドーンセンター第ೋձٞࣨ
加者：深良一支部長以下ࢀ 43 ໊
内　容：①題ఏڙʜ1ɽެڞ工事の品
質確保の取り組みについて　2ɽ土木
機械設උの取り組みについて　3ɽ情
報施工の普及ଅ進の取り組みについて
②ҙ見交換ʜ1ɽ土木機械設උ工事に
ついて 2ɽ情報化施工について

■平成 27年度 1・2級建設機械施工技術
検定試験（実地）試験監督者打合せ
݄　日：8݄ 5日（ਫ）
場　ॴ：関支部ձٞࣨ
出੮者：দ本ࠀӳ事ہ長以下 10 ໊
内　容：①実地ࢼ験実施要ྖについて
②そのଞ

■「ふれあい土木展」連絡調整会議
݄　日：8݄ 6日（木）
場　ॴ：近ـ地方整උہձٞࣨ
出੮者：দ本ࠀӳ
内　容：①「ฏ成 26 年度;れあい土木ల」
実施報ࠂ　②「ฏ成 27 年度;れあい
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土木ల」の実施について　③そのଞ
■平成 27年度 建設機械施工技術検定試験
（実地試験）
݄　日：8݄ 26 日（ਫ）～ 30 日（日）
場　ॴ：キャタピラーڭ習ॴ᷂およびコ
ベルコڭ習ॴ᷂

受検者：実人数1 ڃ 233 ڃ2，໊ 571 ໊
　　　　Ԇ人数1 ڃ 377 ڃ2，໊ 581 ໊

■第 2回開発普及部会
݄　日：8݄ 4日（Ր）
場　ॴ：中国支部事ॴ
出੮者：൧ᅳ部ձ長ほか 7໊
ٞ　題：①建設技術フΥーラムへのࢀ加
について　②中国地方技術開発交流ձ
へのࢀ加について　③第 37 回新技術・
新工๏発表ձについて　④第 66 回新
技術活用現場ݚमձについて　ᶇ土木
機械設උҡ持理ڀݚձについて　　
ᶈそのଞ懸案事項

■ 1・2級建設機械施工技術検定実地試験
監督者事前説明会
݄　日：8݄ 6日（木）
場　ॴ：広ౡ:MC"ձٞࣨ
出੮者：ᴡ౻実૯ׅࢼ験ಜ者ほか 9໊
ٞ　題：建設機械施工技術検定実地ࢼ験
実施要ྖઆ໌

■ 1・2級建設機械施工技術検定実地試験
݄　日：8݄ 22 日（土）～ 26 日（ਫ）
場　ॴ：大市ւ地先（大商業施設
用地）

受検者：1ڃ 59 ໊2 ڃ 225 ໊（1 種 38，
2 種 249，3 種 4，4 種 44）

■情報化施工（体験セミナー）講習会
݄　日：8݄ 26 日（ਫ）
場　ॴ：（座ֶ）大市市ຽձؗ
（実習）大市ւ地先（大ւ商業
施設用地）

加者：16ࢀ ໊
習内容：（座ֶ）ʜ①情報化施工の現ߨ
ঢ়と動向について　②情報化施工シス
テムを応用した技術と CIM対応ツー
ルのհ（実習）ʜ③MC，MG実機
体験，最新情報化施工機器実測体ࢼ
験

■平成 27年度 1・2級建設機械施工技術
検定【学科】試験 合格発表
݄　日：8݄ 5日（ਫ）
場　ॴ：支部事ہ
対者：ࢼ験地ʲ高দ市ʳ分のみ

■情報化施工現地講習会・宿毛
݄　日：8݄ 6日（木）
場　ॴ：॓ ໟ市૯合ࣾձࢱセンター（高
॓ݝໟ市）

長ほかہᖒҕ式事ؠ：加者ࢀ 87 ໊
内　容：①国土交通省の CIM構と情
報化施工推進戦略について　②オペ
レータの立場から見た情報化施工につ
いて　③ TS 出来形理技術及び
3D-MG 技術について　④情報化施工
の先に見えるもの < スマートコンスト

ラクション > について　ᶇTS 出来形
理技術及び 3D-MG技術の実地見ֶ

■平成 27年度 1・2級建設機械施工技術
検定【実地】試験監督者打合せ会議
݄　日：8݄ 21 日（ۚ）
場　ॴ：建設クリΤイトビル（高দ市）
験ಜ者ほかࢼ加者：小দम૯ׅࢀ 7
໊
ٞ　題：ฏ成 27 年度実地ࢼ験の実施要
ྖとҙ事項について

■企画委員会
݄　日：8݄ 19 日（ਫ）
出੮者：ٱ保田正य़ا画ҕ員長ほか 8໊
ٞ　題：①建設機械施工技術検定ࢼ験
（ֶՊࢼ験）݁Ռについて　②建設機
械施工技術検定ࢼ験（実地ࢼ験）につ
いて ③「建設機械施工」ਵࣥචに
ついて　④州支部ձ員入ձ案内（案）
について

■試験監督者説明会
݄　日：8݄ 19 日（ਫ）
出੮者：ٱ保田正य़整උ部ձ長ほか 9໊
ٞ　題：ࢼ験実施要ྖ等の確ೝ
■試験監督者説明会
݄　日：8݄ 30 日（日）
出੮者：コマツڭ習ॴ᷂ळӬࢤॴ長ほ
か 8໊
ٞ　題：ࢼ験実施要ྖ等の確ೝ
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編 集 後 記

建 設 機 械 施 工
第 67 第ר 10 ߸（2015 年 10 ݄߸）（通ר 788 ߸）
7ol�67　No�10　ODtoCer　2015
2015（ฏ成 27）年 10 ݄ 20 日ҹ
2015（ฏ成 27）年 10 ݄ 25 日発行（毎݄ 1回 25 日発行）
ฤू兼発行人　　௰　　　༃　ࡾ
ҹ　　ॴ　　日本ҹג式ձࣾ

発 行 ॴ　 本 部　 一 般 ࣾ ஂ ๏ 人　 日 本 建 設 機 械 施 工 ڠ ձ
˟ 105-0011౦ژ都ެࣳ۠ߓԂ 3丁目 5൪ 8߸　機械ৼڵձؗ内
電（03）3433-1501ʀFaY（03）3432-0289ʀIttQ�//XXX�KDNanet�or�KQ/
施工技術૯合ڀݚॴ˟ 417-0801静Ԭݝ࢜市大ᔹ3154 電（0545）35-0212
北　ւ　ಓ　支　部˟ ࡾຈ市中ԝ۠北ࡳ060-0003 2-8 電（011）231-4428
౦ 　 北 　 支 　 部˟ 980-0802ઋ市੨༿۠ೋ日ொ 16-1 電（022）222-3915
北 　  　 支 　 部˟ 950-0965新ׁ市中ԝ۠新ޫொ 6-1 電（025）280-0128
中 　 部 　 支 　 部˟ 市中ؙ۠の内ݹ460-0002໊ 3-17-10 電（052）962-2394
関 　  　 支 　 部˟ 540-0012大ࡕ市中ԝ۠୩ொ 2-7-4 電（06）6941-8845
中 　 国 　 支 　 部˟ 730-0013広ౡ市中۠ീ丁ງ 12-22 電（082）221-6841
࢛ 　 国 　 支 　 部˟ 760-0066高দ市Ԭொ 3-11-22 電（087）821-8074
 　 州 　 支 　 部˟ 812-0013Ԭ市ത多۠ത多Ӻ౦ 2-4-30 電（092）436-3322

今݄߸は「地ٿԹஆ化対ڥ・ࡦ
対ڥ・ࡦ対ࡦ工」特ूです。
Պֶڥ಄言は౦北大ֶ大ֶӃר
いしましئतにおڭڮՊの高ڀݚ
た。「建設機械施工分における
資源࠶，への期待」と題してࡦ対ڥ
化に関する最新のڀݚ成Ռの͝հ
と，今後の建設分におけるڥ対
の重要性について͝ఏ言をいただࡦ
きました。行情報では，バイオ
ディーゼル燃料の利用推進を目的と
して日本建設業連合ձでࡦ定され
た，建設業におけるバイオディーゼ
ル燃料利用ガイドラインの͝հを
しています。

特ू報จでは，地ٿԹஆ化対ࡦ，
Ԛછ土対ࡦ，ਫ質Ԛ対ࡦ，૽Ի
ৼ動対ࡦ，CO2 削減，産業廃غリ
サイクル等の，建設分において常
に重要となるڥトピックをཏし
て最新の技術動向を͝հするとと
もに，์ࣹ能対ࡦ・আછという新た
に生じたڥ問題・対ࡦ技術につい
ても着目しております。
今回͝հした報จが，建設・機
械施工分におけるڥ対ࡦの進ల
についての理解を深める一助となり
ましたらいです。
最後になりましたが，本ࢽの作成
のためにࣥ͝චの労をとられたࣥච
者のօ様方や͝ڠ力下さった各位に
対し，深くँײし，御ྱਃし上げま
す。 （小・本）

�� ݄߸ʮࡂɼ҆શɾ҆৺Λ֬อ͢Δࣾձج൫උಛूʯ༧ࠂ
・土砂災害防止๏の改正　・・高ை対ࡦにおけるਫ・ᮙ等理システムガイドライン
の改గ（7er�3�0）　・災から 4年半が経過して　・防災ڀݚにかかる一ఏ案　・߽ઇ・߽Ӎを
ԕִ視　・流ਫ型ダムの建設に向けて　・ジオテキスタイルを用いた災時のಓ路段差軽減工
๏ ・֨子ঢ়補ڧを有するシートを用いた土構のӷঢ়化対ࡦ　・がれきᕓを有効活用
した建設資材　・೪りڧいఅ防構の開発　・Ր山防災対ࡦ推進ワーキンググループ最ऴ報ࠂ
ケーブルテレビ事業者が考案した「防災行無線をテレ・　ࡦ大地対ڊ構におけるߓ・
ビでฉく」システム　・上に大型制装置（1800t）で長周期地動の༳れを半減

本誌上へ 
の広告は  有限会社 サンタナ アートワークスまでお申し込み、お問い合せ下さい。
　　　　˟ ��������　౦ژதԝ۠ຊڮਓܗொ ������　ҪखޱϏϧ �'　5&-ɿ������������　'"9ɿ������������
　　　　&�NBJMɿTBO�NJDI![BN�BUU�OF�KQ　୲ɿాத

【年間購読ご希望の方】
①お近くのॻళでのおਃ込み・お取りدせ可能です。　②ڠձ本部へおਃし込みの場合「ਤ
ॻߪ入ਃ込ॻ」に以下事項をもれなく記入のうえF"Xにてڠձ本部へおਃ込み下さい。
ʜެி／ձ໊ࣾ，ॴଐ部課໊，担当者໊ࢯ，ॅॴ，TE-および F"X
年間購読料（12冊）　9,252円（税・送料込）
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建設業におけるバイオディーゼル燃料利用ガイドライン行政情報

巻頭言　建設機械施工分野における環境対策への期待
高圧ジェット水を用いた油汚染土壌の洗浄プラント 濁水処理装置水噴流型混合機

● 我が国の温暖化防止対策の状況
● 油汚染土壌の新バイオパイル工法の開発
● 油や放射能汚染などの土壌洗浄・濁水処理及び混合技術
● オゾンマイクロバブルを用いた油・揮発性有機化合物含有水の高効率な浄化技術

技術報文 ● 全周波数帯域に対応したトンネル発破消音器の開発
● オンサイト除染排水処理システムの開発・実用化
● 生分解性作動油　他
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地球温暖化対策
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JCMA報告 平成27年度 日本建設機械施工大賞 受賞業績（その3）




